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Ⅰ　緒　　　言

近年，植物工場は消費者，食品産業，政府や自治

体などからの関心を集めている．閉鎖的，半閉鎖的

な環境での生産が，気象環境に影響されない安定的

な収穫や収穫物の安全性を高め16），消費者に安心感

をもたらす．現在，植物工場ではレタスの生産を行

っていることが多いが，ホウレンソウや葉ネギのよ

うなレタス以外の葉菜類の栽培も行われるようにな

ってきている．近畿中国四国地域でも，完全人工光

型や太陽光・人工光併用型の植物工場が生産を行っ

ている例がある22）．完全人工光型の植物工場では，

光源として近年発光ダイオード（LED）を導入して

いる例もあるものの，LEDの利用割合はまだ低く22），

蛍光灯を光源として用いるものが多い21，22）．しか

し，作物生産に好適な波長バランスなどはまだ明確

でなく，これを明らかにすることが，光源の利用効

率の向上に関しての課題となっている．

栽培用蛍光灯として通常用いられる白色蛍光灯は

青色光（波長400～500nm），緑色光（同500～600nm），

赤色光（同600～700nm）の波長域にピークを持つ

幅広い発光帯を有する．赤色光は光合成に特に有効

である13，18，19）が，茎葉の徒長など，形態上の異常

をもたらす場合がある30）．青色光は作物形態を正常

に保つために有効とされ，赤色光に青色光を付加す

ることによって形態異常が緩和されたとする報告が

いくつかある６，27，30，31，32）．緑色光は植物葉への吸

収率が低いものの１，13，18，19），光合成に利用でき

る18，25，29）．また近年，光合成以外にも，緑色光に

生理的な作用があることが指摘されている５，24，33）．

しかし，作物生育への緑色光の影響については，ト

マトやマリーゴールド15），レタス４）で抑制的な効

果が報告された一方で，レタスについて生育促進に

作用したという報告14）もあり，緑色光が作物生育

に有効に作用するかについては，まだ検討が必要と

考えられる．

そこで，本研究ではホウレンソウと葉ネギを蛍光

1
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灯照射下で栽培し，生育に好適な照射光の波長バラ

ンス，特に赤色光，青色光，緑色光のバランスにつ

いて検討し，植物工場の技術的発展に資する知見を

得ようとした．

本研究は農林水産省委託プロジェクト研究「生物

の光応答メカニズムの解明と省エネルギー，コスト

削減利用技術の開発」において行った．

Ⅱ　材料および方法

１　栽培方法

作物にはホウレンソウ「アクティブ」（サカタの

タネ）と葉ネギ「フレッシュ小ねぎ」（タキイ種苗）

を用いた．市販の園芸培土と土を混合して0.2 g N，

1.2 g P2O5，0.2 g K2O L-1に肥料分を調整した用土

を容量13 Lのプランタ（上面61×19㎝，深さ14㎝）

に詰め，ホウレンソウでは12カ所に各３粒点播，

葉ネギでは10カ所に５～６粒条播した．ホウレン

ソウは生育途中で１ヶ所１株に間引いた．

実験は96W白色蛍光灯（FPR96EXNA，パナソニ

ック）14本を光源とするグロースキャビネット（KG-

50HLA，コイト電工）３台を用いて行った．室内気

温と相対湿度はそれぞれ23℃と80％に設定した．

光照射は，栽培前のプランタ直上で約200μmol･

m-2･s-1の光合成有効放射（PPF＝Photosynthetic

Photon Flux：波長400～700nm）になる強度とし，

明期は１日12時間とした．各グロースキャビネッ

トにはホウレンソウと葉ネギのプランタを１個ずつ

配置した．

２　第１試験：赤，青，緑バイアス光の作物生育へ

の影響調査

第１試験では，白色蛍光灯のみを用いた場合に比

べて赤，青，緑色光の割合をそれぞれ大きくした

（赤，青，緑バイアスをかけた）光の作物生育への

影響を，白色蛍光灯のみで栽培した場合と比較する

ことで評価した．グロースキャビネットの白色蛍光

灯のうち，４本，７本または10本を赤色または青色

の96Ｗ蛍光灯（赤，FPR96ERA；青，FPR96EBA，

パナソニック）にそれぞれ交換する区を設け，赤バ

イアス，青バイアス光の影響を調査した．なお，グ

ロースキャビネットは３室しかないため，赤バイア

ス，青バイアスそれぞれで，実験１（４本，７本交

換と白色蛍光灯単独），実験２（７本，10本交換と

白色蛍光灯単独）の２回に分けて実施した．緑バイ

アス光の影響調査は，96Ｗ緑色蛍光灯（FPR96EGA，

パナソニック）に４本と７本を交換する区を設けて

行った．

蛍光灯の組み合わせは，白，赤，青および緑色蛍

光灯をそれぞれＷ，Ｒ，ＢおよびＧと示し，その横

に使用した蛍光灯の本数を示すように表現した．例

えば，白色蛍光灯10本と赤色蛍光灯４本の場合は，

W10R4とした．各蛍光灯の光量子束の波長分布は

第１図に示す．

栽培前に，プランタ直上に相当する高さの波長別

光量子束を波長別エネルギー測定装置（LI-1800，

ライカ）で計測した．計測した波長別光量子束の生

理的有効放射（BAPF＝Biological Active Photon

Flux：波長300～800nm）に対する割合を紫外線

（UV：波長300～400nm），青色光（Ｂ：波長400～

500nm），緑色光（Ｇ：波長500～600nm），赤色光

（Ｒ：波長600～700nm），遠赤色光（FR：波長700

～800nm）に対して求めた．PPFに対するＢ，Ｇ，

Ｒの割合も求めた．また，作物生育，特に伸長に影

響を及ぼすとされるR/FR比20，26）も求めた．

作物の生育については，ホウレンソウ（各試験区

12株）では草丈，地上部の生体重と乾物重，葉面積，

葉数を調査するとともに，葉緑素計（SPAD502，

コニカミノルタ）を用いて葉色（SPAD値）を計測
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第１図　供試蛍光灯の光量子束の波長分布

Ｂ：青色蛍光灯，Ｒ：赤色蛍光灯，Ｇ：緑色蛍光灯，Ｗ：白色蛍

光灯．

グラフは各波長での光量子束と生理的有効放射域（BAPF：波長

300～800nm）の光量子束との比を示す．



し，葉ネギでは各試験区１カ所につき２株の計20

株をサンプリングして，草丈，地上部の生体重と乾

物重，葉鞘径，葉数，葉色を計測した．

３　第２試験：赤バイアス光下での青，緑色光バラ

ンスの違いが作物生育へ及ぼす影響調査

第２試験では，赤バイアスのかかった光環境で，

赤色光の割合を一定にした上で青色光と緑色光のバ

ランスを変える処理を行った．赤色蛍光灯を９本，

白色蛍光灯を１本設置し，残りの４本を青色蛍光灯

と緑色蛍光灯にする２試験区を設け，赤色蛍光灯７

本と白色蛍光灯７本を設置した区と比較した．同じ

処理で２回実験を行った（実験１，実験２）．蛍光

灯の組み合わせ表示や栽培前のプランタ直上波長別

光量子束の調査，作物の生育調査は第1試験と同様

に行った．

Ⅲ　結　　　果

１　光環境

グロースキャビネット内の光質については第１表

に示す．紫外線の生理的有効放射に対する割合

（UV/BAPF）はどの試験区でも少ない割合を示し

た．FR/BAPFは赤バイアス光源で高い傾向があり，

最も高くなったのはW4R10区で，約0.08となった．

逆に青バイアス光源では低くなり，最も低い

W4B10区では0.03未満であった．光合成有効放射

にあたるＲ，Ｇ，Ｂの生理的有効放射に対する割合

は，どの試験区も高く，白色蛍光灯のみの場合

（W14）においてR/BAPFが0.30，Ｇ/BAPFが0.42，

Ｂ/BAPFが0.24程度で，赤，青，緑にバイアスを

かけた場合は，それぞれの色の波長域がより高い割

合になり，残りの波長域の割合が低くなった．

R/FRについては，W7B7とW4B10区で他の試験区

より低くなった．

２　第１試験

赤バイアス光はホウレンソウの生育を促進した．

特にW7R7区では，葉色を除く項目すべてで最も大

きい数値を示した．W10R4区とW4R10区において

も，W14区と比較すると良好な生育をしていたが，

W7R7区と比べて効果は劣った．葉色に対しての赤

バイアス光の影響は明らかでなかった．一方，赤バ

イアス光の葉ネギの生育に対する影響は，ホウレン

ソウほど明確でないものの，W7R7区で他の区より

も生育が促進される傾向がみられた．なお，赤バイ

浜本ら：蛍光灯光源の照射波長バランスがホウレンソウと葉ネギの生育に及ぼす影響 3

UV：紫外線（波長300～400nm），Ｂ：青色光（同400～500nm），Ｇ：緑色光（同500～600nm），Ｒ：赤

色光（同600～700nm），FR：遠赤色光（同700～800nm），BAPF：生理的有効放射域（同300～800nm），

PPF：光合成有効放射域（同400～700nm）．

蛍光灯の組み合わせは，白，赤，青，緑色蛍光灯をそれぞれＷ，Ｒ，Ｂ，Ｇと示し，その横に使用した蛍光

灯の本数を示した．

第１表　各蛍光灯組み合わせ処理下の光質環境



アスをかけた場合はW14区と比べ，葉色が若干薄

くなる傾向があった（第２表）．

青バイアス光のホウレンソウと葉ネギの生育への

影響は，W14，Ｗ10B4，W7B7の３試験区で比較し

た実験１ではあまり明確でなかったが，W14，

W7B7，W4B10の３試験区で行った実験２では，青

色光の割合が多いほど生育抑制する傾向がみられ

た．葉色の試験区間差は小さかったが，実験１のホ
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蛍光灯の組み合わせ処理の表記は第１表と同じ．

同一作物の同一実験において，異なるアルファベットが付された数値にはTukey法５％水準で有意差あり．

３室のグロースキャビネットを用い，実験１と実験２の２回に分けて調査した．

第３表　青バイアス光照射下でのホウレンソウと葉ネギの生育

蛍光灯の組み合わせ処理の表記は第１表と同じ．

同一作物の同一実験において，異なるアルファベットが付された数値にはTukey法５％水準で有意差あり．

３室のグロースキャビネットを用い，実験１と実験２の２回に分けて調査した．

第２表　赤バイアス光照射下でのホウレンソウと葉ネギの生育



ウレンソウではW7B7で他区より若干小さい値にな

った（第３表）．

緑バイアス光はホウレンソウの生育にはあまり影

響を与えなかったが，葉ネギの生育には抑制的に働

いた（第４表）．

なお，すべての実験，試験区において，ホウレン

ソウの葉が，上偏生長により，巻き込む傾向がみら

れた．

３　第２試験

W7R7区と比較して，G4W1R9区ではホウレンソ

ウの生育に大差はなかった．葉ネギは若干生育が劣

る場合もあった．B4W1R9区では葉ネギは若干生育

が劣る傾向がみられ，ホウレンソウは劣る場合と優

る場合があり明確な傾向はなかった．葉色には両作

物とも明確な区間差はなかった（第５表）．第２試

験でも，ホウレンソウの葉が巻く現象は全試験区で
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蛍光灯の組み合わせ処理の表記は第１表と同じ．

同一作物の同一実験において，異なるアルファベットが付された数値にはTukey法５％水準

で有意差あり．

第４表　緑バイアス光照射下でのホウレンソウと葉ネギの生育

蛍光灯の組み合わせ処理の表記は第１表と同じ．

同一作物の同一実験において，異なるアルファベットが付された数値にはTukey法５％水準

で有意差あり．

実験１と実験２は同じ処理を２回行った．

第５表　W7R7処理から赤色光の割合を変えずに緑色光や青色光の割合を変えた場

合のホウレンソウと葉ネギの生育



みられた．

Ⅳ　考　　　察

赤色波長域の光は他の波長域光よりも光合成に効

率がよい13，18，19）．赤色蛍光灯が白色蛍光灯と比べ

て光合成を促進して，トマトやレタスの乾物重や葉

面積を増加させたという報告や23），赤バイアス光が

葉の生長を促進したという報告もある28）．しかし，

本研究第１試験の結果では，ホウレンソウの生育に

はR/BAPFで約0.5，R/PPFで約0.55になる程度の

赤バイアスが最も有効で，これ以上の赤バイアスで

は効果が減少することを示した．葉ネギについては

白色蛍光灯のみを用いても比較的良好に生育してお

り，赤バイアス処理の影響がホウレンソウほど明確

ではなかったが，第１表に示すように，統計的に有

意でない場合が多いものの，数値的にはホウレンソ

ウ同様の傾向がみられた．また過去の研究では，極

端な赤バイアス光である赤色光単独での照射下で

は，同じPPFで赤色光に青色光を付加した条件より

も生育が劣ることがピーマン２）やコムギ７）で報告

されている．これらの結果からは，作物生育用の光

源は光合成に対する効率に加え，形態に対する影響

なども含めて，その生育促進効果を検討するのが望

ましいと考えられる．

青色光には作物形態を正常に保つ働きがあるとさ

れ６，27，30，31，32），人工光栽培で栽培光に付加するこ

とは有効と推察されるが，本研究においては，青バ

イアス光は葉の伸長と重量増加を抑制する場合が多

く，青色光が過剰になることは好ましくないと考え

られる．青色光による，作物の伸長抑制は白クロー

バー28），トマト23），レタス12，23）において，乾物重

の増加抑制はマリーゴールド10）においても，それ

ぞれ報告されている．また，青色蛍光灯や緑色蛍光

灯は，白色蛍光灯と比べて光合成には効率的でない

との報告もある23）．

過去の報告には，形態に対する青色光の影響はそ

の照射強度に依存しているとしたものがある．

Yorio et al.32）は，作物種にもよるが，最低20～

30μmol･m-2･s-1の青色光が照射されることで，徒長

が抑制されるとした．本研究の試験では青色光が

20μmol･m-2･s-1以下に低下する処理はなかった．し

たがって，これで極端な徒長が起きなかったとも考

えられるが，100μmol･m-2･s-1（B/PPF＝0.5）を超

えるような青色光は葉の伸長を過度に抑制する場合

があった．Dougher and Bugbee３）は青色光に対す

るレタスの生育反応が他の波長域の光によって影響

される可能性を指摘しており，高圧ナトリウムラン

プではB/PPFで0.06の場合が乾物増加や葉面積拡

大に好適で，メタルハライドランプではそれよりも

やや多い青色光割合で好適としている．こうした報

告例から，青色光に関しても，量的な面だけでなく

総合的な波長バランスを考慮する必要があると考え

られる．

第２試験では，赤色光の割合を，第１試験で最も

好成績であったW7R7区と同じ，R/BAPFで約0.5，

R/PPFで約0.55になるよう固定し，青色光と緑色光

の割合を変えて，その影響を調べた．赤色光割合を

固定した上で W7R7 区より青色光割合を強めた

B4W1R9区や緑色光割合を強めたG4W1R9区には，

W7R7区を明確に上回る生育促進効果はみられなか

った．

第１試験と第２試験の結果を総合すると，赤，青，

緑色光のバランスでは，白色蛍光灯のみを用いた場

合と比べやや赤バイアスのかかったW7R7区のそれ

がホウレンソウや葉ネギの生育に好適で，それより

過度に赤，青，緑バイアスをかけても，生育促進効

果の増大はあまり期待できないと考えられる．緑バ

イアス光の有効性は第１，第２試験とも明確でなか

ったが，栽培光に緑色光を加えること自体は，過度

の赤バイアスや青バイアスを回避するためには，有

効に働いたとみられる．緑色光には，赤色光や青色

光の影響を調節するような役割が推測されてお

り５，33），付加する意義はあると考えられる．

FR光は光合成に直接作用することはないが，作

物の生育には影響を及ぼすとみられる．例えば，低

R/FRの光環境が作物生育を促進したとする報告が

いくつかあり20，26）．白色蛍光灯単独よりもこれに

白熱灯を加えて照射した方が，同じPPFでもFR光

が多く付加されているため，レタスやマリーゴール

ドの生育を促進したという研究例もある17）．これに

対して，本研究の青バイアスや緑バイアスをかけた

ランプの組み合わせ（W7B7やW7G7）では，白蛍

光灯のみ（W14）と比較して低いR/FR比の光環境
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であったものの，作物の生育は促進されていない．

しかし，本研究の供試ランプはFR光の強度が弱い

ため，FR光をさらに付加するなどの処理がさらな

る生育促進に有効である可能性は残る．紫外線は作

物生育を抑制する場合があるが15，31），本研究の供

試ランプは紫外線の照射強度が比較的低かったた

め，作物の生育における試験区間差にもあまり紫外

線の影響はないと考えられる．一方，ホウレンソウ

に紫外線を照射することで，抗酸化物質が増加した

とする報告もあり11），紫外線付加が生産物の品質向

上の手段となる可能性はある．生育抑制を最小にし

た上で品質が向上するような紫外線の与え方も検討

する価値があろう．FR光の付加のあり方も含めて，

これらは今後の課題である．

本研究の２つの試験では，屋外で生育したものよ

り，ホウレンソウの葉に上偏生長による巻き込みが

みられた．別途行った試験でもこの傾向は確認され

ており８，９），蛍光灯を光源とした栽培ではしばし

ば起こる症状とみられる．浜本８）は蛍光灯を光源

としたグロースキャビネットでホウレンソウを栽培

し，葉の巻きを測定して，強光条件や，過半数の蛍

光灯を緑色や赤色の蛍光灯に変換して特定波長域の

放射ピークを高めた条件で，葉の巻きが強まること

を見出した．これは狭い波長域でも強い光が当たっ

た場合は葉にストレスがかかる可能性を示唆してお

り，栽培光源としては大きな発光ピークを持たない

方が，外見上，自然環境での生育に近いものが生産

できる可能性がある．

以上をまとめると，ホウレンソウや葉ネギの人工

光栽培には，白色蛍光灯よりやや赤バイアスのかか

った（本研究のW7R7程度），あまり突出したピー

クを持たない発光特性の光源が適すると考えられ

る．現在，蛍光灯は植物工場の主要な光源になって

いるが，上記のような発光特性をもつランプが開発

されれば，植物工場用の光源として有望だと推察さ

れる．

Ⅴ　摘　　　要

蛍光灯光源のグロースキャビネットを用いてホウ

レンソウや葉ネギの生育に及ぼす光源の波長バラン

スの影響について検討し，栽培・補光用光源の開発

などに資する知見を得た．白色蛍光灯14灯を光源

とするグロースキャビネットを用い，その一部を赤

色，緑色，青色蛍光灯に変換することで各領域光を

増強し，ホウレンソウ「アクティブ」とネギ「フレ

ッシュ小ねぎ」をプランタ栽培した．もっとも生育

促進効果が得られたバランスは，光量子束の対生理

的有効放射（波長300～800nm）比で0.14（青），

0.28（緑），0.50（赤），対光合成有効放射（波長400

～700nm）比での0.15（青），0.30（緑），0.55（赤）

であった．赤色光や青色光の過剰な増強は，生育抑

制や生育促進効果の減少を引き起こした．緑色光の

増強には生育を促進する効果は認められなかった．

引 用 文 献

１）Balegh, S. E. and O. Biddulph 1970. The

photosynthetic action spectrum of the bean

plant. Plant Physiol. 46: 1－5.

２）Brown, C. S., A. C. Schuerger and J. C. Sager

1995. Growth and photomorphogenesis of

pepper plants under red light-emitting diodes

with supplemental blue or far-red lighting. J.

Am. Soc. Hort. Sci. 120: 808－813.

３）Dougher, T. A. O. and B. Bugbee 1998. Is blue

light good or bad for plants? Life Support

Biosphere Sci. 5: 129－136.

４）― 2001. Evidence for yellow light sup-

pression of lettuce growth. Photochem.

Photobiol. 73: 208－212.

５）Folta, K. M. and S. A. Maruhnich 2007. Green

light: a signal to slow down or stop. J.Exp.Bot.

58: 3099－3111.

６）Fukuda, N., M. Fujita, Y. Ohta, S. Sase, S.

Nishimura and H. Ezura 2008. Directional blue

light irradiation triggers epidermal cell

elongation of abaxial side resulting in

inhibition of leaf epinasty in geranium under

red light condition. Sci. Hortic. 115: 176－182.

７）Goins, G. D., N. C. Yorio, M. M. Sanwo and C.

S. Brown 1997. Photomorphogenesis, photosyn-

thesis, and seed yield of wheat plants grown

under red light-emitting diodes（LEDs）with

浜本ら：蛍光灯光源の照射波長バランスがホウレンソウと葉ネギの生育に及ぼす影響 7



and without supplemental blue lighting. J.

Exp. Bot. 48: 1407－1413.

８）浜本　浩　2012．蛍光灯光源グロースチャンバ

における光強度とホウレンソウの葉の巻き込み

との関係．日本生物環境工学会2012東京大会

講演要旨：124－125．

９）―・山崎敬亮　2007．蛍光灯光源のグロー

スチャンバでのホウレンソウの葉の巻き込みに

対する青色光比率増加の影響．園学研　６（別

１）：199．

10）Heo, J., C. Lee, D. Chakrabarty and K. Paek

2002. Growth responses of marigold and salvia

bedding plants as affected by monochromic or

mixture radiation provided by a light-emitting

diode (LED). Plant Growth Regulat. 38: 225－

230.

11）東尾久雄　2001．野菜の栽培条件と品質形成．

日本食品保存科学会誌　27：349－355．

12）Hoenecke, M. E., R. J. Bula and T. W. Tibbitts

1992. Importance of‘blue’photon levels for

lettuce seedlings grown under red-light-

emitting diodes. HortScience. 27: 427－430.

13）Inada, K 1976. Action spectra for photosynthe-

sis in higher plants. Plant Cell Physiol. 17:

355－365.

14）Kim, H. H., G. D. Goins, R. M. Wheeler and J. C.

Sager 2004. Green-light supplementation for

enhanced lettuce growth under red- and blue-

light-emitting diodes. HortScience. 39: 1617－

1622.

15）Klein, R. M., P. C. Edsall and A. C. Gentile 1965.

Effects of near ultraviolet and green radiations

on plant growth. Plant Physiol. 40: 903－906.

16）Kozai, T., K. Ohyama, A. S. Zobayed, C. Kubota,

T. Hoshi and C. Chun 1999. Transplant

production in closed systems with artificial

lighting for solving global issues on environment

conservation, food, resource and energy. Proc.

ACESYS III Conf: 343－357.

17）Krizek, D. T. and D. P. Ormrod 1980. Growth

response of‘Grand Rapids’lettuce and‘First

Lady’marigold to increased far-red and infrared

radiation under controlled environments. J.

Am. Soc. Hort. Sci. 105: 936－939.

18）McCree, K. J 1972a. The action spectrum,

absorptance and quantum yield of photosyn-

thesis in crop plants. Agric. Meteorol. 9: 191－

216.

19）― 1972b. Test of current definitions of

photosynthetically active radiation against leaf

photosynthesis data. Agric. Meteorol.10: 443－

453.

20）Murakami, K., I. Aiga, K. Horaguchi and M.

Morita 1997. Red/far-red photon flux ratio

used as an index number for morphological

control of plant growth under artificial

lighting conditions. Acta Hort. 418: 135－140.

21）日本生物環境工学会植物工場部会　2009．植物

工場のニューウェーブ“ビジネススキームとイ

ノベーション”．SHITA Report 26：１－60．

22）農林水産省・経済産業省　2009．植物工場の事

例集．49．

23）Sager, J. C., J. L. Edwards and W. H. Klein

1982. Light energy utilization efficiency for

photosynthesis. Trans. Am. Soc. Agric. Eng.

25: 1737－1746.

24）Sellaro, R., M. Crepy, S. A. Trupkin, E.

Karayekov, A. S. Buchovsky, C. Rossi and J. J.

Casal 2010. Cryptochrome as a sensor of the

blue/green ratio of natural radiation in

Arabidopsis. Plant Physiology. 154: 401－409.

25）Sun, J. S., J. N. Nishio and T. C. Vogelmann

1998. Green light drives CO2 fixation deep

within leaves. Plant Cell Physiol. 39: 1020－

1026.

26）Takaichi, M., H. Shimaji and T. Higashide

2000. Effect of red/far-red photon flux ratio of

solar radiation on growth of fruit vegetable

seedlings. Acta Hort. 514: 147－156.

27）土屋広司・山崎　文・宮島博文・本間孝宜・菅

博文　1997．植物栽培への赤色LD光の応用．

レーザー研究　25：841－844．

28）Warrington, I. J. and K. J. Mitchell 1976. The

influence of blue- and red-biased light spectra

近畿中国四国農業研究センター研究報告　第13号（2014）8



on the growth and development of plants.

Agric. Meteorol. 16: 247－262.

29）Withrow, R. B. and L. Price 1957. A darkroom

safelight for research in plant physiology.

Plant Physiol. 32: 244－248.

30）Yanagi, T., K. Okamoto and S. Takita 1996.

Effects of blue, red, and blue/red lights of two

different PPF levels on growth and morpho-

genesis of lettuce plants. Acta Hort. 440: 117－

122.

31）Yorio, N. C., C. L. Mackowiak, R. M. Wheeler

and J. C. Sager 1995. Vegetative growth of

potato under high-pressure sodium, high-

pressure sodium SON-Agro, and metal halide

lamps. HortScience. 30: 374－376.

32）Yorio, N. C., R. M. Wheeler, G. D. Goins, M. M.

Sanwo-Lewandowski, C. L. Mackowiak, C. S.

Brown, J. C. Sager and G. W. Stutte 1998. Blue

light requirements for crop plants used in

bioregenerative life support systems. Life

Support Biosphere Sci. 5: 119－128.

33）Zhang, T. and K. M. Folta 2012. Green light

signaling and adaptive response. Plant

Signaling & Behavior. 7: 1－4.

浜本ら：蛍光灯光源の照射波長バランスがホウレンソウと葉ネギの生育に及ぼす影響 9



近畿中国四国農業研究センター研究報告　第13号（2014）10

Summary

We estimated the effects of light spectral balance on the growth of spinach (Spinacia oleracea L.) and

Welsh onion (Allium fistulosum L.) in growth chambers lighted with fluorescent lamps.  The spectral bal-

ance was altered by using blue, green, and red lamps.  Both species grew best with a photon flux of 14%

blue, 28% green, and 50% red within 300-800 nm (= 15%, 30%, and 55% of total photosynthetic photon

flux).  An excessive bias toward red or blue gave inferior growth.  A bias toward green did not promote

plant growth.

Effects of Spectral Balance of Fluorescent Light Source 

on Growth of Spinach and Welsh onion

Hiroshi HAMAMOTO１ and Keisuke YAMAZAKI

Key words: blue light, green light, growth cabinet, lamp combination, red light
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Ⅰ　緒　　　論

１　本研究の背景

わが国における園芸用施設の設置面積は，戦後一

貫して増加してきたが，1999年をピークにその面積

は微減の傾向にある122）．その中で，養液栽培設置

面積は21世紀に入ってからも順調に増加しており，

2007年には1,686haとなり施設設置面積の約3.3％を

占めるに至っている122）．

施設栽培では特定の作目で連作される場合が多

く，養分の過不足，土壌病害や塩類集積などによっ

て連作障害が生じやすい．養液栽培は，地下部環境

のコントロールが土耕栽培よりも容易であることか

ら，連作障害を回避して安定した生産ができる．ま

た，耕起，畝立て，有機物の施用，除草，土寄せ，

追肥などの管理が不要であり，給液や施肥のシステ

ム化ならびに自動化が可能であるので労働が軽減さ

れ，管理の煩わしさからも解放される42）．このよう

に生産の安定化や労力の軽減などの面から養液栽培

はメリットが多い．

養液栽培は，培養液や酸素供給方法の違い，培地

11
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の有無などによって，さまざまに分類することがで

きるが，その中でトマトなどの果菜類では，ロック

ウールなどを用いた固形培地耕と呼ばれる方式が主

流である．固形培地耕における給液方式としては，

チューブやドリッパーなどを用いた点滴給液方式が

一般的である．しかし，この方式では肥料分を含む

排液が大量に発生するため，施設外への流出による

環境負荷が懸念される36，173）．養液栽培の普及率が

高いオランダでは法規制により排液の施設外への排

出が厳しく制限されており，1998 年の段階で，

75％の生産者では既に養液循環式の栽培となってい

る 123）．わが国でも近年，この問題に対処するた

め，養液循環方式の養液栽培技術の開発が進めら

れ６，７，57，58，59，61，62，63，103，125），徐々に普及しつ

つある．

一般に，培養液の循環を行う場合，土壌病害の蔓

延の危険性から，紫外線，オゾンや熱などによる培

養液の殺菌装置の導入が必要である174）．また，養

液循環方式では培養液の組成の変化が生育障害を引

き起こすなどして問題となる場合がある．その対策

のためには，定期的に培養液を更新するか，培養液

の無機成分濃度を定期的に調査して補正する必要が

ある．しかし，培養液の更新によって大量の排液が

廃棄されることは環境保全にとって好ましいことで

はないし，培養液の無機成分濃度を補正するために

は分析などで追加の費用も必要となる．

一方，養液栽培では，作物の吸水量や生育状態に

合わせて給液量や給液濃度などを適切に管理する必

要があり，それに向けて日射量や吸水量に応じた給

液制御システムの開発が進んでいる30）．ただし，こ

れらの技術を導入するためには，ポンプやセンサ，

あるいは制御盤など高価な機器を購入する必要があ

るとともに，電力などの多くのランニングコストが

必要である．

以上のことから，養液栽培，特に培養液循環方式

の導入は大変コストがかかる．岩崎64）が行った養

液栽培に対する実態調査では，養液栽培導入の最大

の阻害要因として導入コストの高さがあげられてい

る．わが国における経営規模はオランダなどと比べ

ると非常に小さく，特に中山間地などに多い小規模

農家では生産者の高齢化も進んでおり，施設や装置

などに対する投資意欲や投資能力は一般に小さい．

このような小規模農家にとっては，精密な栽培管理

によって収量増，高品質化，省力化などを狙って多

額の投資を行う養液栽培の導入は難しく，装置はな

るべく簡素で低コストであることが重要であると考

えられる．

養液栽培では点滴給液法が一般的な給液法である

が，それに対して底面給液法という給液法がある．

底面給液法にはエブアンドフロー方式やマット給液

方式などさまざまな方法があるが，いずれも排液を

ほとんど出さないため，一般に点滴給液法よりも水

や肥料の利用効率が高いとされ22，49，140），この点で，

底面給液法は省資源的で環境負荷の少ない手法であ

るといえる．毛管ひも給液法は，底面給液法の中の

一手法であり，その原型は1930年代に考案されて

いる121，131）．わが国では，1970年代後半に岐阜農試

の渡辺176）によって技術開発が行われて以降，1980

年代中頃からシクラメンなど鉢花栽培において広く

普及するようになった．本給液法については，片岡

ら73）がファレノプシスでも栽培可能であると報告

しており，アメリカやオーストラリアなど海外にお

いてもポット栽培における簡便な灌水手法として研

究が行われている15，102，149，165，185）．毛管ひも給液

法は，フロートバルブなどを用いて給水樋や給水管

の水位を一定に保つことで，培地含水量をほぼ一定

に保つことができ，給液の管理や制御を行うための

装置が不要であるとともに，排液処理のための装置

も必要としないため，装置の簡易化が可能で，省力

的であると同時に生産者の経済的な負担も小さいと

考えられる．

しかし，長期にわたる野菜栽培に毛管ひも給液法

を適用した場合，根がひもへ侵入することによる毛

管力の低下が問題となり，栽培が成立しない可能性

が高い．桝田92）は，毛管ひもを遮根透水シートで

封入した防根給水ひもを開発し，この問題を克服し

た．この報告では，長期間の栽培で根が給液管に達

するのを防ぐためにひもの導入口を底面ではなく側

面に設けている．また，トマトの長期栽培において，

防根給水ひもによる側面給液法（以下，防根ひも栽

培法）における適切なひもの種類や培養液濃度が検

討されており，終始大塚A処方の1/2単位濃度培養

液を用いることで安定的な生産がほぼ可能となって

いる93，106，107）．
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なお，本栽培法と同様に吸水性の資材を用いて毛管

給液を行う簡易・低コストな栽培システムが，中山間

地域や発展途上国のような投資能力の低い地域への導

入を目的として開発されている138，139，164，170，186，187）．

しかし，本栽培方式ではこれらのシステムに比べて

も使用する資材が少ないため，さらに省資源的かつ

低コストで簡易な栽培システムであると考えられ

る．

防根ひも栽培法における施肥法としては，上述の

ように培養液をひもで供給する方法が考えられる

が，その他に肥効調節型肥料（Controlled Release

Fertilizer，以下，CRF）を栽培前に全量基肥施用

する方法も考えられる．後者の方法では，液肥混入

装置など培養液を供給するための装置が不要である

ため，栽培装置をさらに低コスト化できるとともに，

定植前に施肥作業を済ませた後は，水管理や施肥管

理を完全に省略することができる．したがって，本

方式は，肥培管理の大幅な簡略化が可能で，極めて

簡易かつ環境保全的な栽培管理法であるといえ，特

に肥培管理が煩雑になりやすい促成トマトのような

長期間にわたる栽培へ適用できれば，経営上のメリ

ットは非常に大きい．

２　肥効調節型肥料（CRF）を用いた施肥技術に関

する既往の研究

CRFとは，肥効を持続させるためにさまざまな方

法で肥料成分の溶出を調節した一連の化学肥料のこ

とである．露地畑では施肥直後の降雨や長雨などに

よる肥料成分の溶脱や表面流去による損失が生じる

場合があり，施設栽培においてもアンモニア揮散や

急激な硝酸化成による肥料成分の損失が起こること

がある．CRFではこのような肥料成分の流出が小さ

いので，減肥料栽培や追肥回数の軽減による肥料コ

ストの低減化や省力化が可能で，さらには環境に配

慮した施肥管理を行うことができる．また，CRFの

特徴として，一般の肥料とは異なり施肥初期の肥効

発現を抑えることができるので，全量基肥施用が可

能である．

CRFの中でも特に，水溶性の尿素や高度化成肥料

を硫黄や樹脂などの安定な皮膜で覆うことにより，

肥料成分の溶出量や溶出期間を物理的に調節するよ

うに造粒されているものを被覆肥料と呼ぶ．被覆肥

料の肥料成分の溶出は土壌が十分に湿潤であれば，

土壌の理化学性質や土壌条件にあまり影響されず，

被覆資材の特性や地温に左右される特徴を有する．

溶出期間は被覆肥料を25℃の水中に静置して保証

成分の80％が溶出する日数で算出されている．肥

効の溶出パターンの精度は高く，専用のソフトウェ

アを利用して地温から肥料成分の溶出予測を行うこ

とができる．最初に1960年代にアメリカにおいて

商品として開発・実用化され，わが国では，1960年

代から1970年代にかけて検討がなされたが，当初

は価格が高く溶出コントロールも不十分であったこ

ともあって広く普及するには至らなかった．しかし，

近年，農業環境の変化で省力化や環境負荷の軽減が

重要視されるようになって再び注目されるようにな

った．

1980年代以降現在に至るまで，わが国における各

地の農業試験場や大学において施肥労力の省力化や

施肥量の削減，環境負荷の低減などを目的として

CRFの利用技術の開発が盛んに行われた．

その中でも検討例が最も多く普及面積が多いのは

水稲である．水稲では，基肥に加えて追肥を数回施

用するのが慣行の施肥法であり，施肥労力がかかる

ため，その軽減と施肥量の削減を目指して全量基肥

施用法が開発された44，45，48，52，79，142）．また，施肥

後一定期間成分の溶出を抑えられるシグモイド溶出

型の肥料が開発されたことから，水稲栽培では，育

苗箱に全量基肥施用し，本圃における施肥作業を省

略した育苗箱全量施肥法が開発された70，110，154，175）．

その他，主要作物としてコムギやダイズでも同様の

理由で全量基肥施用法が検討された33，72，114，115，143）．

特にダイズでは，根粒菌の活性の維持と施肥窒素の

硝酸化成抑制，溶脱防止あるいは不良土壌に対する

土壌改良技術として深層施肥技術が開発された153）．

また，果樹は施肥量が多く，年に何回も追肥を行う

必要があり施肥労力が大きいことから，カンキツにお

いて施肥回数の軽減のために施用されたり25，55，167），

イチジクにおいて全量基肥法が検討されている41，78）．

その他，花き５，134），茶３，69，147，148），桑101，146），

飼料作物109）など多種多様な作物においてCRFの適

用が試みられている．

また，CRFは養分の溶出が極めて遅いために濃度

障害が出にくい点を利用して，種子と肥料を接触さ

木下：防根給水ひも栽培に肥効調節型肥料を適用したトマトの省力・環境負荷低減型簡易生産システムの開発 13



せて施肥し，肥料の利用効率を高めることを狙った

接触施肥法が開発された51，60，133）．

一方，圃場から発生する亜酸化窒素の削減を目的

としてCRFを利用する研究もみられる104，119，177）．

野菜栽培においても，主にネギ，ハクサイ，ブロ

ッコリーなど土地利用型の露地栽培を中心に施肥回

数と施肥労力の軽減あるいは環境負荷軽減を目的

に全量基肥施用法に関する数多くの検討がなされ

た31，32，37，54，68，74，116，127，159）．より効率的な施肥方

法として，施肥を全面ではなく有効根群域や植穴のみ

に行う局所施肥の検討も行われている77，86，113，144，160）．

さらに，施肥労力軽減のため，２作分の肥料を１作

目の定植時に施肥する２作１回施肥法も開発されて

いる126）．一方，水稲における育苗箱施用のように，

育苗ポット内に全量を施肥して本圃における施肥を省

略する方法も検討されている84，85，141，156，157，180，181）．

葉菜類では硝酸の蓄積が問題となることがあり，

適切な施肥管理が求められるが，CRFを利用して窒

素施肥量を減らし体内の硝酸含有量を低減させる技

術も検討されている100，150，155）．

以上のように，CRF施用に関する研究は，栽培面

積が広く施肥や追肥の省力効果が大きい水稲などの

土地利用型の作物において多いが，施設野菜の栽培

においても，主に土耕栽培において多くの検討がな

されてきた75，81，82，83，84，85，87，108，141，168，172）．固

形培地耕では栽培面積が相対的に小さく，一般に液

肥の利用が多いためあまり検討が進んでないが，イ

チゴでは施肥の低コスト化や省力化を狙ってCRF

の適用事例14，18，19，56，166，183）が多くみられる．ト

マト栽培では，土壌を培地とした養液かけ流し方式

で比較的短期間の半促成あるいは抑制栽培を行うに

あたってCRFを適用した研究事例がある124）．

さらに，培地を使わない毛管水耕方式における簡

易な肥培管理法としてもCRFの利用が試みられて

いる13，71）．

以上のように，その目的に応じてさまざまな形で

CRFの利用技術の開発が進んでおり，利用面積は着

実に増加している23）．しかし，本栽培法のように毛

管給水式で閉鎖型の固形培地耕の栽培における報

告，特に長期にわたるトマトの栽培に関しての報告

は見当たらない．

３　本研究の目的と本論文の構成

以上のことから，本研究では，促成トマトの防根

ひも栽培法におけるCRFを利用した肥培管理技術

の開発を行った．本技術は，投入コストも小さく，

精密な肥培管理も必要としないと考えられるため，

今まで養液栽培の導入が難しかった小規模農家など

でも導入が可能であると考えられる．

本研究では，まず，Ⅱ章において促成トマトの防

根ひも栽培法に適した培地条件の検討および，CRF

を培地に混和して施用する場合の施肥量の検討を行

うとともに，果実生産性や養分利用効率について培

養液で管理を行った場合と比較を行った．Ⅲ章では，

上記のようなCRFの培地混和法では，施肥に要す

る労力が多大であり，肥料が混和された培地の再利

用が困難であることから，より簡易な肥培管理を目

指し，CRFを給水タンク内へ施用し溶出液として防

根ひもで養分を供給する方法の開発を行った．

Ⅱ　トマトの防根ひも栽培法に適した培地の検討お

よびCRFを用いた施肥法の開発

防根ひも栽培法は固形培地耕の一種とみなすこと

ができるが，培地として利用可能な資材は種々あり，

その特性はさまざまである．一般的な点滴給液法の

場合，培地の特性に合わせて給液回数や給液量を調

節することが可能である．一方，防根ひも栽培法の

場合は，培地内の水分量は専らひもと培地の毛管力

に依存するため，人為的な給液管理によって培地の

水分環境を植物にとって好適な条件に制御するのは

困難である．このため，植物の生育に適した水分環

境を維持できる培地選択が極めて重要となる．培養

液管理による先行の研究93，106，107）で用いた培地で

も十分な果実生産が可能と思われたが，上述の背景

からあらためてさまざまな培地を比較検討する必要

があると思われる．

一方，防根ひも栽培法では，肥培管理を培養液で

行う方法のほかに，肥料はCRFとして全量を定植

前に培地に混合しておき，水のみをひもで供給する

方法が考えられる．後者の方法では液肥混入装置が

不要であり，栽培装置を一層低コスト化できる．実

際，トマトやイチゴの固形培地耕では，そのような

目的でCRFを用いた全量基肥法の検討が行われて
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いる14，18，19，56，124，166，183）．しかし，本研究で取り

あげる毛管給水方式の少量隔離培地耕については，

適切な施肥量や培地中の養分の動態などが明らかに

されていない．

そこで，本章では，トマト促成栽培において防根

ひも栽培法に適する培地条件を明らかにするととも

に，その培地条件下において定植前に培地に混和す

る方法によるCRFの適用が可能であるか検討した．

１　促成トマトの防根ひも栽培に適した培地の種類

の検討

１）緒言

防根ひも栽培法では，培地内の水分量は専らひも

と培地の毛管力に依存するため，人為的な給液管理

によって，培地の水分環境を植物にとって好適な条

件に制御するのは困難である．したがって，植物の

生育に適した水分環境を維持できる培地の選択が非

常に重要である．

また，本栽培法は排液を全く出さないため，閉鎖

型養液栽培の一種とみなすことができる．閉鎖型養

液栽培では，循環培養液や培地溶液の電気伝導度

（以下EC）や無機成分濃度の極端な上昇や成分組成

の乱れが，トマトの果実収量の低下をもたらすおそ

れがある53，61，62）．本方式においても，培地の違い

で培地溶液のECや無機成分濃度に極端な差が生じ

れば，果実収量の差につながるであろう．

そこで，本節では，トマト促成栽培において防根

ひも栽培法に適する培地条件を明らかにするため，

特に水分保持特性が異なると考えられる数種類の培

地資材について，果実収量，培地の三相分布および

培地溶液の無機成分を比較した．

２）材料および方法

実験は近畿中国四国農業研究センター（香川県善

通寺市）（以下当研究センター）内のパイプハウス

（面積108㎡）で行った．実験区として培地の異な

る７区を設けた．供試培地は，ロックウール細粒綿

（栽培用ロックファイバー細粒綿66R，日東紡，以

下，RW区），ヤシガラ（ココベッド，カネコ種苗，

以下，ヤシガラ区），ピートモス（カナダ産，以下，

ピート区），籾殻燻炭（以下，燻炭区），粉砕籾殻

（以下，籾殻区），バーク堆肥（天領CB培地，ジャ

パングリーンシステム，以下，バーク区）および桝

田・福元93）が用いた培地を参考に作成した混合培

地（田土：バーク堆肥：パーライト：ピートモス＝

２：４：１：１（v/v），以下，混合区）の７種類で

ある．材料として本研究のすべての実験に共通して

トマト（Solanum lycopersicum L.）の「ハウス桃

太郎」（タキイ種苗）を用いた．2008年９月13日に

培養土メトロミクス350（SUNGRO，USA）を充填

した128穴セルトレイに催芽種子を播種し，本葉２

枚出葉期の９月25日に各供試培地を充填した９㎝

ポットに鉢上げした．ポット育苗期間は大塚Ａ処方

1/2単位濃度液でエブアンドフロー給液29）を行った．

10月20日に，防根ひも栽培装置に定植した．本栽

培装置の概略は第１図に示したとおりである．ハウ

ス用の直管で組んだ骨組みの上にコンクリートパネ

ルを載せて架台とし，その上に発泡スチロールと栽

培容器である雨どい（上底19.2×下底15.0×高さ

12.0㎝）を載せ，その横に給水用の雨どい（上底

11.7×下底8.8×高さ5.2㎝）を置いた．栽培容器は，

側面（底面から２㎝上）に小孔をあけ，小孔に防根

給水ひも92）を導入し，小孔から出たひもの先端は

培養液に浸し，ひもは１株に１本配した．水位は各

栽培ベッドの端に設置したタンクに付けたボールタ

ップで一定に保ち，小孔と水面との距離は常に約３

㎝とした．各処理区の培地はポット育苗で使用した

培地とし，培地量は株あたり３Ｌとした．培地の乾

燥を防ぐため，表層に２㎝程度籾殻を敷いた．この

処理は以下のすべての実験に共通である．なお，培

地のpH調整のため，ピート区（pH4.7）および混合

区（pH5.7）についてはそれぞれ培地１Ｌあたり３

～４ｇの炭酸苦土石灰を定植前に混合した．栽植様

式は，株間20㎝，畝間180㎝の１条振り分け誘引と
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第１図　防根ひも栽培装置の概略図



した．培養液は大塚Ａ処方1/2単位濃度液を終始用

いて管理した．試験区は各区６株の３反復乱塊法と

した．各果房とも３花程度が開花したときにトマト

トーン100倍液を噴霧し，各果房５果以内になるよ

うに摘果するとともに下葉は適宜摘葉した．これら

の管理は以下のすべての実験に共通である．誘引高

約2.2ｍでつる下ろし誘引を行った．2009年５月２

日に15段果房上の２葉を残して摘心し，2009年７

月２日に収穫を終了した．温室内の温度管理につい

ては，最低13℃に設定して加温し，28℃以上で換

気を行った．各区６株について果実を約１週間に１

回収穫し，80ｇ以上の正常果（可販果）と80ｇ未

満の小果および生理障害果に分け，果実重，個数を

調査するとともに，各個体の各果房の可販第１果に

ついて果実糖度をデジタル糖度計（PAL - 1，

ATAGO）で測定した．また，栽培期間中には約２

週間に１回，株元から約５㎝の培地中心部に採取部

の長さが５㎝の土壌溶液採取器（DIK-300B，大起

理化工業）を各区１か所埋設して培地溶液の採取を

行い，ECを導電率計（B-173，堀場製作所）（以下

導電率計）で，各無機成分濃度をイオンクロマトグ

ラフ（DX-AQ，日本ダイオネクス）（以下イオンク

ロマトグラフ）で測定した．さらに，栽培前と栽培

終了後には，培地を栽培装置にセットして飽水させ

た状態で各区２か所について100mL採土管を用い

て培地を採取したのち，三相分布を土壌三相計

（DIK-1130，大起理化工業）により計測した．

３）結果および考察

（１）栽培前および栽培終了後の培地の三相分布

第１表に栽培前後の各培地の三相分布を示した．

固相率は栽培前後とも混合区で最も高く，ヤシガラ

区で最も低かったが，混合区の値は他の培地に比べ

て特に高かった．液相率は，栽培前後ともピート区

で最も高く，籾殻区で最も低かった．気相率は，栽

培前後とも籾殻区において顕著に高かった．栽培前

後で比較すると，固相率はヤシガラ区，ピート区お

よび混合区では減少した一方，RW区，燻炭区，籾

殻区およびバーク区では増加した．液相率はRW区

とピート区を除いて栽培前より栽培後の方が大きい

傾向にあり，気相率はヤシガラ区とピート区を除い

て栽培前より栽培後の方が小さい傾向にあった．

本実験における三相分布の測定は，各培地を栽培

装置に充填して飽水させた状態で行ったものであっ

た．ひも給水法では，栽培期間を通じて飽水状態に

近いため，培地含水率はほぼ一定であるので，今回

の測定値は栽培期間中にトマトがおかれた培地の水

分環境に近かったものと考えられる．

第１表の結果から，培地によっては液相率と気相

率には，栽培の前後で大きな増減がみられた．特に

籾殻区，混合区，燻炭区およびバーク区では，栽培

前に比べて栽培後に液相率が大きく増加する一方で

気相率が大きく減少した．これは，籾殻培地を連続

使用すると保水性が増すという報告11）や，バークを

主体とする培地において９か月後の気相率が減少し，

含水率が増加したという報告132）と一致する．この

ように，培地の種類によっては，栽培期間中の培地

の水分条件が変動する可能性があることがわかった．

（２）生育および収量

第２表に摘心時の茎長および果実の収量と糖度を

示した．摘心時の茎長には培地の種類によって有意

差が認められなかった．一方，総収量や可販果収量

は，培地の種類によって大きく異なった．総収量は，

燻炭区および混合区で最も高く，籾殻区で最も低か

った．可販果収量は，混合区で最も高く，籾殻区で

最も低く，培地による差は株あたり2.1㎏であった．

総収量が高い培地ほど可販果収量は高い傾向にあっ

た．１果重は，バーク区で最も大きく，籾殻区で最

も小さかった．可販果数はヤシガラ区で最も多く，

籾殻区で最も少なかった．果実糖度には培地間で有

意差は認められなかった．
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１）＊＊＊は0.1％水準で有意であることを示す（ｎ＝３）．

２）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検

定，ｎ＝３）．

第１表　培地の種類が栽培前後の三相分布に及ぼす影響



（３）可販果収量と三相分布との関係

一般に，保水性が高い培地ほど，通気性は低くな

る傾向にあるとされる42）．本実験で用いた各培地の

液相率と気相率を比較すると，指摘されているよう

に液相率の高い培地ほど気相率が低いという傾向が

みられる．また，Zoha・桝田188）は，粒子径別に選

別した砂培地を用いてトマトの防根給水ひも栽培を

行った結果，粒子径が小さく含水率が高い培地の方

が収量は高いことを示した．小林ら80）は，培養液

かけ流し方式で各種培地資材を用いてトマト栽培を

行った結果，水分保持能力の高い資材ほど収量が高

くなる傾向のあることを示した．以上のことから，

培地の液相率や気相率はトマトの収量に密接に関係

していると考えられるため，培地の液相率と気相率

の栽培前後の値について可販果収量との関係を２次

回帰式で求めたところ，液相率に関しては栽培前後

とも１％水準で有意であった（第２図）．気相率に

関しては，栽培前は５％水準で有意であったが，栽

培後は有意でなかった．Allaireら２）は，作物の根

は培地中の気相部が少なくても順応することから，

さまざまな培地における培地の気相部に関する値は

生産性の指標とならず，培地中の水分量の方が重要

であると報告している．このことから本実験でも，

気相率よりも液相率の方が果実の生産性に及ぼす影

響が大きかったものと考えられた．また，栽培後よ

りも栽培前の方が決定係数は高く，栽培前の液相率

と可販果収量との関係が最も強かった．このことは，

栽培後半よりも前半の培地の三相分布の好適性が収

量の確保にとって重要であることを示唆している．

なお，５％以下の水準で有意となった回帰曲線の頂

点の座標を求めると，液相率では48％（栽培前）

および54％（栽培後）であった．一方，気相率で

は44％（栽培前）であった．

可販果収量が特に少なかったのは，籾殻区および

ピート区であった．籾殻は一般に保水力が小さく，
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１）摘心時の茎長．

２）各果房の値を平均した値．

３）＊＊＊，＊＊はそれぞれ0.1％，１％水準で有意，nsは５％水準

で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

４）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検

定，ｎ＝３）．

第２表　培地の種類が茎長，果実収量および果実糖度に

及ぼす影響

第２図　栽培前後の培地の液相率および気相率と可販果収量との関係

注）＊＊および＊は，それぞれ１％水準および５％水準で有意であることを示し，

nsは５％水準で有意でないことを示す．



養液栽培で培地として単独で用いられることは少な

い65）．毛管力により培地に給液する本栽培方式では，

籾殻をそのまま使用したのでは毛管力が弱く栽培困

難と考え，保水力を増すように粉砕したものを用い

たが，それでも液相率が他の培地に比べて低く，保

水力が少なかったものと考えられた．一方，ピート

モス培地では粒子サイズが小さいため過湿の危険性

があることが指摘されている28）．本栽培方式では，

栽培期間中の培地水分の変動は小さく，常に飽和含

水量に近い水分を含むと考えられるため，ピート区

では過湿状態にあったと推察され，それがピート区

において収量が低かった要因と考えられた．

一方，点滴給液方式では，保水力の少ない籾殻培

地を用いて，保水性の高いロックウール培地に近い

か，ほぼ同等の収量を上げている報告がある103）．ま

た，イチゴは根の酸素要求量がトマトより大きい50）

ため，トマトに比べて過湿に弱いと考えられるが，

遠藤ら17）は，イチゴにおいて培地のヤシガラと混

合ピートの混合比率を検討した結果，ピート主体の

液相率の高い培地において最も収量が高かったと報

告している．これらのことは，点滴給液方式では，

培地の保水力の大小に関わらず，十分に収量が得ら

れる可能性があることを示唆している．その要因と

しては，点滴給液方式では，培地含水量が経時的に

大きく変化するが，人為的に給液量や給液回数を設

定でき，その培地に適した給液制御が行えるからで

あると考えられる．一方，ひも給水は培地やひもの

毛管力に依存した受動的な給液法であり，給液量や

培地水分のコントロールは非常に困難で，培地の保

水力は生育や収量に影響を及ぼしやすい．そのため，

培地の選択は特に重要な要素であるといえる．

また，各試験区の可販果収量と１果重および可販

果数との間に有意な正の相関関係が認められた（第

３図）．したがって，培地の違いに伴う可販果収量

の差は，１果重および可販果数の両方の影響を受け

たものであることがわかる．前述のように，培地の

種類によって培地の水分環境が大きく異なるため，

試験区間差が生じる要因として植物体の水分生理状

態の差が考えられる．本実験では，植物体の水分生

理に関するデータは取っていないが，トマトは，水

ストレスがかかると，１果重，果数ともに減少す

る40，130）という報告から，培地によって水ストレス

の程度が異なったことが推察される．

坂本ら137）は，根系の一部を湿気中に露出させる

保水シート耕において，トマトの安定的な生育のた

めには，適度な気相部比率が必要であり，機能の異

なる湿気中根と水中根がバランスよく併存している

ことが重要であると述べている．本栽培法において

も，培地の三相分布の違いによる根の生理活性や形

態と収量の関係について今後追究していく必要があ

ろう．

一方，固形培地耕における培地の選択では，三相

分布などの物理的特性とともに，成分の吸着・溶出，

CECなどの化学的特性も重要である42）．本実験に

おいて，RW区とピート区との間には栽培前の液相

率で有意差がないのにも関わらず可販果収量には有

意差がみられた．本実験では，培地の化学的特性の

違いについて調査していないが，有機質の培地は過

湿になると分解し始めて異常還元状態になる場合が

あるとの指摘76）もあり，ピート区ではこのような

化学性の変化の結果，RW区よりも収量が低かった

可能性もある．今後は，培地の化学的特性なども考
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第３図　可販果収量と１果重および可販果数との関係

注）＊＊および＊は，それぞれ１％水準および５％水準で有意であることを示す．



慮に入れて培地を選択する必要があろう．

（４）栽培期間中の培地溶液無機成分の変動

第４図に栽培期間中における培地溶液のECおよ

び各無機成分の変動を示した．培地溶液のECおよ

びPO4-P以外の無機成分濃度は，概して生育が進む

につれてやや上昇する傾向があった．特にバーク区

や籾殻区において他の培地よりも高まる時期があっ

た．これは，生育後半には培地溶液の成分濃度に対

して成分吸収量が小さいためと考えられる．しかし，

それらの数値が他の培地に比べて極端に高まること

はなく，養分の過剰・欠乏症状もみられなかった．

PO4-Pはそれらと異なる推移を示し，定植直後に

濃度が高く，その後は減少し，生育後期に上昇する

傾向はなかった．石原ら53）が行ったトマト閉鎖型

養液栽培の実験でも，培地溶液中のＰ濃度が定植直

後に高く，その後は急激に減少するという本実験と

同様な傾向がみられる．これは，PO4-Pの吸収速度

が定植直後は小さく，培地溶液中に残存するが，そ

の後は培地溶液の成分濃度と吸収量がつり合うため

であると考えられる．

以上のことから本実験の範囲では，培地溶液の無

機成分濃度が果実収量に大きな影響を及ぼさなかっ

たものと考えられた．

（５）まとめ

以上のことから，培地の種類による収量差は，特

に栽培前の培地の液相率との関係が強いため，この

閾値が培地選択の際の指標となると考えられた．本

実験の範囲では，液相率と収量との関係から液相率

が45～55％程度であれば十分な果実収量を得られ

るものと判断された．ただし，培地の選択の際には，

三相分布のみならず，他の諸特性についても考慮す

る必要性も示唆された．また，本結果から，桝田・
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第４図　培地溶液のECおよび無機成分濃度の推移



福元93）の報告を参考にして作成した混合培地は他

の培地と比較しても収量は高水準で本栽培法に適し

た培地組成であると考えられた．

２　促成トマトの防根ひも栽培法へのCRFの適用

１）緒言

Ⅱ－１において，桝田・福元93）が用いた培地を

参考にした，田土：バーク堆肥：パーライト：ピー

トモスを２：４：１：１（v/v）の比率で混合した

培地は，他の培地と比べて収量性が高く防根ひも栽

培法に適した培地であることを明らかにした．また，

桝田・福元93）や森重ら106，107）が報告したように終

始大塚Ａ処方の1/2単位濃度培養液を用いた培養液

の管理で安定的な生産がほぼ可能であると考えられ

た．したがって，促成トマト栽培において培養液を

用いた肥培管理法はほぼ完成したといえる．

本栽培法では，培養液によって施肥を行う方法の

ほかに，CRFを全量基肥として定植前に培地に混合

しておき，水のみをひもで供給する方法が考えられ

る．後者の方法では，液肥混入装置が不要であり，

栽培装置がさらに簡素化され低コストとなる．しか

し，本栽培方式のような排液を全く出さない少量隔

離培地耕においてCRFを適用した研究例は見当た

らず，適切な施肥量や培地中の養分の動態などにつ

いては明らかでない．

そこで，本節では，促成トマトにおけるCRFの

施肥量の違いが生育，収量および養分の動態などに

及ぼす影響について検討した．

２）材料および方法

実験は当研究センター内の鉄骨ハウス（144㎡）

で行った．2007年９月11日に催芽種子を128穴セル

トレイに播種し，本葉２枚出葉期の９月25日に田

土：バーク堆肥：パーライト：ピートモス＝２：

４：１：１（v/v）の培養土（仮比重0.50ｇ･㎝-3）

を詰めた９㎝ポットに鉢上げした．ポット育苗期間

は緩効性肥料（プロミック錠剤1.5ｇ，Ｎ：P2O5：

K2O＝８：８：８，ハイポネックスジャパン）をポ

ットあたり２個置肥し，不織布製のマットを用いた

底面給水によって灌水した．10月19日にⅡ－１で

用いたものと同じ防根ひも栽培装置に定植した．給

水ひもは１株に１本配し，ひもを通す栽培容器側面

の穴と水面との距離は終始３㎝に保った．培地には

ポット育苗で使用した組成のものを用い，培地量は

株あたり３Ｌとした．

第３表に施肥設計を示した．本実験の栽培期間は

長いが，培地加温を行わないため，溶出期間の長い

肥料の単用では，厳冬期に供給量が足りなくなると

考え，溶出期間の短いものと長いものを組み合わせ

た．また，複合肥料のエコロングトータル313（チ

ッソ旭肥料）にロングショウカル（チッソ旭肥料）

とエコカリコート（チッソ旭肥料）を組み合わせて，

CaOとK2Oを補った．LPコート（チッソ旭肥料）

は生育初期の窒素肥料として，燃焼鶏糞灰（粒状

PK，南国興産）は微量要素の補てんと培地のpH補

正を兼ねて用いた．これらの肥料を混合して株あた

り窒素施用量で11.3ｇ（少肥料区），16.2ｇ（中肥

料区），21.0ｇ（多肥料区）とした３処理区を設け

た．肥料は定植前日に培地とよく混和した．栽植様

式は，Ⅱ－１と同一とした．実験区は各区７株の３

反復とした．誘引高約２ｍでつる下ろし誘引を行っ

た．2008年５月２日に15段上２葉を残して摘心し，

2008年７月３日に収穫を終了した．温室内気温は最

低13℃に設定して加温し，28℃で側窓の開閉によ

る換気を行った．果実を約１週間に１回収穫し，果

近畿中国四国農業研究センター研究報告　第13号（2014）20

１）25℃水中で80％の成分が溶出する日数．

第３表　CRFの施肥設計（ｇ/株）



実の重量と個数および糖度をⅡ－１と同様の方法で

調査した．実験期間中，株元から約５㎝の培地中心

部に採取部の長さが５㎝の土壌溶液採取器（DIK-

300B，大起理化工業）を各区２か所埋設して培地溶

液を採取した．２か所のサンプルを等量混合した後，

ECを導電率計で，無機成分濃度をイオンクロマト

グラフで測定した．実験終了時には奇数果房下の茎

径を測定した．

また，植物体の成分分析に供するために，各反復

の生育中庸な２株について，摘葉した下葉と収穫果

実および実験終了時の茎葉を採取し，80℃で１週間

以上乾燥したのち粉砕した．乾物中の窒素をNCア

ナライザー（Vario MAX CN，Elementar）で測定

した．さらに，乾物を湿式分解した後，Ｐをバナド

モリブデン酸比色法で，Ｋ，CaおよびMgをICP発

光分光分析（SPS1500NR，セイコー電子）で測定し

た．

さらに，培地成分の分析として栽培開始前の培地

と終了後の各区２株分の培地を採取して風乾させた

のち，全窒素を上述のNCアナライザーで，無機態

窒素（NO3-N，NH4-N）を２Ｍ塩化カリウム抽出の

後，ブレムナー法で，可給態P2O5をトルオーグ法

で分析した．交換性カチオンは１Ｍ酢酸アンモニウ

ム液で振とう・ろ過して抽出した後に上述のICP発

光分光分析により測定した．

栽培期間中の培地温をＴ型熱電対で経時的に計測

し，シミュレーションソフト（施肥名人 Ver.2.0，

JA全農）で施肥窒素の日溶出量を算出した．

以上の各値については，反復ごとの平均値として

まとめ，統計解析を行った．なお，原水の無機成分

濃度は，NO3-N：0.25（me･L-1，以下単位同じ），

NH4-N：0.01，PO4-P：0.00，Ｋ：0.08，Ca：1.42，

Mg：0.36であった．

３）結果および考察

（１）日平均培地温と施肥窒素の日溶出量の推移

第５図に日平均培地温と施肥窒素の日溶出量の推

移を示した．日平均培地温は，処理区間で差がほと

んどなかったため，中肥料区のものを示した．定植

直後の20℃程度から，徐々に低下し，１～２月に

は10℃近くまで低下した．その後，上昇に転じ，

栽培終了直前には30℃近くまで達した．日平均培

地温から施肥窒素の日溶出量のシミュレーションを

行った．その結果，施肥量が多い区ほど窒素の溶出

量は多く，その溶出は栽培前半に多く，栽培後期ほ

ど少ない傾向にあった．

（２）生育，果実収量および果実糖度

第４表に果実収量と果実糖度を示した．多肥料区

では萎れ症状が著しく，枯死個体も発生したため，

2007年12月末で栽培を打ち切った．そのため，多

肥料区における果実収量は皆無であった．中肥料区

と少肥料区で比較すると，総収量，可販果収量およ

び可販果個数には有意差はなかったが，果実糖度に

関しては中肥料区の方が有意に高かった．細井38）

は，窒素施用量と収量との関係について，ある程度

の窒素施用量までは収量が増加するが，それ以上で

は収量の増加率が逓減し，やがて増加は止まり，更

に多いと収量が減少すると述べている．また，

Hegde・Srinivas27）はある一定以上の窒素施肥量で

収量は変わらなかったと報告している．したがって，
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第５図　日平均培地温および培地温から算出した施肥窒

素の日溶出量の推移

注）培地温は中肥料区の値．多肥料区については2007年12月末

で栽培を打ち切ったためそれ以降のデータなし．

第４表　施肥量の違いが果実収量および果実糖度

に及ぼす影響

１）＊は５％水準で有意，nsは５％水準で有意でないこ

とを示す（ｎ＝３）．



中肥料区と少肥料区の窒素施肥量の差は収量の差に

つながらない範囲にあったものと考えられる．

生育の指標とした栽培終了時の茎径は，各果房下

において中肥料区の方が少肥料区より大きかった

（第６図）．両区とも，下位果房では大きく，上位果

房で小さいという傾向にあった．特に少肥料区では

15段果房下では7.3㎜と下位果房からみると極めて

細かった．したがって，少肥料区では生育終盤に生

育の衰えが顕著にみられたと考えられる．

（３）植物体の養分吸収量と栽培後の培地中の残存

養分量

第５表に養分吸収量を示した．１株あたりの養分

吸収量はＮ，P2O5およびK2Oについては少肥料区

よりも中肥料区の方が有意に多かったが，CaOおよ

びMgOについては処理区間の有意差はなかった．

果実生産１㎏あたりで養分吸収量をみると，各養分

において両処理区間で有意差はなかった．果実生産

１㎏あたりの養分吸収量は肥料に対する果実生産効

率ととらえることができる．景山・青木66）はこの

値についてNは1.5～2.8ｇ，P2O5は0.71～1.1ｇ，

K2Oは2.6～5.3ｇ，CaOは1.2～3.1ｇ，MgOは0.5

～1.2ｇと見積もっている．本実験の結果を照らし

合わせると，ＮとP2O5は両処理区ともこの範囲に

あった一方で，K2O，CaOおよびMgOについては，

両処理区ともこの範囲よりも少なかった．したがっ

て，ＮとP2O5については，養分供給量が適正な範

囲にあった一方でK2O，CaOおよびMgOについて

は，養分供給量が不足していた可能性がある．観察

の結果であるが，厳冬期には葉の先端が黄変するカ

リ欠乏特有の症状がみられた．ただし，栽培上大き

な問題となるような極端な養分欠乏はなかった．

第６表に栽培後の培地中の残存養分量を示した．

全窒素含量は，栽培前と比べて約2.2～2.5ｇ増加し

たが，無機態窒素の残存量は，両区とも施用量に対

して約６％と低く，栽培前に比べて大きな増加はな

かった．可給態P2O5，交換性K2Oについても両区

とも施用量に対して約10～17％と低く，窒素と同

様に栽培前に比べて大きな増加はなかった．したが

って，無機態窒素，可給態P2O5，交換性K2Oにつ

いては，中肥料区，少肥料区とも与えた養分の全量

近くを吸収したと考えられる．一般に，底面給液方

式は排液を出さないため，点滴給液方式よりも水や

肥料の利用効率が高い22，49，140）．本方式では，肥料

をあらかじめ培地に混和しておき，水のみをひもで

供給するため，肥料成分が系外に流亡することがな

く，このように効率よく肥料を利用できたと考えら

れる．

一方，栽培前の無機態窒素は少ないものの，全窒

素含量は株あたり3.6ｇ存在し，原水にも窒素が含

まれていることから，培地中で有機化して吸収不能
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第６図　施肥量の違いが各果房下の茎径に及ぼす影響

注）図中の縦棒は標準誤差を示す（ｎ＝３）．

１）＊は５％水準で有意，nsは５％水準で有意でないことを示す

（ｎ＝３）．

２）１株あたりの養分吸収量として算出．

３）果実生産１㎏あたりに吸収した養分量として算出．

第５表　施肥量が養分吸収量に及ぼす影響

１）カッコ内は施肥量に対する割合（％）．

２）栽培終了後の処理区間の比較であり，nsは５％水準で有意

でないことを示す（ｎ＝３）．

第６表　栽培前後における１株あたりの培地内養分含有

量（ｇ/株）



となった窒素や原水由来の窒素成分の吸収があった

ことが考えられる．このことから，培地や原水由来

の窒素を考慮に入れて施肥設計する必要があること

が示唆された．

一方，交換性のCaOとMgOについては培地中の

残存量は施肥量に対して約98～131％と多く，特に

CaOは栽培前に比べて大幅に増加した．また，いず

れの養分残存量にも処理区間で有意差はなかった．

培地溶液には栽培期間を通じて蓄積される傾向はな

かったので，不溶化して吸収されにくくなった成分

が培地に吸着したと考えられる．同様の傾向は，森

重ら106）が本実験に近い組成の培地を用いて市販培

養液で管理を行ったトマトの防根ひも栽培でも認め

られている．しかし，上述したようにCaOとMgO

の養分吸収量自体は不足していたと推察されたの

で，施肥量を増やすか，これらの養分の吸着が少な

い培地組成を検討するなどの必要性が認められた．

（４）培地溶液中の無機成分濃度の変動

第７図に培地溶液のECを，第８図に培地溶液中

の無機成分濃度の推移を示した．ECは定植直後に

は各区で3.0dS･m-1以上と高かったが，11月以降は

低下した．12～２月中旬までは施肥量が多いほど

ECは高い傾向にあり，施肥量の違いを反映してい

たが，それ以降は処理区間の差はみられなかった．

各多量元素において，培地溶液の濃度は栽培初期に

は数～数十me･L-1の高い値を示したが，ECの変化

と同様に11月以降は急激に減少し，おおよそ５

me･L-1以下まで低下した．また，２月頃までは施

肥量の差が培地溶液中の養分濃度の差を反映してい

たが，それ以降は施肥量の違いによる差はなくなっ

た．特にNO3-N，NH4-N，PO4-PおよびKは0me･L-1

近くまで減少した．しかし，上述したように葉にカ

リ欠症状はみられたものの，栽培上大きな問題とな

るような極端な養分欠乏は生じなかった．

寺林ら161）は水耕トマトにおいて，週単位の定量

施用法により，NO3-NおよびPO4-Pを施用すると，

次の施用前に水耕液中のそれらの濃度は０に近い値

にまで減少するが，生育の障害や異常は生じないと

している．これは，養分吸収速度と施用量が見合っ

たことによるものである．本実験では，CRFからの

溶出により，培地溶液への養分の供給は常時行われ

たと考えられるが，養分供給量と吸収量がほぼ同等

か後者がやや上回っていたと推察される．

一方，両処理区とも生育中期以降のMgおよびCa

の培地溶液中濃度は，NO3-N，NH4-N，PO4-Pおよ

びＫに比べて高い値で推移した．細井・細野39）は，

トマトの水耕栽培において，Mg，CaはＮ，Ｐ，Ｋ

と異なり，低濃度での吸収が困難で，正常に生育す

るためには最低0.5～1.6me･L-1程度の濃度が必要で

あることを明らかにしている．本実験においても，

CaおよびMgを十分に吸収するために，培地溶液中

にある程度の濃度の養分が存在する必要があったと

考えられる．ただし，３月以降，両処理区ともMg

およびCaの濃度がその必要濃度の下限近くで推移

していたが，先述したようにCaOとMgOの施肥量

は不足気味の可能性があるため，施肥量よりも吸収

量が上回っていたと推察される．また，閉鎖型の養

液栽培では，特定の成分が培地溶液へ蓄積すること

が問題となる場合がある53）．本実験では，中肥料区

および少肥料区において，培地溶液中に肥料成分の

蓄積はみられず，そのような問題はないと考えられ

た．

ただし，多肥料区では，栽培を打ち切る12月ま

で培地溶液のECや無機成分濃度が他の区に比べて

顕著に高かった．したがって，多肥料区において萎

れ症状がひどく，枯死する個体も発生したのは，塩

類濃度障害を起こしたためと考えられ，多肥料区の

施肥量は過剰と考えられた．
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第７図　施肥量が培地溶液のＥＣに及ぼす影響

注）多肥料区については2007年12月末で栽培を打ち切ったため

それ以降のデータなし．



（５）まとめ

以上のことから，窒素施用量を指標とした場合，

トマト促成15段栽培では，中肥料区で与えた株あ

たり16.2ｇが適量の範囲内にあると考えられた．た

だし，実際の窒素吸収量は施肥量をやや上回る数値

であったため，培地や原水由来の窒素を考慮に入れ

て施肥設計する必要があることが示唆された．また，

生育中期以降，培地溶液の無機成分は低濃度で推移

したため，培地溶液に養分が蓄積することはないと

考えられた．しかし，K2Oの施肥量が不足していた

こと，CaOおよびMgOが一定程度，培地へ吸着し

て植物が吸収できなかったことがデータから示唆さ

れ，これらの無機成分の供給は不足気味であった可

能性がある．一方，茎径は上位果房ほど細くなる傾

向があった．これは，窒素溶出量が生育前半に多く，

時期によって窒素の溶出が大きく異なったことが要

因と考えられる．したがって，果実収量の増加とさ

らなる安定化のためには，窒素溶出量の平準化が必

要であり，そのためには施肥量と肥料の種類をさら

に検討する余地があると考えられた．

３　培養液管理との比較におけるCRF施用の果実

収量と養分動態

１）緒言

Ⅱ－２における結果から，大玉トマトの促成15段

栽培を行うために窒素施肥量として株あたり16.2ｇ

が適量の範囲内であると考えられた．しかし，CRF

施用管理法の確立のためには，それまでの研究でほ

ぼ確立している培養液管理93，106，107）と果実生産性

を比較する必要がある．また，前節では，窒素溶出

量の平準化などが課題として挙げられたが，それら

を含めてCRF施用管理法を確立する上での改善点
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第８図　施肥量が培地溶液の無機成分濃度に及ぼす影響

注）多肥料区については2007年12月末で栽培を打ち切ったためそれ以降のデータなし．



が培養液管理と比較することによって明らかになる

と考えられる．さらに，CRF管理と培養液管理での

養分動態の違いについても明らかでない．そこで，

本節では，CRF管理と培養液管理を行った場合の果

実生産性と養分動態の違いについて検討を行った．

２）材料および方法

実験は当研究センター内のパイプハウス（108㎡）

で行った．供試品種と育苗方法はⅡ－２と同様で，

播種日を2008年９月13日，鉢上げ日を９月29日と

した．10月22日にⅡ－１で用いた防根ひも栽培装

置に定植した．給水ひもは１株に１本配し，ひもを

通す栽培容器側面の穴と水面との距離は終始３㎝に

保った．培地（培地量３Ｌ/株）は上述と同じ混合

培地を使用した．栽植様式は，Ⅱ－１と同一とした．

誘引高約2.2ｍでつる下ろし誘引を行った．2009年

５月１日に15段上２葉で摘心したのち，６月29日

まで収穫し，実験を終了した．温室内は28℃で換

気を行い，13℃以下にならないように温風暖房を行

った．

処理区としてCRF区と培養液（LF）区を設けた．

用いたCRFの種類と施肥量はⅡ－２における中肥

料区と同じとした（16.2gN/株，第３表）．なお，燃

焼鶏糞灰は培地のpH矯正と微量要素の付加のため

に施用した．CRF区では，すべての肥料を定植前日

に培地とよく混和した．LF区では，既報93，106，107）

で用いた大塚A処方の1/2単位濃度培養液（EC＝

約1.4dS･m-1）を終始施用した．実験区は各区８株

で３反復設けた．

約１週間に１回果実を収穫し，果実の重量と個数

および糖度をⅡ－１と同様の方法で調査した．実験

期間中には，約２週間に１回の頻度で第１節と同様

の方法で培地溶液を採取し，培地溶液中のECを導

電率計で，無機成分濃度をイオンクロマトグラフで

測定した．また，植物の栄養状態の把握のために，

約２週間に１回，田中158）と同様の方法で小葉を採

取し，小葉葉柄汁中のNO3濃度を硝酸イオンメータ

（B-341，堀場製作所）で測定した．実験終了時には

各区６株について奇数果房下の茎径を測定した．ま

た，各区の生育中庸な４株について，摘葉した下葉

とすべての収穫果実および実験終了時の茎葉を

80℃で１週間程度乾燥し，乾物重を測定したのち粉

砕した．そして，乾物中の窒素，リン，カリウム，

カルシウムおよびマグネシウムについて，Ⅱ－２と

同様の方法で分析した．

３）結果および考察

（１）生育，果実収量および植物の栄養状態

総収量および可販果収量はLF区に比べてCRF区

の方が小さかった（第７表）．果房段位別にみると，

第８果房までの下位果房では両処理区で可販果収量

に差はなかったが，第９果房以上の上位果房では

LF区の方が大きかった（第９図）．したがって，可

販果収量の処理間差は上位果房の差によるものであ

った．しかし，果実糖度には処理間差はなかった．

栽培終了時の茎径をみると，第3果房下まではCRF

区の方が茎径は大きかったが，第７果房下より上位

ではLF区の方が大きかった（第10図）．葉柄汁中

のNO3濃度は，生育初期の11月頃まではCRF区の

方が高かったが，生育中期の２月下旬以降はLF区

の方が高かった．（第11図）．栽培終了時の茎径，可

販果収量および葉柄汁中のNO3濃度をみると，お互
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１）＊＊および＊はそれぞれは１％および５％水準で有意，nsは

５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

第７表　肥料の種類が果実収量，果実糖度および乾物重

に及ぼす影響

第９図　肥料の種類が果房段位別の可販果収量に及ぼす

影響

注）図中の縦棒はSE（ｎ＝３）を示す．



いに一定の関係性がみられる．すなわち，CRF区で

NO3濃度が高い生育初期は下位果房下の茎径もLF

区より大きいのに対し，NO3濃度が低い生育中期以

降は上位果房下の茎径も小さい．また，CRF区で茎

径がLF区と同等以上の下位果房では収量差がない

のに対し，茎径が小さい上位果房下では収量も低い．

したがって，可販果収量の処理間差が葉柄汁中の

NO3濃度すなわち植物の栄養状態の差で説明できる

と考えられる．また，下位果房下ではCRF区の方

が茎径は大きく生育が旺盛であったと推察される

が，可販果収量には差はなかったことから，CRF区

では生育前半の養分供給が過剰であった可能性が高

い．以上から，CRF区では生育前半の養分供給を抑

え，生育後半の養分供給を増やすことによって収量

を増やすことできると考えられた．このことは前節

における結果から考察されたことと一致しており，

今後CRFの種類と組み合わせをさらに検討する必

要があると思われた．

（２）養分吸収量

第８表に乾物中の養分含有率および養分吸収量を

示した．１株あたりおよび果実生産１㎏あたりの養

分吸収量はCRF区の方が小さかった．その原因は

CRF区において乾物重が小さく，乾物中の養分含有

率が低いためであった．これらの結果は，本実験の

組成・濃度による培養液の施用に比べてCRFの施

用によって無駄な養分吸収を抑えて果実生産に対す

る養分利用効率を高めうる可能性があることを示し

ているが，果実収量がLF区より低いため，より詳

細な検討が必要である．

（３）培地溶液中の養分動態

培地溶液のECは，11月（第２花房開花期）以降

CRF区の方が低く推移した（第12図）．培地溶液中

の無機成分濃度については，すべての成分で終始

CRF区の方が低く推移した（第13図）．その中で特

にCRF区におけるNO3-N，NH4-N，PO4-PおよびK

は，２月中旬（２段果房収穫期）以降非常に低い濃

度で推移した．一方，CaとMgは，それらに比べて

高い濃度（それぞれ約２me･L-1および約0.5me･L-1）

で推移した．この傾向は，前節の結果とほぼ一致し，

CRF区では細井・細野39）が報告したこれらの成分

が正常に吸収される下限値（0.5～1.6me･L-1程度）

に近い値で推移したことになる．今野ら46）も本栽

培法を用いたトマト栽培において，CRFを施用した
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１）＊＊＊，＊＊および＊はそれぞれ0.1％，１％および５％水準で

有意，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

２）乾物重および乾物中養分含有率から算出した．

第８表　肥料の種類が乾物中養分含有率および養分吸収

量に及ぼす影響

第10図　肥料の種類が各果房下の茎径に及ぼす影響

注）図中の縦棒はSE（ｎ＝３）を示す．

第11図　肥料の種類が葉柄汁中NO3濃度に及ぼす影響

注）図中の縦棒はSE（ｎ＝３）を示す．



場合に培地溶液のECが生育中期以降に非常に低い

値で推移すると報告しており，本実験の結果と一致

する．しかし，両処理区とも特に養分欠乏の症状は

みられなかった．

これらの結果から，本栽培法においてCRFを施用

した場合，生育中期以降，CRFの表面から溶出した

養分がただちに植物に吸収されている可能性が示唆

される．そうであれば，CRFからの養分溶出量は培

地温度に依存するので，CRF区では植物の養分吸収

は溶出量によって制限されることになる．中野ら112）

およびNakanoら111）は，トマトの養液栽培におい

て，養分を量的に施用することによって養分供給を

制限した場合，循環培養液や培地溶液中の無機成分

濃度がEC制御で濃度管理を行った場合に比べて非

常に低い値で推移したと報告している．さらに，ト

マト99，111，112）やメロン128）において，EC制御の濃

度管理に比べて，量的な養分管理によって収量を減

少させることなく無駄な養分吸収や栄養成長を抑制

できることが報告されている．本実験においても，

CRF区の方が茎葉の乾物重や乾物中養分含有率は小

さく，養分利用効率は高かった．

したがって，CRFを本栽培法に適用した場合，量

的な養分管理となり，EC制御による培養液管理と

比較して過剰な養分吸収を抑えて無駄な栄養成長を

抑制し，高い養分利用効率を達成することが可能で

あることが示唆された．さらに，閉鎖型養液栽培で
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第12図　肥料の種類が培地溶液のECに及ぼす影響

注）図中の縦棒はSE（ｎ＝３）を示す．

第13図　肥料の種類が培地溶液の無機成分濃度に及ぼす影響



は，循環培養液や培地溶液中への養分の蓄積９，53）

がみられることがあるが，CRFの適量施用ではその

ようなことは起こらないことが明らかとなった．こ

のことはトマト栽培において非常に有益なことであ

ると考えられる．ただし，CRFを施用した場合にお

ける養分吸収の様相については明らかではなく，さ

らに検討する必要があると考えられた．

（４）まとめ

以上の結果から，CRFを防根ひも栽培に適用した

場合，EC制御による培養液管理に比べて高い養分

利用効率で果実生産を行える可能性が示された．し

かし，前節でも考察したように本実験におけるCRF

の組み合わせでは収量性が十分ではなかったため，

収量増加のために生育前半の養分溶出を抑えて生育

後半の養分溶出を増やす必要があった．CRFからの

養分吸収の様相についてさらに検討する必要がある

と考えられた．

４　肥料の組み合わせを改良した上でのCRF施用

と培養液施用との果実生産性および養分吸収の

比較

１）緒言

Ⅱ－３における結果から，防根ひも栽培法にCRF

を適用した場合，EC制御による培養液管理に比べ

て，果実生産に対する養分利用効率が高まる可能性

があることが明らかとなった．しかし，前節におけ

るCRFの組み合わせでは，果実生産性が培養液管

理よりも劣ったため，収量増加のために生育前半の

養分溶出を抑えて生育後半の養分溶出を増やす必要

があると考えられた．そのためには施用する肥料の

種類を改良する必要がある．

さらに，CRFを施用した場合，培地溶液中の養分

濃度は，培養液管理と比べて生育中期以降，極めて

低い濃度で推移した．この結果は，CRFの表面から

溶出した養分がただちに植物に吸収されていること

を示唆しており，このことがCRF施用における効

率的な養分利用に結びついている可能性があると考

えられた．

そこで，本節では，CRFあるいは培養液を施用し

た場合の養分吸収の違いについて検討した．養分吸

収を簡便に評価するために，ここでは，茎を地際で

切断して得られる木部いっ泌液に着目した．一般に，

単位時間あたりのいっ泌液量は水分吸収能を評価す

るために用いられる179）．また，茎切断から1時間以

内であれば，いっ泌液中の養分濃度はほぼ一定であ

る４，91，94，178）ため，インタクトな植物の養分輸送

濃度を評価することができる．実際に，いっ泌液の

量や養分濃度から養分吸収の評価を行っている研究

例がある35，90，120，135，136）．そこで，養分輸送や養

分吸収を評価するために，茎切断から１時間のいっ

泌液について分析を行った．

以上により，本節の目的は，CRFの組み合わせを

改良した上での収量性を評価することと，CRFと培

養液を施用した場合の養分吸収の違いを評価し，

CRFを施用した場合の高い養分利用効率の要因を明

らかにすることである．

２）材料および方法

実験は，当研究センター内のプラスチックハウス

（252㎡）で行った．供試品種と育苗方法はⅡ－２と

同様で，播種日を2009年９月11日，鉢上げ日を10

月１日とした．10月20日にⅡ－１で用いたのと同

様の防根ひも栽培装置に定植した．ただし栽培容器

には長さ39㎝×幅22㎝×高さ16㎝のプラスチック

ボックスを用い，１つの容器に２株を定植した．培

地（培地量３Ｌ/株）は上述と同じ混合培地を使用

した．栽植様式は，Ⅱ－１と同一とした．誘引高約

2.5ｍでつる下ろし誘引を行った．2010年５月１日

に15段上２葉で摘心したのち，６月29日まで収穫

し，実験を終了した．温室内の温度管理は28℃で

換気を行い，13℃以下にならないように温風暖房を

行った．温室内の気温と培地温はT型熱電対で経時

的に測定した．屋外の全天日射量は，近畿中国四国

農業研究センター内に設置されている総合気象観測

装置による測定値を用いた．
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１）25℃水中で80％の成分が溶出する日数．

第９表　CRF区において施用した肥料の種類（ｇ/株）



処理区としてCRFを施用する区（CRF区）およ

び培養液を施用する区（LF区）を設けた．CRFの

組み合わせは前節までの結果および市販のソフトウ

ェア（施肥名人Ver.2.0，JA全農）による窒素溶出

シミュレーションの結果を基に決定した（第９表）．

施肥窒素のNO3-N：NH4-N比は76：24であった．

すべての肥料は定植前日に培地によく混和した．

LF区では，大塚A処方1/2単位濃度液（EC＝約

1.4dS･m-1）を施用した．培養液中のNO3-N：NH4-

N比は９：１であった．試験区は各区30株の３反復

とした．

各区８株について果実を約１週間に１回収穫し，

果実の重量と個数および糖度をⅡ－１と同様の方法

で調査した．実験期間中には，約２週間に１回の頻

度でⅡ－２と同様の方法で培地溶液を採取した．ま

た，約４週間に１回，晴天日に木部いっ泌液を採取

した．いっ泌液は，各区２株について午前10時に

地上５㎝で茎を切断し，最初の数滴を捨てたのち，

ガラス製のバイアルに１時間集めた．サンプルは測

定まで－20℃で保存した．培地溶液中の電気伝導

度（EC）を導電率計で，培地溶液およびいっ泌液

中の無機成分濃度をイオンクロマトグラフで測定し

た．さらに，実験終了時には各区６株について奇数

果房下の茎径を測定したのち，各区生育中庸な４株

について，摘葉した下葉とすべての収穫果実および

実験終了時の茎葉を80℃で１週間程度乾燥し，粉

砕したのち乾物重を測定した．そして，乾物中の窒

素，リン，カリウム，カルシウムおよびマグネシウ

ムについて，Ⅱ－２と同様の方法で分析した．

３）結果および考察

（１）実験期間中の気象条件

実験期間中の気象条件を第14図に示した．実験

期間全体で平均した温室内気温，培地温および屋外

日射量はそれぞれ，17.3℃，17.7℃および12.3MJ･

m-2･day-1であった．温室内日平均気温および日平

均培地温は６月下旬に最も高く，１月中旬に最も低

かった．半旬別の平均屋外日射量は５月下旬に最も

多く，１月中旬に最も少なかった．

（２）生育，果実収量および養分吸収量

実験終了時の茎径は，第３果房下でCRF区の方

が大きく，第９果房下でLF区の方が大きかった以

外は有意差がみられなかった（データ略）．第10表

に果実収量および乾物重を示した．総収量および可

販果収量は，処理区の間に有意差がみられなかった．

一方，果実糖度はCRF区の方が高かった．したが

って，本実験におけるCRFの組み合わせで培養液

管理と同等の果実生産性を得られることがわかっ

た．また，部位別の乾物重をみると，茎葉乾物重お

よび全乾物重において，CRF区の方が小さかった．
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１）＊は５％水準で有意であること，nsは５％水準で有意でない

ことを示す（ｎ＝３）．

第10表　肥料の種類が果実収量および乾物重に及ぼす影

響

第14図　実験期間中の気象条件

１）＊＊＊，＊＊および＊はそれぞれ0.1％，１％および５％水準で

有意，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

２）乾物重および乾物中養分含有率から算出した．

第11表　肥料の種類が乾物中養分含有率および養分吸収

量に及ぼす影響



第11表に乾物中養分含有率と養分吸収量を示し

た．茎葉乾物中養分含有率はＮを除いてCRF区の

方が低かった．また，果実乾物中のK2OとCaOに

ついては，CRF区の方が低かった．１株あたりおよ

び果実生産１㎏あたりの養分吸収量は各養分とも

CRF区の方が小さかった．したがって，果実生産に

対する養分利用効率は前節と同様にCRF区の方が

高かった．CRF区において養分利用効率が高い理由

は，LF区と比べて果実生産量が同等であるのに養

分吸収量が少ないためである．また，CRF区におい

て養分吸収量が少ないのは，LF区に比べて乾物重

が小さく，乾物中の養分含有率が低いためである．

これらの結果は，CRF区において無駄な養分吸収が

少ないことを示唆しており，このことは，施肥量お

よび肥料コストを低減させうることを意味してお

り，トマトの生産上非常に重要な点である．

（３）培地溶液中の無機成分濃度

培地溶液中のECは，生育初期にはCRF区の方が

高かったが，第１果房収穫期にあたる１月中旬以降

はLF区よりも低く推移した（第15図）．培地溶液

の無機成分濃度の推移を第16図に示した．NO3-N，

Ｋ，CaおよびMgの濃度は生育初期にはCRF区の

方が高かったが，１月以降はLF区よりも低く推移

した．NH4-N濃度は，１月まではCRF区の方が高

く推移したが，それ以降は両処理区とも非常に低い

値で推移した．

PO4-P濃度は，実験期間を通じてCRF区の方が低

く推移した．CRF区では，前節と同様に，すべての

成分において生育中期以降，吸収限界濃度39）に近

い極めて低い濃度で推移した．

（４）木部いっ泌液の量および無機成分濃度と時期

別の養分吸収量

本実験では，両処理区間の養分吸収量が異なる時

期を明らかにするため，木部いっ泌液の量および液

中の無機成分濃度を調査した．いっ泌液量は，両処

理区とも11月（第２果房開花期）から３月（５段

果房収穫期）にかけて減少傾向で推移した後は増加

傾向に転じた（第17図）．摘心後の５月～６月にお

けるいっ泌液量は他の時期に比べて特に多かった．

一般に，日射量が多いほど 97，182），地温が高いほ

ど179），いっ泌液量は多くなる．したがって，５月

～６月にいっ泌液量が多かったのは，他の時期に比

べてこの時期の日射量が多く，培地温が高かったた

めであると考えられる．一方，実験期間を通じて液

量には処理間差はみられなかったため，根の水分吸

収能には両処理区で差がなかったと推察された．

いっ泌液中の無機成分濃度の推移を第18図に示

した．NO3-N，CaおよびMgの濃度には３月～４月

（第５段～７段果房収穫期）まで処理間差がみられ

ない場合が多かったが，その後は明らかにLF区の

方が高い濃度で推移した．Ｋ濃度は，３月までは

CRF区の方が高い傾向にあったが，５月以降はLF

区の方が高く推移した．NH4-N濃度は，４月までは

CRF区の方が高く推移し，５月以降は処理間差がみ

られなかった．いっ泌液中の無機成分濃度の違いは，

地上部への養分輸送濃度の違いを反映している．い

っ泌液量から根の水分吸収能は５月～６月に高かっ

たと考えられる．促成トマト栽培では吸水量は生育

初期を除いて日射量にほぼ比例する111）ため，日射

量の多いこの時期は吸水量自体も他の時期に比べて

多かったと考えられる．このことから，５月～６月

の地上部への養分輸送濃度の差は，実験期間全体の

養分吸収量（第11表）の差に大きく影響したと考

えられる．LF区では，この時期にいっ泌液中の

NO3-N，Ｋ，CaおよびMgの濃度が高いため，これ

らの養分の吸収量がCRF区に比べて非常に多かっ

たと考えられる．

ただし，PO4-P濃度には実験期間を通じて処理間
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第15図　肥料の種類が培地溶液のECに及ぼす影響

注）＊＊および＊は分散分析の結果，それぞれ１％および５％水準

で有意であることを示し，nsは５％水準で有意でないこと

を示す（ｎ＝３）．



で差がほとんどみられず，リン酸吸収量の処理間差

をいっ泌液の量および成分濃度から説明することは

できなかった．また，本実験では，培地溶液中の

PO4-P濃度には処理間に有意差がみられたのに対し，

いっ泌液中の濃度には差はなかった．一般にいっ泌

液中のリン酸濃度は根圏に存在する総リン酸量とは

関係ないことがわかっている120，152）．本実験におい

ても培地中のリン酸存在量の差がいっ泌液中のPO4-

P濃度に影響を及ぼさなかった可能性が考えられ

る．一方，Terabayashiら162，163）によって，PO4-P

は24時間の総吸収量に対する夜間の吸収量の割合

が多量成分の中で最も高いことが報告されているよ

うに，リン酸は夜間にも盛んに吸収される．本実験

では昼間にいっ泌液を採取したが，夜間のいっ泌液

中のPO4-P濃度についても調査する必要があるかも

しれない．

以上のことから，両処理区間における積算の養分

吸収量の差は，主に生育後半に生じた可能性が高い

と考えられる．

また，CRF区におけるいっ泌液中の無機成分濃度

は，第１果房収穫期以降に培地溶液中の無機成分濃

度よりも極めて高い濃度で推移し，その濃度は摘心
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第16図　肥料の種類が培地溶液の無機成分濃度に及ぼす影響

注）＊＊＊，＊＊および＊は分散分析の結果，それぞれ0.1％，１％および５％水準

で有意であることを示し，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

第17図　肥料の種類が単位時間あたりのいっ泌液採取量

に及ぼす影響

注）＊は分散分析の結果，５％水準で有意であることを示し，ns

は５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．



第18図　肥料の種類がいっ泌液中の無機成分濃度に及ぼす影響

注）＊＊および＊は分散分析の結果，それぞれ１％および５％水準で有意であ

ることを示し，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

時期までLF区とほぼ同じ濃度で推移した．さらに，

両処理区とも養分欠乏の症状はみられなかった．し

たがって，両処理区において，生育期間を通じて正

常な生育のために必要な量の養分が不足なく吸収さ

れていたと考えられる．これらの結果は，CRF区に

おいて第１果房収穫期以降，多くの養分が肥料の表

面から溶出された後ただちに吸収されているのでは

ないかとする前節の仮説を支持するものである．ま

た，本実験においても，LF区では培地溶液中に吸

収可能な養分が豊富に存在するのに対し，CRF区で

は培地温によって養分溶出量が制限されていたと考

えられる．CRF区において生育後期のいっ泌液中の

成分濃度が低かったのは，このためであろう．これ

らのことからCRF粒子の表面は根で完全に覆われ

ていた可能性が推察されるが，根の分布については

調査しておらず，今後の検討課題としたい．

リン酸以外の成分に関しては，いっ泌液中の成分

濃度は根圏の利用可能養分量を反映する120）ので，

LF区においてPO4-P以外のいっ泌液中成分濃度が

生育後半にCRF区よりも高まったのは，生育後半

における培地溶液中の成分濃度が高く，根圏の利用

可能養分量が多かったためと考えられる．さらに，

LF区においていっ泌液中の無機成分濃度は生育終

盤に上昇したが，これは，いっ泌液中のNO3-N，Ca

およびMgの濃度は摘果によって上昇する96）と報告

されていることから，５月上旬の摘心後に収穫によ

って担果数が徐々に減少したためと考えられる．し

たがって，EC制御によって培養液を施用する場合

には，生育後半に培養液濃度を下げることによって

培地溶液中の成分濃度を下げ，無駄な養分吸収を減

らすことができる可能性がある．

一方，生育初期のCRF区におけるNO3-N，NH4-N

およびＫのいっ泌液中濃度はLF区よりも高かった

ため，この時期のＮおよびK2Oの吸収量については

CRF区の方が多かったと考えられる．実際，生育の

指標である栽培終了時の茎径をみると，下位の茎径

はCRF区の方が太かった．したがって，生育初期

の溶出を減らすようにCRFの組み合わせを再検討
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する必要があると考えられる．

（５）まとめ

以上のことから，EC制御によって培養液を施用

する場合に比べて，CRFの施用によって，収量を減

少させることなく無駄な養分吸収を抑え，果実生産

に対する養分利用効率を高めることができることが

明らかとなった．また，培養液とCRFを施用した

場合における養分吸収量の差は，主に生育後半に生

じていると考えられた．さらに，CRF区において生

育中期以降，多くの養分が肥料の表面から溶出され

た後ただちに吸収されている可能性が非常に高いと

推察された．また，このことからCRF粒子の表面

は根で完全に覆われていた可能性もある．本栽培方

式は閉鎖式の栽培方式で排液の発生はないため，も

ともと養分利用効率の高い方式であるが，それに加

えて，本実験の結果から，CRFを施用した場合，培

養液管理の場合よりも養分が効率的に利用されてい

ることが明らかとなった．したがって，CRFの施用

で施肥量を他の栽培方式よりも大幅に減少させるこ

とができると考えられた．

５　摘要

本章では，促成トマトの防根給水ひも栽培におい

て，培地の種類が生育および収量に及ぼす影響につ

いて三相分布および培地溶液の無機成分の比較から

検討するとともに，CRFを用いた全量基肥法適用す

る場合の適切な施肥量を，果実生産性，養分動態お

よび養分の利用効率について培養液管理と比較する

ことで明らかにしようとした．得られた結果は以下

のように要約される．

①　培地の種類あるいは栽培の前後によって三相分

布は大きく異なり，可販果収量は，混合培地

（田土：バーク堆肥：ピートモス：パーライ

ト＝２：４：１：１（v/v））で最も高く，促成

トマトの防根給水ひも栽培における培地選択の

際には，栽培前の混合培地の液相率を指標にす

ることができ，本手法では，液相率が 45 ～

55％の範囲に入るよう設定すれば適当と判断さ

れ，この点で，上記の混合培地は本手法に適し

ているものと考えられた．

②　①の結果から本栽培法に適当と考えられた培地

を用いた場合に，CRFを培地に混和して施用す

る方法について，促成15段栽培において施肥

量を検討した結果，窒素施用量でみた場合，株

あたり16.2gNの施肥が適量の範囲内であると

考えられた．

③　上記②から適当と考えられた16.2gN/株のCRF

を施用した場合とEC管理による培養液を施用

した場合において果実収量などを比較した．そ

の結果，可販果収量はCRF施用の方が低く，

その差は主に上位果房における差によるもので

あり，収量性を向上させるために施用するCRF

の種類を再検討する必要があると考えられた．

ただし，CRFの施用で培養液施用よりも果実生

産に対する養分利用効率を高められる可能性が

示唆された．また，CRFを施用した場合，肥料

から成分が溶出されるとすぐに吸収されている

可能性も示唆された．

④　③の結果を受け，施用するCRFを改良した上

でEC管理による培養液管理と果実生産量や養

分利用効率および時期別の養分吸収を比較し

た．その結果，可販果収量には施用した肥料の

種類で差がみられなかったが，CRFを施用した

方が養分吸収量は少なく，果実生産に対する養

分利用効率は高かった．したがって，CRFの施

用で，培養液施用に比べて収量性を維持した上

で養分利用効率を高められることがわかった．

肥料の違いによる養分吸収量の差は，いっ泌液

分析の結果，主に生育後半に生じていると考え

られた．また，いっ泌液と培地溶液の成分分析

の結果，CRFを施用した場合，肥料から成分が

溶出されると培地溶液中に拡散する前にすぐに

吸収されていると推察された．

Ⅲ　施肥の簡略化のためのCRFの給水タンク内施

用技術の開発

Ⅱ章では，防根ひも栽培法におけるCRFの適用

を行い，培養液管理と同等の収量を得ることができ

るとともに施肥量の削減が可能であることを明らか

にした．この場合のCRFの施用法としては，培地

に混和する方法（以下，培地混和法）を検討してき

た．しかし，この方法では実用規模での栽培を考え
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た場合，肥料を培地へ混和するための労力が大きい

とともに，均一な施肥が困難といった問題がある．

また，栽培終了後に培地内に養分が残存するために，

培地の再利用する場合に養分残存量を考慮に入れて

施肥量を決定する必要があり，培地の再利用が難し

いと考えられる．

その対策として，今野ら46）は，栽培後に残存肥

料を取り除けるようにした施肥法として，CRF全量

をまとめて透水性の袋に入れて培地中の防給水ひも

上に置く「紐上置肥（以下，置肥法）」を検討した

結果，栽培後の培地への養分集積がほとんどなく，

培地の再利用が培地混和法に比べて容易になると述

べている．しかし，この方法は１株分ずつ肥料を袋

に入れる作業を必要とするため，コストと手間が非

常にかかることが問題点として考えられる．

そこで筆者は，これらの問題を解決しうる方法と

して，ハウス１棟分あるいは１区画分で１作に必要

なCRFの全量をまとめて透水性の袋に入れて給水

タンクへ施用し，溶出液として養分をひもで供給す

る方法（以下，タンク内施用法）を検討することに

した．この方法によって，培地への養分蓄積が緩和

されるとともに，施肥の大幅な簡素化・軽労化が期

待される．しかし，この方法については，桝田らが

予備実験を行っており（未発表），尻腐れ果の多発

が認められている．一般に，施用窒素中のNH4-Nの

比率が高いと尻腐れ果が多発する１，24，43）．市販の

CRFは市販の培養液と比べて含有窒素中のNH4-N

比率が高いことから，配合によっては高NH4-N比率

に起因する生育障害が発生する可能性が考えられ，

桝田らの予備実験における尻腐れ果の多発もそのた

めであると考えられる．しかし，前章で検討した培

地混和法では尻腐れ果の発生はほとんどみられず，

施肥窒素の高NH4-N比率の影響はほとんどないと推

察された．したがって，CRFは施用方法によって

NH4-Nの影響の出方が異なる可能性が考えられる．

そこで本章では，施肥の簡素化・軽労化と培地の

再利用の簡便化を目指し，CRFのタンク内施用法の

開発を行う．その際，培地混和法や置肥法と果実生

産性や養分動態の違いについて比較を行うととも

に，タンク内施用法における尻腐れ果発生の抑制法

について検討を行った．

１　タンク内硝化処理方法の検討

１）緒言

桝田ら（未発表）の予備実験の結果，タンク内

施用法では施肥窒素の高NH4-N比率による尻腐れ

果の発生が問題である可能性が示唆された．施設

野菜栽培におけるCRFの利用は，固形培地耕に

おける事例14，18，19，56，124，166，183）もみられるもの

の，一般には土耕栽培での利用の方が多くを占め

る75，81，82，83，84，85，87，108，141，168，172）．土耕栽培の

場合は，土壌中でNH4-Nは速やかにNO3-Nに変換さ

れ，植物には主にNO3-Nとして吸収される．そのた

め，肥効調節型肥料の利用によって尻腐れ果が多発

し高NH4-Nが問題となることはほとんどない．した

がって，タンク内施用法においても土耕栽培におけ

る硝化作用を再現するために，給水タンク内で硝化

処理を行い，NH4-N濃度を下げてNO3-N比率を増や

してからトマトに供給することができれば尻腐れ果

の発生を軽減できると考えられる．篠原145）は，肥

料源として有機物のみによる水耕栽培を試み，その

際，栽培槽内に硝化細菌源および細菌の住みかとし

てバーク堆肥を入れるとともに酸素源としてエアレ

ーションを行うことで有機態窒素からNH4-Nおよび

NO2-Nを経てNO3-Nまでの生成を進めることができ

ることを明らかにした．したがって，タンク内施用

法においても篠原らが用いた方法で給水タンク内の

NH4-NをNO3-Nに変換できると考えられることか

ら，本節ではこの方法について検討した．

２）材料および方法

４Ｌ容のポリバケツ（矢崎化工）に３Ｌの井戸水

を入れ，窒素濃度が400ppmNとなるように(NH4)2SO4

を溶解させた．中の水が気化して窒素濃度が変化し

ないようにバケツの上部はシルバーポリマルチで覆

った．処理区として，硝化細菌源および住みかとし

て３Ｌあたり15ｇのバーク堆肥の添加の有無およ

び硝化細菌の酸素源としてエアーポンプによるエア

レーション処理（24h）の有無を組み合わせて計４

処理区を設定した．硝化の進行度合いをみるため，

数日～１週間ごとにバケツ内の水を１ml採取し，

NO2濃度とNO3濃度をイオンクロマトグラフで測定

した．実験は25℃一定とした恒温室内で行った．
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３）結果および考察

バーク堆肥添加＋エアレーション区においてNO3-

N生成が他の区よりも顕著に進んだ（第19図）．エ

アレーションのみでもNO2-N生成までは旺盛に進む

ものの，NO3-Nの生成はほとんどなく，いわゆる亜

硝酸型硝化がみられた．バーク堆肥の添加のみでは

NO3-Nの生成はほとんどなく，NO2-Nの生成までも

ほとんど進まなかった．以上のことから，硝化菌源

の添加や酸素の供給のいずれか単独ではNO3-Nの生

成はほとんど進まず，篠原ら145）が行った有機養液

栽培における硝酸化成促進処理と同様に，硝化菌源

としてバーク堆肥を添加し，エアレーションによっ

て酸素の供給を行うことで給水タンク内の硝酸化成

を効率的に進められると考えられた．

２　肥料の施用方法の違いが生育および収量に及ぼ

す影響ならびにタンク内硝化処理の効果

１）緒言

先述したように，防根ひも栽培法では，CRFの施

用方法によって施肥窒素中のNH4-Nの影響が異なる

可能性が考えられる．そこで，前章で検討した培地

混和法，今野ら46）が開発した置肥法およびタンク

内施用法において，生育および収量を季節の異なる

春夏作と秋冬作において調査した．実験を異なる季

節に２度行ったのはNH4-Nの影響は季節によって異

なるとされている43）ためである．あわせて，Ⅲ－

１で用いた給水タンク内の硝化処理によって，尻腐

れ果の発生を軽減し収量を向上できるかどうかにつ

いても検討した．

２）材料および方法

実験は当研究センター内のパイプハウス（108㎡）

で行った．供試品種と育苗方法はⅡ－２と同様で，

春夏作については2010年２月22日，秋冬作につい

ては2010年９月12日に播種し，それぞれ2010年４

月８日（春夏作）および2010年９月29日（秋冬作）

に鉢上げした．2010年４月27日（春夏作）および

2010年10月20日（秋冬作）に，Ⅱ－１で用いたの

と同じ防根ひも栽培装置に定植した．給水ひもは１

株に１本配し，ひもを通す栽培容器側面の穴と水面

との距離は終始約３㎝に保った．培地はポットに充

填したものと同じものを用い，培地量は株あたり３

Ｌとした．栽植様式は，Ⅱ章と同様とした．処理区

として，両作型とも①大塚Ａ処方1/2単位濃度培養

液で管理（培養液区），②CRFを培地混和（混和区），

③CRFをひも上置肥46）（置肥区），④CRFをタンク
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第19図　バーク堆肥の添加およびエアレーションの有無が硝酸化成に及ぼす影響

注）図中の縦棒はSE（ｎ＝３）を示す．

１）25℃水中で80％の成分が溶出する日数．

第12表　CRFの施肥量（ｇ/株）



内施用（タンク・硝化無区），⑤CRFをタンク内施

用し前節で用いた方法で硝化処理（タンク・硝化有

区）の合計５処理を設定した．置肥区については燃

焼鶏糞灰を培地に混合し，それ以外の肥料の全量を

春夏作は9.5×7.0㎝，秋冬作は10.5×11.0㎝のポリ

エステル製の袋に入れ，給水ひも上に置いた．タン

ク区については，鶏糞燃焼灰を培地に混合し，それ

以外の肥料を種類ごとにポリエステル製の不織布に

包んで20Ｌの給水タンク内に投入した．タンク内

の硝化処理は，100ｇのバーク堆肥をタンク内に投

入し２Ｌ/分でエアレーションをすることで行った．

CRFの施肥量については第12表のとおりとした．

実験規模は各区６株の３反復とした．2010年６月

15日（春夏作）および2011年１月15日（冬春作）

に５段果房上の２葉を残して摘心し，2010年８月４

日（春夏作）および2011年４月５日（冬春作）に

収穫を終了した．温室内の温度管理については，最

低13℃に設定して加温し，28℃以上で換気を行っ

た．週に３回，給水タンク内の養液のNO3-N濃度と

NH4-N濃度について，小型反射式光度計（ＲＱフレ

ックス，メルク）を用いて測定した．各区６株につ

いて１週間に１～２回果実を収穫し，果実の重量と

個数および糖度をⅡ章と同様の方法で調査した．ま

た，各果房の開花約２週間後の午後１～２時の間に

その果房直下葉の小葉を各区３枚採取し，それに10

倍量の蒸留水を加えて乳鉢で磨砕し，その希釈液の

各無機イオン濃度をイオンクロマトグラフで測定し

た．さらに栽培前と栽培終了後の培地を採取して風

乾させた後，全窒素，可給態P2O5および交換性塩

基類をⅡ－２と同様の方法で分析した．また，栽培

後の残存肥料についても 80 ℃で乾燥させた後，

Ⅱ－２における乾物と同一の方法で各成分を分析し

た．

３）結果および考察

（１）給水タンク内のNH4-N濃度比率の推移

第20図にタンク区および培養液区における給水

タンク内の養液の全Ｎ（NO3-N＋NH4-N）に対する

NH4-N濃度比率の推移を示した．両作型ともタンク

施用区において硝化処理を行うと給水タンク内の養

液のNH4-N濃度比率が低下した．したがって，給水

タンク内での硝化処理は有効であると考えられた．

また，培養液区と比べてタンク施用区では，NH4-N

濃度比率の変動が大きく，特に秋冬作で顕著であっ

た．これは，タンク内水温の違いによる硝化速度の

違いによるためと考えられる．硝化作用の適温は一

般に25℃～30℃程度であり，15℃以下では著しく

低下する67）ため，高温期の春夏作では硝化作用が

高く維持されたのに対して，低温期の秋冬作では，

硝化作用の低下に起因して硝化が進まなかった日が

あったと考えられる．

（２）栽培終了後の養分残存量

栽培終了後における培地および肥料中の養分残存

量の合計量については，秋冬作のP2O5およびK2O

を除いてCRFを施用した処理区間で有意差がなく

（第13表），肥料の溶出率やみかけの養分吸収量の

差は小さかったと考えられた．

（３）果実収量および植物の栄養状態

第14表に果実収量および尻腐れ果発生率を示し

た．可販果収量は，両作型とも混和区に比べて，置

肥区およびタンク・硝化無区で有意に少なかった．

一方，タンク・硝化有区の収量は両作型ともタン

ク・硝化無区よりも有意に大きく，混和区とほぼ同

等であった．ただし，春夏作では，CRF施用区の収

量はいずれも培養液区より有意に少なかった．これ
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第20図　給水タンク内の硝化処理がNH4-N濃度比率に及

ぼす影響

注）図中の↓は各果房の開花時期を示す．



については，春夏作のCRF施用区では培養液区に

比べて上位果房の茎径が小さく（データ略），収量

が少なかったことから，生育後半の養分供給が少な

かったためと考えられる．CRF施用区の間で比較す

ると，一果重に有意差はみられなかったが，可販果

数は可販果収量が小さい区ほど少ない傾向にあっ

た．CRF施用区の間において，総果実数については

秋冬作では処理間に有意差はなかったが，春夏作で

は，混和区で最も多く，タンク・硝化無区で最も少

なかった．尻腐れ果の発生率には大きな処理間差が

みられ，春夏作では１段～３段果房，秋冬作では１

段果房で高く，特に置肥区やタンク・硝化無区で高

かった．したがって，可販果収量の処理間差は，春

夏作では総果実数の違いによる部分もあったが，両

作型とも尻腐れ果発生率の違いが大きく影響してい

ると考えられた．また，春夏作と秋冬作を比べると，

春夏作の方が全般に尻腐れ果発生率が高く，処理間

の収量差が大きかった．これは，トマトの水耕栽培

において，気温が低い秋作に比べて気温の高い春作

の方が施肥窒素のNH4-N比率を高めた場合に尻腐れ

果が発生しやすいという報告43）と一致する．

以上のように，尻腐れ果発生率が処理間で異なる

ことが明らかとなったことから，その要因について

検討した．尻腐れ果の発生には開花後１～３週間の

果実肥大初期のCa栄養が大きく影響するとされ

る12，16，21，95，117，118）ため，尻腐れ果の発生が多か

った果房において，果実肥大初期（開花から約２週

間後）の果房直下の葉柄汁のCa濃度を調査すると，

木下：防根給水ひも栽培に肥効調節型肥料を適用したトマトの省力・環境負荷低減型簡易生産システムの開発 37

１）＊＊＊，＊＊および＊はそれぞれ，0.1％，１％および５％水準で有意，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

２）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検定，ｎ＝３）．

第13表　肥料の施用方法が培地および肥料中の１株あたりの残存養分量に及ぼす影響（ｇ/株）

１）＊＊＊，＊＊および＊はそれぞれ0.1％，１％および５％水準で有意，nsは５％水準で有意でないこと

を示す（ｎ＝３）．

２）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検定，ｎ＝３）．

第14表　肥料の施用方法が果実収量および尻腐れ果発生率に及ぼす影響



各果房において処理間に大きな差がみられ（第15

表），尻腐れ果発生率と葉柄汁のCa濃度との間には

有意な相関関係が認められた（第21図）．したがっ

て，処理によって果実肥大初期のCa吸収量が異な

ることが，尻腐れ果発生率の違いにつながったと考

えられた．また，この関係をみると，葉柄汁中の

Ca濃度が100～200mg･L-1以下になると尻腐れが多

発する傾向にあった．森国・嶋田105）は本実験と同

様に葉柄汁中のCa濃度が200mg･L-1を下回ると尻

腐れ果発生率が高まる傾向を認めている．Heら26）

も開花後の早い時期における花房直下の葉柄汁中

Ca濃度によりCa欠乏症の診断の可能性を示唆して

おり，葉柄汁中のCa濃度を測定することで尻腐れ

果発生の予測が可能であると考えられた．

置肥区およびタンク・硝化無区における尻腐れ果

の多発，すなわちCa欠乏の要因としては，先述のよ

うに肥料の溶出率には差がないため，Caの供給不足

によって発生したとは考えにくい．Ca欠乏は，土

壌水分の不足21，129）や高温169），夜間の低湿度10，34）

などによっても発生するといわれているが，本実験
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第21図　小葉葉柄汁のCa濃度と尻腐れ果発生率との関係

注）＊＊は１％水準で有意であることを示す．

１）小葉葉柄の採取日．

２）＊＊および＊はそれぞれ，１％および５％水準で有意，nsは５％水準で有意でないことを示す

（ｎ＝３）．

３）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検定，ｎ＝３）．

第15表　肥料の施用方法が各果房直下葉の小葉葉柄汁中のCa濃度およびNH4-N濃度に及ぼ

す影響



では処理間で環境条件に差はないので，これらの環

境要因の影響とは考えられない．一方，Ca欠乏は

NH4-Nの多用などで他のカチオンとの拮抗作用によ

って吸収が抑制されることによっても発生する151）．

CRFは含有窒素に占めるNH4-Nの比率が一般の培

養液に比べて非常に高く，本実験の場合には施肥窒

素に対するNH4-Nの割合が33～35％と約1/3を占

めた．池田・大沢43）は，この割合で水耕栽培を行

った場合に尻腐れ果の多発を認めており，Aklら１）

やHartmanら24）も施用窒素中のNH4-N比率が20～

25％以上になると尻腐れ果が多発して果実収量が減

少すると述べている．したがって，Ca吸収量の処

理間差の要因としては，CRFの含有窒素中の高い

NH4-N含有比率によるCa吸収抑制が考えられる．

そこで，各果房直下の葉柄汁中のNH4-N濃度をみ

ると，春夏作および秋冬作の１段果房では葉柄汁の

NH4-N濃度に処理間差が認められ（第15表），NH4-

N濃度が高い区でCa濃度が低い傾向があることか

ら，Caの吸収抑制がNH4-Nの吸収による拮抗作用

による可能性がある．しかし，他の果房ではNH4-N

濃度の処理間差は小さく，Ca濃度との間には一定

の関係は認められなかった．したがって，本実験で

用いた葉柄汁診断からは，Ca吸収の差がNH4-N吸

収の差によるものであると断定することはできなか

った．

しかし，給水タンク内の硝化処理によってタンク

内のNH4-N濃度比率が低下し，尻腐れ果発生率が大

きく減少することから，CRF中の高NH4-NがCa吸

収に関わっており，NO3-Nへの変換率の差がCa吸

収および尻腐れ果発生率の差につながっている可能

性は高く，さらなる検討が必要であると考えられた．

一方，生育全体でのCaのみかけの吸収量には，

CRF施用区の各処理間で有意差がなかった．また，

尻腐れ果は２作とも下位果房のみで発生率が高く，

上位果房ではほとんど発生しなかった．したがって，

Ca吸収量の処理間差は生育初期～中期にのみ発生

し，それ以降は吸収量の差はほとんどなかったと考

えられた．

（４）まとめ

以上のことから，CRFの培地混和法に比べてタン

ク施用法では，尻腐れ果の発生が多いため可販果収

量が少なかったが，給水タンク内で硝化処理を行っ

てNH4-N濃度比率を低下させると，可販果収量は培

地混和区並に増加することから，CRFのタンク内施

用法は十分成立可能であると考えられた．

３　肥料の施用方法の違いが窒素の吸収形態と形態

変換に及ぼす影響

１）緒言

Ⅲ－２において，CRFの施用方法により，作期に

よらず尻腐れ果の発生率が異なることが明らかとな

った．その要因は，果実肥大初期のCa吸収量の違

いによると考えられた．また，CRFを給水タンク内

に施用する方法では，タンク内で施肥窒素の硝化を

促進すると，尻腐れ果は激減した．一般に施肥窒素

中のNH4-Nの割合が高いほどCaと吸収が拮抗し，

Ca吸収が阻害されることで尻腐れ果が多発する151）．

CRFは，市販の培養液と比べて含有窒素のNH4-N

割合が非常に高いため，尻腐れ果の多い区では，

NH4-NとCaとの拮抗作用でCa吸収が阻害されたも

のと考えられる．一方，CRFを培地に混和して施用

した場合には，尻腐れ果の発生はほとんどみられな

かった．これは，他の施用方法に比べて植物に吸収

される段階におけるNH4-Nの吸収がNO3-Nの吸収よ

りも相対的に少ないためと考えられる．したがって，

CRFの施用方法により，窒素を吸収する段階での形

態別の割合が異なる可能性が考えられる．そこで，

NH4-Nを15Nで標識したCRFを用いて，施肥方法の

違いが，植物の吸収段階における窒素形態別の存在

率と形態変換に及ぼす影響を調査した．

２）材料および方法

実験は当研究センター内のプラスチックハウス

（252㎡）で行った．供試品種と育苗方法はⅡ－２と

同様で，播種は2010年９月12日，鉢上げは2010年

９月29日に行った．2010年10月28日に，市販の家

庭用の防根ひも栽培装置（トマト名人，グローウェ

ル）に定植した．本装置の栽培容器は１つの容器に

２株定植できるようになっており，真中に仕切りを

入れて株ごとに培地を仕切った．栽培容器は内容量

約４Ｌの給水タンクの上に載せる構造になってい

る．ひもは１株に１本配し，培地は上述と同様のも

のを株あたり３Ｌ充填した．処理区としては，①
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CRFを培地混和（混和区），②CRFをひも上置肥46）

（置肥区），③CRFをタンク内施用（タンク区）の

合計３処理区を設定した．置肥区およびタンク区に

ついては，CRFを１株分ずつ9.5×7.0㎝のポリエス

テル製の袋に入れ，置肥区では給水ひも上に置き，

タンク区では給水タンク内に施用した．NH4-Nのみ

を 15N で標識した 40 日タイプの CRF（N-P2O5 -

K2O＝6-6-6，6.6atom％15NH4-N）をジェイカムア

グリ㈱に依頼して作成してもらい，１株あたりNH4-

Nで1.2ｇを施用した．施肥窒素中のNO3-N：NH4-

Nは40：60であった．また，すべての区において

燃焼鶏糞灰（粒状PK，南国興産）を10ｇ培地に混

合した．実験区は各区２株の３反復とした．温室内

の温度管理については，最低13℃に設定して加温

し，28 ℃以上で換気を行った．晴天日であった

2010年12月８日の午前10時より各株から木部いっ

泌液を３時間採取した．採取日は第１花房果実の肥

大初期であった．採取方法については，Ⅱ－４と同

じ方法をとった．採取したサンプルは分析するま

で－20℃の冷凍庫で保存し，NH4-NおよびNO3-N

の濃度をイオンクロマトグラフで測定し，全窒素を

全自動元素分析装置（Vario MAX CN，Elementar）

で分析した．全窒素濃度からNH4-NおよびNO3-Nの

濃度を引いた値を有機態窒素濃度とした．また，イ

オン交換樹脂（カチオン：アンバーライトIR120B-

NA，アニオン：アンバーライトIRA400J-CL，オル

ガノ）を用いて採取液の含有窒素のカチオンあるい

はアニオンを完全に除去したのち，カチオンまたは

アニオンを除去したそれぞれの液中における15N存

在比を安定同位体比質量分析計（ANCA-GSL＋

GEO20-20，Europa Scientific）で分析した（大陽日

酸㈱に分析を依頼）．すべてのＮはアニオン態およ

びカチオン態で存在していると考えられるため，カ

チオンを除去したものをアニオン態，アニオンを除

去したものをカチオン態とした．

３）結果および考察

第16表にいっ泌液中の各形態の窒素濃度を示し

た．NO3-N濃度は，置肥区およびタンク区に比べて

混和区で高かったが，NH4-N濃度は処理間で差がな

かった．有機態窒素濃度は混和区に比べて置肥区お

よびタンク区で高かった．また，NO3-N濃度に対す

るNH4-N濃度の比（NH4-N/NO3-N比）は混和区に

比べて置肥区およびタンク区で高かった．一般に水

耕栽培では，施肥窒素のNH4-N含有率をあげるとい

っ泌液中のNO3-N濃度は低下し，アミノ酸の濃度が

上昇することが報告されている８，20，88，89）．これは

NO3-Nは，根において硝酸が還元されて同化される

割合が少なく，多くがNO3-Nの形態のまま地上部へ

輸送されて葉において硝酸還元やアミノ酸への同化

が進むのに対して，NH4-Nは根における同化の割合

が高いためである88）．したがって，本実験において，

置肥区およびタンク区では，混和区に比べていっ泌

液中のNO3-N濃度は低く，有機態窒素の濃度が高か

ったことから，根に取り込まれる段階におけるNH4-

N/NO3-N比が高かった，すなわち施肥窒素の硝化が

あまり進んでいなかったことが示唆される．これら

のことから，施肥した肥料は同じなのに関わらず，

施用方法によって吸収される窒素形態の比率が異な

り，置肥区およびタンク区では混和区に比べて相対

的にNO3-Nの吸収量が少ないと考えられた．

第17表にいっ泌液中における窒素形態別の15N濃

度を示した．15NによるラベルはすべてNH4-Nに行

ったので，アニオン態Ｎおよびカチオン態Ｎの15N

濃度から全Ｎの15N濃度を引くことでどちらの形態

への変換が多いかをとらえることができる．すべて

の処理区において，全Ｎの15N濃度と比較して，ア

ニオン態Ｎの15N濃度は低く，カチオン態Ｎの15N

濃度は高かった．したがって，施用した15Nはアニ

オン態への形態変換は少なく，カチオン態への変換

が多かったものと考えられる．一方，いっ泌液中の
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１）全窒素量に対する割合（％）．

２）＊は５％水準で有意，nsは５％水準で有意でないこと

を示す（ｎ＝３）．

３）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり．
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NH4-N濃度は非常に低かったことから，カチオン態

のＮ形態としてはアミノ酸などの有機態の割合が高

かったと考えられる．よって，施用したNH4-N形態

の15Nは有機態Ｎへの変換割合が非常に高かったと

推察される．このことは，いっ泌液中の形態別のＮ

濃度において有機態Ｎの割合が高かったことを裏付

けるものである．

以上の結果と前節の結果を踏まえると，肥料の施

用方法による尻腐れ果発生率の違いの要因について

以下のように考えることができる．すなわち，①混

和区では，窒素が根に吸収されるまでに施肥窒素の

硝化が進み，NH4-Nの形態での窒素吸収が少ないた

め，Ca吸収阻害が起こりにくく，尻腐れ果が少な

い，②置肥区やタンク区では，窒素が根に吸収され

るまでに施肥窒素の硝化があまり進まず，NH4-Nの

形態のままでの窒素吸収が多いため，Ca吸収阻害

が起こりやすく，尻腐れ果が多発した，というメカ

ニズムが考えられる．

また，肥料の施用方法による硝化の度合いの違い

の要因としては，根の分布の違いが考えられる．観

察の結果であるが，混和区では根が培地中に広く分

布するのに対し，置肥区やタンク区では肥料や給水

ひもの周りに密集して分布する．この根の分布の違

いによって，混和区では培地中で硝化が進んでから

根に吸収されるのに対し，置肥区やタンク区では直

接肥料成分に接する根の割合が高いために窒素が硝

化されずに吸収されている可能性が考えられる．今

後根の分布と窒素の吸収について詳細に検討する必

要があると考えられる．

以上のことから，いっ泌液中の形態別の窒素濃度

および15Nの窒素形態別の濃度を調査した結果，置

肥区およびタンク区では，混和区に比べて施肥窒素

の硝化があまり進んでいなかったためにCa吸収阻

害が起こりやすく，尻腐れ果が多発したと推察され，

CRFの施用方法による尻腐れ果発生率の違いの要因

の一つが明らかとなった．

４　CRFのタンク内施用法の長期促成栽培への適用

１）緒言

Ⅲ－２の結果から，CRFの簡易・省力的な施用方

法としてタンク内施用法が可能であることを明らか

にした．しかし，その結果は５段栽培という短期間

の栽培の結果をまとめたものである．本節では，よ

り実用的な場面を想定し，実用化へ近づけるため，

Ⅱ章で検討した長期促成15段栽培におけるタンク

内施用法の果実生産性と養分利用効率について，

Ⅲ－２と同時期に栽培を行い，他の施用方法と比

較・検討を行った．

２）材料および方法

実験は当研究センター内のプラスチックハウス

（252㎡）で行った．供試品種と育苗方法はⅡ－２と

同様で，播種は2010年９月12日，鉢上げは2010年

９月29日に行った．2010年10月20日に，Ⅱ－４で

用いたものと同一の防根ひも栽培装置に定植した．

給水ひもは１株に１本配し，ひもを通す栽培容器側

面の穴と水面との距離は終始３㎝に保った．培地は

ポットに充填したのと同じものを用い，培地量は株

あたり３Ｌとした．栽植様式は，Ⅱ－４と同様とし

た．処理区としては，①大塚Ａ処方1/2単位濃度培

養液で管理（培養液区），②CRFを培地混和（混和

区），③CRFをひも上置肥46）（置肥区），④CRFを

タンク内施用しⅢ－１で用いた方法で硝化処理（タ
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１）カチオン交換樹脂に吸着したＮを除いたものを測定した．

２）アニオン交換樹脂に吸着したＮを除いたものを測定した．

３）＊＊は１％水準で有意，nsは５％水準で有意でないことを示

す（ｎ＝３）．

４）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検

定，ｎ＝３）．

第17表　肥料の施用方法がいっ泌液中における15Nの窒

素形態別の濃度に及ぼす影響

１）25℃水中で80％の成分が溶出する日数．

第18表　CRFの施肥量（ｇ/株）



ンク区）の合計４処理区を設定した．置肥区につい

ては鶏糞燃焼灰を培地に混合し，それ以外の肥料の

全量を①エコロングトータル313＋スーパーエコロ

ング，②ロングショウカルおよび③エコカリコー

ト＋ロング硫マグの三種類に分け，それぞれを

9.5×７㎝のポリエステル製の袋に入れ，給水ひも

上に置いた．タンク区については，鶏糞燃焼灰を培

地に混合し，それ以外の肥料を種類ごとにポリエス

テル製の不織布に包んで40Ｌの給水タンク内に投

入した．タンク内の硝化処理は，200ｇのバーク堆

肥をタンク内に投入し２Ｌ/分でエアレーションを

することで行った．CRFの施肥量についてはⅡ－４

における結果を参考にして第18表のとおりとした．

施肥窒素中のNH4-N含有率は24％であった．実験

区は各区８株の３反復とした．2011年５月２日に

15段果房上の２葉を残して摘心し，2011年６月22

日に収穫を終了した．温室内の温度管理については，

最低13℃に設定して加温し，28℃以上で換気を行

った．週に３回，給水タンク内の養液のNO3-N濃度

とNH4-N濃度について小型反射式光度計（ＲＱフレ

ックス，メルク）を用いて測定した．各区８株につ

いて約１週間に１回果実を収穫し，Ⅱ章と同様の方

法で果実の重量と個数および糖度を測定した．また，

各区の生育中庸な４株について，摘葉した下葉と収

穫果実および実験終了時の茎葉を80℃で72時間以

上乾燥し，粉砕した．乾物中の窒素，リンおよびカ

チオンをⅡ章と同様の方法で分析した．栽培後の残

存肥料についても80℃乾燥させた後，同様の方法

で各成分を分析した．さらに，栽培前と栽培終了後

の培地を採取して風乾させた後，全窒素，可給態

P2O5および交換性塩基類をⅡ－２と同様の方法で分

析した．

３）結果および考察

（１）給水タンク内のNH4-N濃度比率の推移

第22図にタンク区と培養液区における給水タン

ク内の全Ｎ成分に対するNH4-Nの濃度比率を示し

た．タンク区では，タンク内のNH4-N濃度比率は培

養液よりはやや高く推移したものの，概ね0.1～0.2

の間（生育期間平均は0.15）と施肥窒素中のNH4-N

の含有比率（0.24）よりはかなり低い比率で推移し

た．したがって，タンク内の硝化処理は有効に働い

ていたと考えられる．

（２）果実収量および部位別乾物重

第19表に果実収量および部位別乾物重を示した．

可販果収量は，混和区とタンク区では培養液区とほ

ぼ同じ水準であったが，置肥区では他の区よりも有

意に小さかった．尻腐れ果の発生率は各処理区でも

低かった．Ⅲ－２において置肥法では下位果房にお

ける尻腐れ果の発生が多かったが，本実験では非常

に少なかった．これは，Ⅲ－２の実験に比べて施肥

窒素中のNH4-N含有比率が低いことと栽培期間が尻

腐れ果の発生しにくい低温期であることが要因とし

てあげられるが，本実験においてもNH4-N含有比率

が24％と高いため，その他の何らかの環境要因も考

えられる．茎葉乾物重および果実乾物重は，いずれ

も培養液区で最も大きく，置肥区で最も小さかった．

したがって，同じ肥料を用いたにもかかわらず，

置肥区において混和区やタンク区よりも果実収量が
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第22図　給水タンク内の硝化処理がNH4-N濃度比率に及

ぼす影響

１）＊＊＊，＊＊および＊はそれぞれ，0.1％，１％および５％水準

で有意，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

２）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検

定，ｎ＝３）．

第19表　肥料の施用方法が果実収量および部位別乾物重

に及ぼす影響



小さかったのは，茎葉乾物重が混和区やタンク区よ

りも小さく，生育が劣ったためと考えられる．また，

混和区，タンク区および培養液区の総果実収量およ

び可販果収量には差はなかったが，果実乾物重は培

養液区で有意に大きかった．したがって，培養液区

では果実の乾物率が高いことになるが，これは培養

液区において果実糖度が高かったことに通じる．

（３）養分吸収量

第20表に養分吸収量を示した．１株あたりの養

分吸収量はすべての成分でCRFを施用した区の方

が培養液区よりも有意に小さかった．CRF施用区の

間でみると，置肥区のＮ，P2O5およびK2Oの吸収

量は，混和区およびタンク区よりも有意に小さかっ

た．この傾向は部位別乾物重の傾向とほぼ一致した．

したがって，置肥区では養分吸収量が少なかったた

めに茎葉乾物重が小さかったと考えられる．果実生

産１㎏あたりの養分吸収量をみると，すべての成分

において，CRF施用区で培養液区よりも小さい傾向

がみられた．すなわち，CRF施用区で果実生産に対

する養分利用率が高かった．この結果は，Ⅱ章で

CRFの培地混和法によって得られた結果と同様であ

った．したがって，肥料の施用方法を変えても，

CRFを施用した場合には量的な肥培管理となってお

り，濃度管理の培養液管理よりも養分利用効率が高

まることが明らかとなった．

（４）栽培終了時における養分残存量

第21表に栽培終了時における培地および残存肥

料中の養分含有量を示した．同じ施肥量であるCRF

施用区の間で比較すると，培地の残存量と肥料の残

存量を合計した値（合計値）は，各成分とも置肥区

において混和区およびタンク区よりも高い傾向にあ

り，特にＮとK2Oに関しては有意に高かった．すな

わち，施肥量から培地と肥料の養分残存量を引いた

値であるみかけの養分吸収量が，置肥区では混和区

やタンク区よりも小さかったことになる．置肥区は

残存肥料の養分含有量が各成分ともタンク区よりも

高い傾向にあり，肥料の溶出量が少なかった．一方，

混和区とタンク区における合計値はほぼ同等であっ

たことから，みかけの養分吸収量が同等であり，肥

料の溶出量もほぼ同等であったと考えられる．みか

けの養分吸収量の結果は，地上部の養分吸収量の結

果とよく一致することから，置肥区における養分吸

収量が混和区やタンク区よりも少なかったのは，肥

料の溶出量がそれらの区よりも少なかったためと考

えられる．

今野ら46）もCRFを透水性の袋に入れてひも上置
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１）＊＊＊，＊＊および＊はそれぞれ，0.1％，１％および５％水準で有意であることを示す（ｎ＝３）．

２）異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検定，ｎ＝３）．

第20表　肥料の施用方法が養分吸収量に及ぼす影響

１）＊＊＊および＊＊はそれぞれ，0.1％および１％水準で有意，nsは５％水準で有意でないことを示す（ｎ＝３）．

２）同一列の異なる符号間に５％水準で有意差あり（Tukey検定，ｎ＝３）．

第21表　肥料の施用方法が栽培終了時における養分残存量に及ぼす影響（ｇ/株）



肥を行った結果，培地に混和する場合に比べて溶出

率の低下による養分吸収量の不足を報告しており，

この要因として，肥料が置肥袋内で約６層にも積み

重なった結果，袋内の空隙が拡大し，毛細管現象に

よる給水が袋内部に十分に行われなかったためと考

察している．今野らの実験は７段栽培であったが，

本実験は15段栽培であり，さらに多くのCRFを施

肥している．その結果，肥料袋は約2.5㎝の厚さで

肥料が10層以上に積み重なり，上述の理由で溶出

率が低下したものと考えられる．今野らは解決策と

して，袋を拡大して多層による空隙を減らし，肥料

が水と接する表面積を増大させるか，粒径の小さな

肥料を用いる必要があると述べている．しかし，培

地量が３Ｌと限られている状況では，本実験のよう

な多量の肥料を必要とする長期栽培の場合には，こ

れ以上袋を拡大するスペースがほとんどないように

思われた．よって，対策の１つとして培地量を増や

した上で横長の栽培容器を利用することで溶出率が

高まる可能性はある．一方，佐藤ら141）は，ネット

入り肥料の養分溶出率は，充填する施肥量が少ない

と肥料と土壌の接触面積の割合が相対的に高まるた

め，養分溶出率が高まると述べている．また，置肥

の方法として今野ら47）は，基肥を培地中に置肥し，

追肥を栽培容器の外のひも上に置肥する方法を提案

している．したがって，15段栽培に必要な肥料を基

肥と追肥に分け，１回の施肥量を減らすことで溶出

率を高めうる可能性もある．いずれにしても，トマ

トの長期栽培に置肥法を導入するのは新たなコスト

や手間を要することとなり，その点ではデメリット

が大きい．

培地に残存した養分量をみると，混和区に比べて

置肥区ではＮとP2O5，タンク区ではそれに加えて

K2Oが少なかった．本栽培方式においてCRFを施

用した場合，培地を再利用しようとすると，次作の

肥料設計時に培地中の残存養分量を考慮して設計す

るという煩雑な作業を行う必要がある．この点で置

肥法やタンク施用法は混和法に比べて培地の再利用

に適した施肥法であるといえる．置肥区およびタン

ク区において培地に残存したＮとP2O5，タンク区に

おいて培地に残存したK2Oは，栽培前の水準にほぼ

近く，これらの成分については次の作付も同じ施肥

設計でも問題ないように思われた．一方，CaOと

MgOに関しては，CRF施用区間で有意差はなく，

いずれの区も栽培前の水準よりも高かった．これら

の成分は他の交換性塩基と比較して土壌に吸着され

やすい性質を持ち184），実際にⅢ－２の栽培実験に

おいても同様に培地中に大量に残存した．したがっ

て，これらの成分は吸収しきれなくて残存したので

はなく，土壌に吸着された可能性が高いと考えられ

る．以上から，置肥区およびタンク区については，

施肥設計を修正せずにこのまま培地を再利用できる

と考えられる．しかし，置肥法では，上述のように

長期栽培に導入するのは新たなコストや手間を要す

ることとなるし，肥料袋を作成する手間とコストも

必要である．その点，タンク施用法は，１ハウス分

の肥料をまとめて給水タンク内に施用し，栽培終了

後は肥料を取り出すことで培地を再利用することが

でき，施肥労力や施肥コストを低減することができ

るので，タンク施用法は極めて実用性の高い施肥方

法であるといえる．

（５）まとめ

以上のことから，タンク施用法は，施肥が極めて

簡便であり施肥労力を軽減でき，培地混和法と比べ

て同等の果実収量および養分利用効率を得ることが

できるとともに，培地中の養分残存量を減らすこと

で培地の再利用が容易となることから防根ひも栽培

法による長期促成栽培において極めて実用性の高い

施肥方法であると考えられた．

５　摘要

本章では，トマトの防根ひも栽培法において，施

肥の簡素化・軽労化と培地の再利用の簡便化を目指

し，CRFのタンク内施用法の開発を行った．その際，

培地混和法や置肥法と果実生産性や養分動態の違い

について比較を行うとともに，タンク内施用法にお

ける尻腐れ果発生の抑制法について検討した．得ら

れた結果は以下のように要約される．

①　予備実験からタンク内施用法ではCRF含有窒

素の高いNH4-N比率によると考えられる尻腐れ

果の発生が懸念されたことから，その対策とし

て給水タンク内の窒素の硝化を促進する方法に

ついて検討した結果，タンク内にバーク堆肥を

添加しエアレーションを行うことで硝酸化成が
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効率的に進むと考えられた．

②　タンク内施用法が可能かどうかを検討するため

に，CRF施用法を，培地混和法，置肥法および

タンク内施用法の３種類として，生育および収

量を春夏作および秋冬作で比較するとともに，

給水タンク内の硝化処理が尻腐れ果の軽減に有

効かどうかを検討した．その結果，CRFの培地

混和法に比べてタンク施用法では，尻腐れ果の

発生が多いため可販果収量が少なかったが，給

水タンク内で硝化処理を行うと，可販果収量は

培地混和区並に増加し，CRFのタンク内施用法

は十分成立すると考えられた．また，CRFの施

用法による尻腐れ果の発生率の違いは，果実肥

大初期のCa吸収量の違いによるものであり，

Caの吸収抑制はNH4-N吸収との拮抗作用によ

るものと考えられた．

③　NH4-Nを15NでラベリングしたCRFを用いて，

施肥方法の違いが，木部いっ泌液中の窒素形態

別の濃度に及ぼす影響を調査した．その結果，

置肥法およびタンク施用法では，培地混和法に

比べて施肥窒素が根に吸収されるまでに十分に

硝化されないためにCa吸収阻害が起こりやす

く，尻腐れ果が多発したと推察された．

④　長期促成栽培におけるタンク内施用法の検討を

行った結果，タンク施用法は，培地混和法と比

べて同等の果実収量および養分利用効率を得る

ことができるとともに，培地の再利用が容易で

あると考えられたことから，防根ひも栽培法に

よる長期促成栽培において極めて実用性の高い

施肥方法であると考えられた．

Ⅳ　総　　　括

防根ひも栽培法は，底面給液法の一手法であり，

フロートバルブなどを用いて給水樋の水位を一定に

保つことで，培地含水量をほぼ一定に保つことがで

き，給液の管理や制御のための装置が不要であると

ともに，排液処理のための装置も必要としないため，

装置の簡易化が可能であり，省力的であると同時に

生産者の経済的な負担も小さいと考えられる．その

ため，一般の養液栽培に比べて，わが国の中山間地

などに多い小規模農家でも導入が比較的容易である

と考えられる．本栽培法における施肥方法としては，

培養液を利用する方法のほかにCRFを栽培前に全

量基肥施用する方法が考えられる．後者の方法では，

液肥混入装置が不要であるため，栽培装置のさらな

る低コスト化と施肥の簡略化により，極めて簡易か

つ環境保全的な肥培管理法が可能となる．そこで本

研究では，トマトにおける簡易かつ低コストな栽培

法としてCRFを利用した防根ひも栽培法を確立す

ることを目的とした．本研究で得られた結果を概括

すると以下のようになる．

Ⅱ章では，促成トマトの防根ひも栽培に適する培

地の条件を明らかにするため，先行の研究93）で用

いられたものに近い組成の混合培地（田土：バーク

堆肥：ピートモス：パーライト＝２：４：１：１）

を含む培地の種類が生育および収量に及ぼす影響に

ついて検討するとともに，促成トマトの防根ひも栽

培法においてCRFを用いた培地混和による全量基

肥施用法の開発を行った．

培地比較試験の結果，培地の種類によって三相分

布は大きく異なり，栽培の前後でも粉砕籾殻，混合

培地，籾殻燻炭およびバーク堆肥では，その分布が

大きく変化した．可販果収量には培地間で大きな違

いがみられ，混合培地で最も高く，粉砕籾殻で最も

低かった．果実糖度には培地間で有意差は認められ

なかった．栽培前後の培地の液相率および気相率と

可販果収量との間の関係をみると，気相率よりも液

相率の方が，また栽培後より栽培前の値の方が相関

は高かった．バーク堆肥および粉砕籾殻において，

培地溶液のECおよびPO4-Pを除く無機成分濃度が

他の培地よりも高くなる時期があったが，養分の過

剰や欠乏の症状は特にみられなかったことから，本

実験の範囲では培地溶液の無機成分濃度が収量に及

ぼす影響は小さいと考えられた．以上の結果から，

促成トマトの防根ひも栽培における培地選択の際に

は，栽培前の混合培地の液相率を指標にすることが

でき，本手法では，液相率が45～55％の範囲に入

るよう設定すれば適当と判断され，この点で，上記

の混合培地は本手法に適しているものと考えられ

た．そのため，以降の研究では，田土：バーク堆

肥：ピートモス：パーライト＝２：４：１：１の混

合培地を使用することとした．

次に，培地混和法によるCRF施用において，促
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成15段栽培に適切な施肥量（１株あたり）を明ら

かにするために，11.3ｇ，16.2ｇおよび21.0ｇの３

段階の窒素施肥量を検討した．21.0ｇでは塩類濃度

障害の萎れ症状がひどく途中で栽培を打ち切った．

可販果収量には16.2ｇと11.3ｇで有意差はなかった

が，果実糖度は16.2ｇの方が高かった．栽培終了時

の茎径は，16.2ｇの方が11.3ｇより大きかった．

11.3ｇと16.2ｇにおいて，培地溶液の無機成分濃度

は，生育中期以降各成分とも低濃度で推移したこと

から，培地溶液中への養分蓄積は生じないと考えら

れた．以上のことから，窒素施用量でみた場合，大

玉トマト促成15段栽培では株あたり16.2ｇの施肥が

適量の範囲内であると考えられた．

続いて，前実験において適当と考えられた

16.2gN/株のCRFを施用した場合とEC管理による

培養液を施用した場合において果実収量などを比較

した．可販果収量はCRF施用の方が低く，その差

は主に上位果房の収量差によるものであった．栽培

終了時の茎径は下位果房下ではCRF施用の方が大

きかったが，上位果房下では培養液施用の方が大き

かった．したがって，収量性を向上させるためには，

施用するCRFの種類を再検討する必要があると考

えられた．一方，CRFの施用で培養液を施用した場

合よりも果実生産に対する養分利用効率を高められ

る可能性があることが示唆された．また，培地溶液

中のECおよび無機成分はCRF施用の方が低く推移

し，特に生育中期以降は非常に低い値で推移した．

このことから，CRFを施用した場合，肥料からの成

分の溶出と植物の吸収のタイムラグが非常に小さい

可能性も示唆された．

これらの結果を基に，施用するCRFの種類を改良

した上でEC管理による培養液管理と果実生産量や

養分利用効率および時期別の養分吸収を比較したと

ころ，可販果収量には施用した肥料の種類によって

差がみられなかったがCRFを施用した方が養分吸

収量は少なく，果実生産に対する養分利用効率は高

かった．したがって，CRFを施用した場合，培養液

施用に比べて収量性を維持した上で養分利用効率を

高められることがわかった．肥料の違いによる養分

吸収量の差は，木部いっ泌液を分析した結果，主に

生育後半に生じていると考えられた．また，培地溶

液中のECおよび無機成分はCRF施用の方が低く推

移し，特に生育中期以降は非常に低い値で推移した

のに対し，いっ泌液中の無機成分濃度は高い値を示

したことから，CRFを施用した場合，肥料からの成

分の溶出と植物の吸収のタイムラグが非常に小さい

という先述の仮説を強く支持する結果となった．

以上の結果から，CRFの施用でも培養液施用と同

等の果実収量を得ることが可能であるとともに，培

養液を施用する場合に比べて果実生産に対する養分

利用効率を高められることがわかった．

Ⅲ章では，本栽培法において，施肥の簡素化・軽

労化と培地の再利用の簡便化を目指し，CRFを給水

タンク内に施用する方法の開発を行った．その際，

培地混和法や置肥法との間で果実生産性や養分動態

の違いについて比較を行うとともに，タンク内施用

法における尻腐れ果発生の抑制法について検討を行

った．まず，予備試験の結果からタンク内施用法で

はCRF含有窒素の高いNH4-N比率によると考えら

れる尻腐れ果の発生が懸念されていたため，その対

策として給水タンク内の窒素の硝化を促進する方法

について検討した．その結果，タンク内にバーク堆

肥を添加しエアレーションを行うことで硝酸化成を

効率的に進められると考えられた．

次に，CRFの施用法としてタンク内施用法が可能

かどうかを検討するために，培地混和法ならびに置

肥法と生育および収量を春夏作および秋冬作におい

て比較するとともに，給水タンク内の硝化処理が尻

腐れ果の軽減に有効かどうかについて検討した．そ

の結果，CRFの培地混和法に比べてタンク施用法で

は，尻腐れ果の発生が多いため可販果収量が少なか

ったが，給水タンク内で上述の方法による硝化処理

を行ってNH4-N濃度比率を低下させると，可販果収

量は培地混和区並に向上することから，CRFのタン

ク内施用法は十分成立可能であると考えられた．ま

た，CRFの施用法によって尻腐れ果の発生率が異な

ったが，これは果実肥大初期のCa吸収量の違いに

よるものであり，Caの吸収抑制はNH4-N吸収との

拮抗作用によるものと考えられた．この結果から，

CRFの施用方法により，窒素を吸収する段階での施

肥窒素の形態別の割合が異なる可能性が考えられ

た．そこで，NH4-Nを15NでラベリングしたCRFを

用いて，施肥方法の違いが，木部いっ泌液中の窒素

形態別の濃度と形態変換に及ぼす影響を調査した．
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その結果，置肥法およびタンク施用法では，培地混

和法に比べて施肥窒素が根に吸収されるまでに十分

に硝化されないためにCa吸収阻害が起こりやすく，

尻腐れ果が多発したと推察された．

これらの結果を基に，より実用的な場面を想定し，

長期促成栽培におけるCRFのタンク内施用法の検

討を行った結果，タンク施用法は，培地混和法と比

べて同等の果実収量および養分利用効率を得ること

ができるとともに，培地中の養分残存量が少ないの

で培地の再利用が容易になると考えられた．以上の

ことから，CRFのタンク内施用法は防根ひも栽培法

による長期促成栽培において極めて実用性の高い施

肥方法であると考えられた．

以上のように，本研究によって，長期促成トマト

の防根ひも栽培法におけるCRFを用いた簡易かつ

省力的な肥培管理技術を開発することができた．ま

た，CRFの施用は濃度管理による培養液の施用に比

べて，果実生産に対する養分利用効率を高められる

ことから，施肥量の低減が可能であることがわかっ

た．このことは，資源の節約や環境保全，さらに農

業経営上大きなメリットである．また，Ⅲ章で検討

したCRFの給水タンク内への施用技術は今までほ

とんど検討されることのなかった技術であり，非常

に省力的な施肥技術であることから，一般の養液栽

培も含めて今後利用する価値の高いものであると考

えられる．

一方，桝田ら98）は，防根ひも栽培法によるトマ

ト栽培を行った結果，水利用率が97％と極めて高

く，乾物生産や果実生産に対する水利用効率も従来

の灌水手法に比べて高いことを示している．したが

って，本栽培法は節水栽培と位置づけることもでき

る．また，Ⅱ章で図示した栽培装置は自作が可能で

あり，資材コストは10ａあたり約150万円と見積も

られる．これは，一般の養液栽培の設置費用の1/2

～1/4程度であり，極めて低コストである．また，

本栽培法と同様に吸水性の資材を用いて毛管給液を

行う簡易・低コストな栽培システムがSakuma・

Suzuki139），浦山ら171）あるいはZarza-Silvaら186，187）

によって開発されている．それらの資材コストをみ

ると，Sakuma・Suzukiのシステムの資材コストは

浦山170）によって10ａあたり315万円，Zarza-Silva

らのシステムの資材コストは10ａあたり226万円と

見積もられており，それらのシステムと比較しても

本栽培法の方が格段に低コストである．これは，本

栽培法の方が使用する資材が少ないためであると考

えられる．一方，一般の養液栽培における低コスト

型の栽培槽としてポリマルチを利用したものがある

が，それに比べると栽培槽には比較的耐久性の高い

雨樋を使用しているので，耐用年数は長いと考えら

れる．したがって，本栽培法は，極めて水利用効率

の高い節水栽培であるとともに低コストな栽培シス

テムであることから，例えば途上国の乾燥地帯など，

投資能力が小さい上に灌漑用水が限られている地域

に最も適していると考えられる．わが国は降雨量が

多いため水に困ることは比較的少ないが，それでも

香川県をはじめとする瀬戸内地域などでは降雨不足

による渇水が問題となることがしばしばあり，灌漑

用水の確保が難しい場合もあるため，そういった地

域において本栽培法は適していると考えられる．

最後に，本栽培技術における残された課題につい

て述べる．先述のように，CRFの利用によって，果

実生産に対する養分利用効率を高められることがわ

かったが，CRFの溶出は温度に依存したものである

ため，作型や地域が異なる場合，本研究で施用した

肥料の組み合わせがそのまま適用できない可能性が

高い．特に，土耕栽培と異なり土からの養分供給が

ほとんどないことから，肥料の養分量や溶出速度を

あらかじめ推定することは極めて重要である．給水

タンク内水温や培地温がわかれば，CRFの窒素の溶

出は市販のソフトを使ってシミュレートできるた

め，タンク水温や培地温をあらかじめその作型や地

点の気温や日射量などの気象条件からシミュレート

できるようにモデルを開発する必要があると考えら

れる．また，トマトの品種が異なる場合も必要養分

量が異なると考えられるため，品種に応じた施肥量

を検討する必要がある．特に，養分要求量が大きく

異なると考えられる大玉，中玉および小玉別に適正

施肥量を整理する必要があると考えられる．これら

の点は，本栽培法においてCRFの利用を広めるた

めに必要な課題であり，今後の検討を要する．

現在，防根ひも栽培法は，西日本地域の数カ所の

生産者によって導入されており，徐々に栽培面積は

広まりつつある．今後，本栽培法の認知度が上がり，

コンセプトと導入のメリットを理解して，導入する
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生産者が増加すれば幸いである．
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Summary

The root-proof capillary wick irrigation system, a type of sub-irrigation method, is expected to reduce

environmental impact by eliminating drainage and save labor by eliminating the use of irrigation equip-

ment.  Application of controlled release fertilizers (CRF) by using this system has economic benefits

because fertigation equipment is not requred.  The purpose of this study was to establish a laborsaving

and low-environmental-impact production system for forcing tomato culture by using a single basal appli-

cation of CRF with this irrigation method.

First, I investigated the effects of various substrates on growth and yield in relation to 3-phase distrib-

ution of substrates and inorganic nutrient solution in substrate solution in forcing tomato culture to deter-

mine an appropriate substrate for this culture method.  These results suggested that liquid-phase distribu-

tion of substrates would be an indicator of suitable substrate selection in this culture; the value was

around 45-55%, including a substrate consisting of paddy soil: bark compost: peatmoss: perlite at a ratio of

2:4:1:1(v/v).

Secondly, a suitable level of CRF, which was applied by mixing the fertilizers with substrates in a con-

ventional manner, for the forcing tomato culture was evaluated.  Initially, 16.2 g N/plant appeared to be

sufficient.  I, then, investigated the effect of this concentration of CRF and liquid fertilizer (LF) on fruit

productivity and nutrient dynamics.  Marketable fruit weight was significantly lower with CRF than with

LF, especially at the upper trusses, indicating that nutrient supply was lower in later phases of the plant

growth cycle using CRF.  Therefore, further investigations are required to determine the level of nutri-

ents that is sufficient to increase fruit yield during the later period of cultivation.  On the other hand,

nutrient use efficiency for fruit production was higher with CRF than with LF.  I, then, examined fruit

production in plants treated with modified combinations of CRFs, compared CRF and LF with respect to

nutrient uptake and transport in forcing tomato cultures.  No significant difference was noted in mar-

ketable fruit yield between CRF- and LF-treated plants.  The quantity of nutrient uptake per plant and

per fruit yield was lower with CRF than with LF, indicating that nutrients were utilized more efficiently

for fruit production in plants grown with CRF.  Analysis of the volume and mineral concentrations of

xylem exudates indicated that the amount of nutrients absorbed was greater with LF than with CRF, par-

ticularly after the 10th truss was harvested.  Mineral concentrations in the substrate solution of CRF-
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treated plants were initially higher than those in the substrate solution of LF-treated plants, but were

extremely low after the second truss was harvested; mineral concentrations in the xylem exudates were

similar in CRF- and LF-treated plants until the eighth truss was harvested.  Thus, the difference in miner-

al concentrations between the xylem exudates and substrate solution was much larger for plants treated

with CRF than for plants treated with LF, indicating that plants absorbed the bulk of the nutrients imme-

diately after their release from the CRF surface.  Therefore, CRF is suitable in this system because it com-

bines high fruit production with high nutrient utilization efficiency.

Finally, a tank-fertilization method (TF), in which CRF was supplied in the water reserve tank, was

developed to simplify and reduce labor requirements for application of CRF and reutilization of substrate.

In the TF method, efficient nitrification (production of NO3-N) was achieved in the water tank by combin-

ing the addition of bark compost (substrate for nitrifying bacteria) with aeration of the water.  Next, we

compared 3 CRF fertilization methods: (1) completely mixed with the substrate (“mixed-fertilization”

[MF]); (2) packed in bags and placed on the wick (“packed bag-fertilization”[PF]); and (3) TF in a short

tomato-cultivation period.  Fruit yield was lower under PF and TF than under MF, because a high inci-

dence of blossom-end rot (BER) occurred in plants fertilized by PF and TF.  However, promotion of nitri-

fication under TF using the above-mentioned method increased fruit yield to the same level as that

observed under MF, due to decreased incidence of BER.  Thus, the use of CRF via“tank fertilization”for

tomato production is effective by promoting nitrification in the water reserve tank.  On the other hand,

high incidence of BER probably was due to suppression of Ca uptake caused by high NH4-N uptake.  I,

then, investigated the difference in the uptake ratio of NH4-N/NO3-N and nitrogen conversion of the sup-

plied fertilizer, and attempted to determine the reason for the difference in BER rate among the different

CRF-application methods.  Based on nitrogen concentration in xylem exudates, the uptake ratio of NH4-

N/NO3-N appeared to be lower under MF than under PF and TF.  Therefore, the high NH4-N uptake

under PF and TF could be the cause of Ca deficiency and increased incidence of BER.  From these

results, I finally investigated the applicability of the TF method to long-term forcing culture of tomato.

Fruit yield under TF was similar to that under MF and LF.  Furthermore, nutrient use efficiency for fruit

production under TF was similar to that under MF and higher than LF.  Moreover, substrates treated

using TF may have high reusability.

In conclusion, I demonstrated the effectiveness of a simplified, laborsaving, and low-environmental-

impact production system for long-term forcing tomato cultivation using a single basal application of CRF

via root-proof capillary wick irrigation.  Moreover, it was revealed that fertilizer use could be reduced by

application of CRF in the system, because nutrients were utilized more efficiently for fruit production in

plants grown with CRF than in those grown with LF.  This finding is very important for environmental

and resource conservation and for agricultural management.  In addition, the tank-fertilization method of

applying CRF, which was newly developed in this study, is important for other soilless culture systems

because it is a laborsaving fertilization technique.



Ⅰ　緒　　　言

ヤーコン（Smallanthus sonchifolius（Poepp. &

Endl.）H. Robinson）はアンデス高原原産のキク科

作物で，塊根を食用とする１）．塊根には機能性を有

するフラクトオリゴ糖が含まれ，その含有率は乾物

の60～70％にも達する４）．わが国では，1984年に

ペルーＡ群系統が導入されて以来，ヤーコンは各地

で栽培され，幾つかの産地が形成されてきている７）．

しかし，塊根はサラダなどの生食だけでなく煮物や

揚げ物などとしての有用性があり，フラクトオリゴ

糖を多く含んでいるにもかかわらず栽培の広がりは

緩やかである．その要因として，中南米の冷涼な気

象の地域を原産地とするヤーコンは日本の気候に適

応性が低いこと，塊根の収量の不安定性や塊根の亀

裂（裂根）が多発することで外観品質が低下するこ

と，また，栽培の拡大に伴い，消費者が要望する塊

根の色や食味など，多様な特性を有する品種育成へ

の対応が不十分であることが考えられている２）．近

畿中国四国農業研究センター（以下当研究センター）

では，これまでに「サラダオトメ」，「アンデスの雪」，

「サラダオカメ」という裂根が少なく多収な３品種を

開発した３，６）．現在では導入当時のペルーＡ群系統

に代わってこれらの栽培が広がってきているが，更

なるヤーコンの普及のためには，新たな特産地の形

成や拡大が不可欠であり，収量や品質の向上，消費

者ニーズに応えられる多様な特性を持つ品種の育成

が求められている．このような状況の中，新たに，塊

根の皮色が赤紫色で多収な「アンデスの乙女」を育

成したので，その育成経過と特性について報告する．

品種を育成するにあたり，系統適応性検定試験を

快く引き受けていただいた北海道立花・野菜技術セ

ンター，北海道立北見農業試験場，長野県野菜花き

試験場，ならびに，生産力検定試験実施にあたり便

宜を図っていただいた愛媛県中予地方局産業振興課

地域農業室久万高原農業指導班の各位に対し心から

感謝申し上げる．また，多大な支援をいただいた当

研究センター業務科職員および契約職員各位に対し

心から感謝を申し上げる．

Ⅱ　育 成 経 過

収量や品質の向上および多様な形質を持つ品種の
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作出を目標に育種に取り組んだ．国際バレイショセ

ンターから導入した「SY107」と，日本初のヤーコ

ン品種「SY201」（「サラダオトメ」）を1997年に交

配し，その胚培養実生個体から「97C5-56」を得た

（第１図）．更に変異の拡大を図るため，「97C5-56」

とペルーＡ群の「SY11」を2000年に交配して得た

胚培養実生個体から「00J4-32」を選抜した．この系

統は2003年から2005年の系統選抜試験および2006

年の生産力検定試験において，地上部の生育が旺盛

であり，塊根は多収で裂根が少なく，皮色が既存品

種にない赤紫色という特徴があったので，2007年に

「SY237」の系統名を付した．2007年から北海道立

花・野菜技術センター，北海道立北見農業試験場，

長野県野菜花き試験場で系統適応性検定試験を実施

し，2009年に概ね有望と判定されたため，「アンデ

スの乙女」と命名し，2011年３月に品種登録出願を

行い，2014年２月に品種登録された（品種登録番

号：第23007号）．

Ⅲ　特　　　性

１　形態的特性および生態的特性

第１表に育成地での生産力検定試験耕種概要を示

す．育成地における生産力検定試験は，2006年から

2009年の４カ年，愛媛県久万高原町にある愛媛県中

予地方局産業振興課地域農業室久万高原農業指導班

の圃場（標高500ｍ，黒ボク土壌）において，標準

品種を「サラダオトメ」，対照品種を「SY11」とし

て実施した．

第２表および第３表に育成地における特性調査お

よび評価を示す．「アンデスの乙女」の草姿は中間

型で草勢はやや強く，葉色は濃く（写真１），開花

は「サラダオトメ」や「SY11」に比べ早い．「アン

デスの乙女」の生育中期における地上部上部のアン

トシアンの着色度は「強」であり，同じ「強」であ

る「サラダオトメ」や「SY11」に比べ更に広範囲

で着色する．４カ年の茎長の平均は，「サラダオト

メ」，「SY11」がそれぞれ162㎝，157㎝に対し，「ア

ンデスの乙女」は179㎝で長い傾向である．株あた

りの茎数は４カ年の平均で，「サラダオトメ」，

「SY11」がそれぞれ8.5本，7.2本に対し，「アンデス

の乙女」は10.9本で多く，地上部重も2.09㎏，1.39

㎏に対し3.10㎏で大きい（写真２）．また「アンデ

スの乙女」は株あたりの塊根数が14.5本で多く，塊

根の総収量はａあたり542㎏で，「サラダオトメ」，

「SY11」それぞれ176㎏，152㎏に対し極めて多い．

「アンデスの乙女」の塊根は平均１根重が「サラダ

オトメ」，「SY11」それぞれ140ｇ，167ｇに対し

206ｇで大きく，裂根率が5.9％で裂根も少ない．

「アンデスの乙女」の塊根形状は滑らかな紡錘形で，

揃いもよく，外観品質は良好である（写真３）．「ア

ンデスの乙女」の塊根の収穫後の皮色は濃い赤紫色

で，肉色は淡橙黄色である（写真４）．「アンデスの

乙女」の塊根の糖度，食味は「サラダオトメ」と同

程度である．前述ように「アンデスの乙女」は大型

の塊根で揃いも良く，極めて多収であるため，青果

用，加工用ともに有望と考えられ，総合評価は「優

れる」とした．なおデータには示していないが，

「アンデスの乙女」の塊根は，３月末までの室温貯

蔵では腐敗もなく内部の褐変やス入りもほとんど認

められなかったため，実用上十分な貯蔵性を有して

いると判断される．

２　系統適応性検定試験場所の試験成績および評価

北海道立花・野菜技術センター（北海道滝川町），

北海道立北見農業試験場（北海道北見市），および

長野県野菜花き試験場（長野県長野市）の３カ所に

おいて，標準品種を「サラダオトメ」，対照品種を

「SY11」とし，北海道立花・野菜技術センターでは

2007～2008年の２カ年，北海道立北見農業試験場

および長野県野菜花き試験場では2007～2009年の

３カ年において系統適応性検定試験を実施した．耕

種概要は第４表のとおりで，結果を第５表，第６表

に示す．
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第１図　「アンデスの乙女」の育成経過

１）1991年導入のボリビア在来系統．

２）1984以降にニュージーランドから導入されたペルーＡ群の

１クローン．

３）1992年，国際バレイショセンターより導入．
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注）愛媛県中予地方局産業振興課地域農業室久万高原農業指導班の圃場（愛媛県久万高原町，標高

500ｍ，黒ボク土壌）において実施．

１）収穫は初霜後に行った．

第１表　育成地の生産力検定試験での耕種概要

注）同一調査項目における平均値での同じアルファベットは，Tukey法により品種・系統間に５％水準で有意差がない

ことを示す．

各調査項目の調査基準．―は調査無し．

茎長：収穫期における最長茎の地際部から最上節位までの長さ．

茎数：収穫期における茎数．

地上部重：収穫期における地上部新鮮重．

草姿：生育中期（定植２～３ケ月後）における草型で，観察により立性，ヤヤ立性，中間，ヤヤ開張性，開張性の

５段階に区分．

草勢：生育中期（定植２～３ケ月後）における繁茂の状態で，観察により弱，ヤヤ弱，中，ヤヤ強，強の５段階に

区分．

葉色：生育中期（定植２～３ケ月後）における中位の葉の色で，観察により淡緑，緑，濃緑の３段階に区分．

アントシアン着色：生育中期（定植２～３ケ月後）における上位の葉及び茎のアントシアン着色度で，観察により

無，弱，中，強の４段階に区分．

開花性：収穫期における開花状態で，観察により０（未出蕾），１（出蕾），２（開花）の３段階に区分．

塊根：収穫期における塊根数，塊根重，ａ当たりの塊根重（総収量）で，根重及び塊根総収量は新鮮重．

第２表　育成地における「アンデスの乙女」の生育及び収量



北海道立花・野菜技術センターの結果では，「ア

ンデスの乙女」は草勢が強く，収穫時点で開花が確

認された．また，「サラダオトメ」や「SY11」に比

べ，「アンデスの乙女」は茎長が長く，茎数が多く，

地上部重が大きい．「アンデスの乙女」の塊根の１

根重は「サラダオトメ」や「SY11」に比べ，同等

からやや小さいが，塊根数が極めて多く，塊根の総

収量は極めて高い．「アンデスの乙女」の塊根の規

格率は「サラダオトメ」や「SY11」に比べ，同等

からやや高い．「アンデスの乙女」の塊根の形状は

紡錘形で，皮色は淡赤色であり，肉色はややオレン

ジ色がかる淡橙色を示すものが多い．「アンデスの

乙女」の塊根のBrixは低いが，食味評価は「サラダ

オトメ」や「SY11」と同等と評価された．「アンデ

スの乙女」は，塊根の収量性が極めて高く，塊根の

揃いが良いことが評価され，「SY11」よりも優れて

いると判定され，普及性については，皮色の評価が

農協などの関係者の間で割れる場合があったが，最

終的には有望と判定された．

北海道立北見農業試験場の結果では，「アンデス

の乙女」は草勢がやや強く，収穫時点で開花が確認

された．また，「アンデスの乙女」は「サラダオト

メ」や「SY11」に比べ，茎長が長く，茎数が多く，

地上部重が大きい．2008年は夏季の異常低温のため

に「アンデスの乙女」の初期生育が悪く，極端に塊

根の収量が低かった．このため，2009年は低温対策
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注）同一調査項目における平均値での同じアルファベットは，Tukey法により品種・系統間に５％水準で有意差がない

ことを示す．

各調査項目の調査基準．空欄は調査無し．

平均１根重：腐敗の無い100ｇ以上の個体の平均新鮮重．

裂根率：腐敗の無い100ｇ以上の個体に占める亀裂の入った塊根数の割合．

形状：観察により評価．

皮色：塊根表面の色で，日本園芸作物標準色表に準拠．

肉色：塊根内部の色で，日本園芸作物標準色表に準拠．

食味評価：各調査年において11月に２回収穫を行い，各収穫時毎に，品種および系統それぞれ４回実施した評価の

平均．パネラーは当研究センター職員４人で，収穫した塊根の皮を剥き，千切りにして生で食し，「SY11」

を標準として，それに対し「１（劣る）」～「３（同等）」～「５（優れる）」の５段階で評価．

総合評価：生育特性，収量性，外観，食味評価を総合的に，○（優れる），△（同等），×（劣る）の３段階で評価．

第３表　育成地における「アンデスの乙女」の塊根の特性及び評価
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写真１　収穫直前の「アンデスの乙女」の立毛姿 写真２　収穫時の「アンデスの乙女」

写真３　　「アンデスの乙女」の塊根 写真４　「アンデスの乙女」（左）と「サラダオトメ」

（右）の塊根の比較

第４表　系統適応性検定試験場所の生産力検定試験での耕種概要
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注）各調査項目の調査基準は第２表脚注参照．

規格率：収穫した塊根の中で腐敗，裂根，食害が無く，各検定地での出荷基準を満たしたものの総収量に対する重量比．

第５表　系統適応性検定試験場所における「アンデスの乙女」の生育及び収量
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注）各調査項目の調査基準は第３表脚注参照．

普及性：○（有望），△（要検討），×（見込み無し）の３段階で評価．

第６表　系統適応性検定試験場所における「アンデスの乙女」の塊根の特性及び評価



として地温を上昇させることにより初期生育を促進

させるためにマルチ被覆を行い，初期生育の促進を

図ったことで「アンデスの乙女」の収量性が向上し

た．「アンデスの乙女」の塊根の収量性は，「サラダ

オトメ」や「SY11」に比べ，同等から高いが，塊

根の平均1根重が小さいため，塊根の規格率は同等

から低い．「アンデスの乙女」の塊根の形状は長紡

錘形で，皮色は赤色であり，肉色は淡橙色である．

「アンデスの乙女」の塊根のBrixはやや低いが，食

味評価は「サラダオトメ」と同等である．夏季異常

低温であった2008年を除けば「アンデスの乙女」

の収量性は「サラダオトメ」や「SY11」と同等以

上であったが，北海道立花・野菜技術センターと同

様に皮色の評価が割れ，「アンデスの乙女」の総合

評価は，「SY11」と同等から有望と判定された．

長野県野菜花き試験場の結果では，「アンデスの

乙女」は草勢が概ね「サラダオトメ」や「SY11」

と同等からやや強く，収穫時点で開花が確認された．

また，「サラダオトメ」や「SY11」に比べ，「アン

デスの乙女」の茎長は同等から長く，茎数は同等か

ら多く，地上部重が大きい．「アンデスの乙女」は

裂根が極めて少ないため塊根の規格率が高く，収量

も極めて多い．「アンデスの乙女」の塊根の形状は

紡錘形で，皮色は赤紫色，肉色は淡橙色である．

「アンデスの乙女」の塊根のBrixは低く，食味評価

は「サラダオトメ」よりもやや劣っていたが，総合

評価は収量性や地上部の大きさが評価され，有望と

の判定であった．

北海道立花・野菜技術センターおよび北海道立北

見農業試験場の結果では，「アンデスの乙女」は

「サラダオトメ」や「SY11」に比べ，塊根１個あた

りの重量が小さく，育成地での結果に比べても小さ

かった．塊根は地中の茎から多く出現する．茎数や

塊根数が多かった北海道立花・野菜技術センターお

よび北海道立北見農業試験場の結果から，茎数の多

さが塊根数を増加させたことが考えられ，また，育

成地に比べ生育期間が短かったことにより塊根の肥

大期間が短くなり，結果として「アンデスの乙女」

の塊根１個あたりの重量が小さくなったことが考え

られた．

以上の結果から，系統適応性検定試験を実施した

３場所とも育成地における生産力検定試験と同様

に，「アンデスの乙女」は，地上部の生育が旺盛で

開花が早いこと，茎長が長く，茎数が多いため地上

部重が大きいこと，塊根の皮色が赤みを帯びている

こと，塊根1個あたりの重量は比較的小さいが単位

面積あたりの塊根の数量が多いことから収量が多い

こと，また塊根の Br ix は「サラダオトメ」や

「SY11」よりも低いが，食味評価は概ね同等である

ことから，総合評価は有望と判定された．

３　塊根の糖含量調査

「SY11」，「サラダオトメ」，「アンデスの雪」，

「サラダオカメ」および「アンデスの乙女」につい

て塊根の糖含量を測定した（第７表）．香川県善通

寺市生野町にある当研究センターの圃場において，

2012年４月13日に苗を植え付け，同年12月18日に

収穫した新鮮重200ｇ程度の塊根を用い，分析を

（財）日本食品分析センターに依頼した．「アンデス

の乙女」の塊根は乾物重あたりの糖含量が「サラダ

オカメ」，「アンデスの雪」と同等で多く，「サラダ

オトメ」や「SY11」よりも多かった．また，「アン

デスの乙女」の塊根のフラクトオリゴ糖含量は全糖

含量の85％を占め，「SY11」の69％よりもその比

率が高かった．
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注）以下の方法で，2012年香川県善通寺市で栽培した塊根を用

いて分析を行った．

１）栽培条件は，畝間100㎝，株間50㎝，苗の定植日は2012年

４月13日，収穫日は2012年12月18日，施肥は定植前にＮ，

Ｐ，Ｋそれぞれ成分量で㎡当たり15ｇ施用した．

２）糖含量の測定は（財）日本食品分析センターに依頼した．全

糖含量（全糖）は加水分解後にソモギー変法（グルコース換

算）で，単糖類，２糖類及び標準物質のある重合度の低いフ

ラクトオリゴ糖は50％アルコールで抽出後HPLCで分析し

た．ヤーコンには上記以外に重合度の大きいフラクトオリゴ

糖しか可用性糖類は含まれていないので，全糖含量から単糖

類と２糖類を除いた物をフラクトオリゴ糖含量とした．

第７表　育成地における「アンデスの乙女」の塊根の乾

物率及び糖含量



Ⅳ　栽培適地および栽培上の留意点

香川県善通寺市の当研究センター圃場（海抜24

ｍ）での試験において，最大葉の伸長の推移などか

ら，ヤーコンの生育障害は日平均気温25℃以上の高

温によって引き起こされることが推察されている４）．

本報告で実施した標高500ｍの愛媛県久万高原町で

の試験結果から，「アンデスの乙女」は「サラダオト

メ」や「SY11」よりも株あたりの地上部の生育が良

く，塊根の収量も高かったことから，それらよりも

温暖地での栽培適応性が高い可能性が考えられるが，

香川県善通寺市の当研究センター圃場において「ア

ンデスの乙女」を2011年および2012年に栽培した

結果，比較として植えた他の品種と同じように８月

に枯死した（データ省略，なお2011年および2012

年８月の日平均気温はそれぞれ28.3℃，29.0℃）．

「アンデスの乙女」の温暖地での栽培適応性につい

ては検討する必要があるが，現段階では，「アンデ

スの乙女」は，これまで育成された品種と同様に，

北海道や東北などの夏の涼しい地帯での栽培に適す

ると考えられる．しかし，北海道立北見農業試験場

の結果から，夏季の異常低温に遭遇した場合は生育

の極端な低下がみられることから注意が必要であ

り，収量をあげるためにはマルチにより生育促進を

計ることが重要であることが推察された．また，温

暖地での栽培においては，標高の高い所が適し，平

坦地では半日陰地の活用や高温乾燥時における敷き

わらや灌水が必要になる．また，虫害は少ないが，

土壌伝染性病害に対する抵抗性は十分ではないと考

えられるので，連作は極力避けるようにする．なお，

種苗についてはすでに農研機構と許諾契約を締結し

た種苗業者など（許諾業者）から販売されている．

種苗法によりヤーコンは許諾業者ではない生産者に

よる自家増殖が禁止されているため，生産者は毎年，

許諾業者から種苗を購入する必要がある．許諾業者

については，農研機構のホームページ（http://www.

naro.affrc.go.jp/patent/breed/attention/attention1.

html）に掲載されているので，参照されたい．

Ⅴ　育成従事者

当品種の育成従事者は次のとおりである．

中西建夫（1991年～2005年）

藤野雅丈（1997年～2010年）

中路純子（2000年～2010年）

石川浩一（2006年～2011年）

杉浦　誠（2009年～2011年）

Ⅵ　摘　　　要

収量や品質の向上，多様な形質を持つヤーコンの

品種の作出を目標に育種に取り組み，「アンデスの

乙女」を育成した．「アンデスの乙女」は，国際バ

レイショセンターから導入した「SY107」と日本初

のヤーコン品種「サラダオトメ」を交配した後代

（「97C5-56」）に，ペルーから導入した「SY11」を

交配して得た個体から選抜した品種である．この品

種の特徴は以下のとおりである．

１．草姿は中間型で，葉色は濃い．茎長は「サラダ

オトメ」や「SY11」よりも長く，茎数が多く，

地上部重が極めて大きい．

２．株あたりの塊根数，塊根重が多く，塊根の収量

が「サラダオトメ」や「SY11」よりも多い．

３．塊根は滑らかな紡錘形であり，皮色は赤紫色で，

肉色は淡橙黄色である．

４．塊根における裂根の発生は「サラダオトメ」や

「SY11」よりも少ない．

５．塊根の糖度，食味は「サラダオトメ」と同程度

であり，フラクトオリゴ糖含量は「SY11」よ

り多い．
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Summary

A new yacon cultivar,‘Andesu no otome’, was released at Western Region Agricultural Research

Center in 2011.  We selected‘Andesu no otome’from lines made by a crossing on 2000 between‘97C5-

56’and‘SY11’.  The line‘97C5-56’was selected from a crossing on 1997 between‘SY107’and

‘Sarada otome’.  The line‘SY11’is a clone of the line introduced via New Zealand from Peru in 1984.

The line‘SY107’was introduced to Japan from International Potato Center in 1992. ‘Sarada otome’

was the first breading variety of yacon in Japan.  The main characteristics of‘Andesu no otome’are as

follows;

1.  The plant type and the leaf color of‘Andesu no otome’are intermediate and dark green, respectively.

The length of stem, the number of stems and the yield of the top of‘Andesu no otome’are superior

to those of‘Sarada otome’and‘SY11’.

2.  The number of the tuberous roots and yielding ability of the tuberous root of‘Andesu no otome’are

higher than those of‘Sarada otome’and‘SY11’.

3.  The shape of the tuberous root of‘Andesu no otome’is fusiform and smooth.  The epidermis color

and the flesh color of the tuberous root of‘Andesu no otome’are magenta and pale orange-yellow,

respectively.

4.  Occurrence of cracked tuberous roots of‘Andesu no otome’is lower than that of‘Sarada otome’

and‘SY11’.

5.  Brix and evaluation value of eating quality test of‘Andesu no otome’are equal to those of‘Sarada

otome’.  Content of fructoligosaccharides in the tuberous root of‘Andesu no otome’are higher than

that of‘SY11’.

A New Yacon Cultivar,‘Andesu no Otome’

Makoto SUGIURA, Tateo NAKANISHI１, Masatake FUJINO１ and Koichi ISHIKAWA２

Key words: yacon, new cultivar, Andesu no otome, high yielding ability, epidermis color of the tuberous root

Hillside Horticulture Research Division, NARO Western Region Agricultural Research Center
１ Ex-NARO Western Region Agricultural Research Center
２ NARO Institute of Vegetable and Tea Science





Ⅰ　緒　　　言

カンゾウ（甘草，Licorice）とはユーラシア大陸

の北緯 40 度周辺の乾燥地帯に野生するマメ科

（Leguminosae）カンゾウ（Glycyrrhiza）属の多年

草である．高さ１～３ｍで茎の下部は木質化し，ス

トロン（根茎）が伸びて茎を出して増殖する．６月

頃レンゲに似た淡紫色の花が咲き，豆果は茶褐色で

種子が数個生じる28，49）．その根および根茎（スト

ロン）を乾燥したものは，古代から東洋および西洋

で生薬として供されている49）．わが国においても日

本薬局方（第十六改正）14）に掲載されており，漢方

指定処方の７割以上に配合される主要な生薬の一つ

71
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である．Glycyrrhiza属植物は約30種知られている

が，主として利用されているのは，主要な薬効成分

であるグリチルリチン酸を含有するG. glabra Linné

（ヨウカンゾウ），G. inflata Batalin（チョウカンゾ

ウ），G. uralensis Linné（ウラルカンゾウ）の３種

である49，54）．甘草に含まれるサポニンの一種，グ

リチルリチン酸には，抗炎症作用，鎮咳作用，抗ア

レルギー作用，抗腫瘍作用などの薬理活性が知られ

ている49，54）．また，グリチルリチン酸は砂糖の約

200倍の甘味を有し，食品，特に醤油，味噌，漬け

物などに広く使用されている．これらサポニン成分

は水溶性であるため，水や熱水で抽出できる49）．

一方アルコールなどの有機溶媒で抽出される抽出

物（以下油性甘草抽出物）には多くのフラボノイド

が含まれている．主要なものはリクイリチン，イソ

リクイリチンなどである．このリクイリチン，イソ

リクイリチンおよびそれらのアグリコンであるリク

イリチゲニンおよびイソリクイリチゲニンは上記３

類の甘草に共通して含まれるが49），それ以外に種特

異的なフラボノイド成分があり，G. glabraではグラ

ブリジン40），G. inflataではリコカルコンＡ40），G.

uralensisではグリシクマリン１）などが知られている．

甘草フラボノイドには抗酸化作用，抗菌作用，抗変

異原作用などの生理活性が知られている43，49，50，51）．

上述のグリチルリチン酸を主成分とする抽出物，

フラボノイドを主成分とする抽出物はいずれも消費

者庁の定める食品添加物リストの中の「既存添加物

名簿収載品リスト」47）に掲載されている．

2003年度に近畿中国四国農業研究センター（以下

当研究センター）と丸善製薬株式会社との間で「甘

草抽出物の作物病害に対する防除機作の解明」に関

する共同研究を実施した．本研究では，甘草根およ

びストロンから工業的にグリチルリチン酸を抽出製

造する過程で得られたフラボノイド類を高含量で含

む甘草抽出物37）を主な研究対象とした．この甘草

抽出物は，黄褐色粉末でわずかに柑橘系の芳香を有

し，「甘草抽出物MZ-1」と名付けられた（以下MZ-

1，写真１）．研究の端緒になったのは，予備的にこ

のMZ-1の水溶液を露地のトマト，キュウリに散布

したところ，無散布区で枯死葉（病名不詳）が生じ

た状況でも，散布区では健全であったこと，またキ

ュウリ葉から単離した数種糸状菌（未同定）の培地

上での菌糸生育をMZ-1が抑制したことである．そ

こで，糸状菌に起因する野菜類の茎葉病害防除に

MZ-1が有効ではないかと考え，研究を開始した．

MZ-1が15種類の植物病原糸状菌に100μg/mL～

1,000μg/mLの濃度で抗菌性を示し，キュウリ，ト

マト，ピーマンの数種の茎葉病害に対してポット試

験で高い発病抑制効果を有することを確認した18）．

得られた成果の一部については，論文，学会発表お

よび商業誌などに報告した16，17，18，19，20，21，22，23，24）．

さらに，これらの知見にもとづき，特許２件37，38）

（共同出願）を取得した．キュウリ，トマト，ピー

マンなどの病害に関する研究のほかにも共同研究を

実施し，イネばか苗病，いもち病，ごま葉枯病など

の水稲種子伝染性病害に対するMZ-1の種子消毒効

果，イチゴ炭疽病菌に対する抗菌検定など多岐にわ

たって研究を行ってきた．

本論文は，キュウリべと病および炭疽病を対象に

してMZ-1に含まれる各フラボノイドおよびグリチ

ルリチン酸などの主要成分の抗菌活性および発病抑

制効果，MZ-1を用いた圃場試験，市販生薬の甘草

刻からの抽出液の病害発病抑制効果などを中心とし

た研究結果をとりまとめたものである．

本論文では混乱を避けるため，原植物は「カンゾ

ウ」と記載し，収穫したカンゾウの製品は「甘草」

と言葉を使い分けて記述する．甘草抽出物について

は，日本薬局方14）では「カンゾウエキス」，既存添

加物リスト47）では「カンゾウ抽出物」と表記され

ているが，本論文では「甘草抽出物」と記述する．

また，甘草に含まれる甘味成分についてはグリチル

リチンまたはグリチルリチン酸の両方の呼び名があ

るが，本論文ではグリチルリチン酸を用いる．甘草
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写真１　供試した甘草抽出物MZ-1



抽出物に含まれるフラボノイド類，グリチルリチン

酸関連物質など本論文で使用する主要物質の構造

式，分子量などは第１図に示した．

Ⅱ　甘草抽出物（MZ-1）のキュウリべと病に対す

る発病抑制効果

前報18）で報告したように，MZ-1の1,000μg/mL

（0.1％）液をキュウリに散布・風乾後にキュウリべ

と病菌（Pseudoperonospora cubensis（Berk. &

M.A. Curtis）Rostowzew）を接種しても，べと病

病斑が発生せず，高い発病抑制効果があることが分

かった．MZ-1は甘草根からフラボノイド類が高含

量になる製法で精製されているが37），フラボノイド

類のほか，グリチルリチン酸なども含有しているた

め18），疎水性の違いによりMZ-1をカラムクロマト

グラフィーで分画し，ポット試験により各分画物の

発病抑制効果を検討してMZ-1のどの成分がべと病

の発病抑制効果に関与しているか明らかにした．な

お，キュウリべと病菌は絶対寄生菌で培地上で人工

培養できないため，in vitroでの菌糸伸長抑制試験

は行わなかった．
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第１図　本研究で供試した主要物質の構造式，分子量などの一覧



１　MZ-1分画物の発病抑制効果

１）材料および方法

（１）供試植物および処理，病原菌接種方法

キュウリ品種；「つや太郎」（タキイ種苗）を供

試し，直径９㎝の黒ポリポットに播種し，本葉１～

２枚の幼苗を素焼鉢（直径15㎝，高さ13㎝）に移

植してガラス温室で栽培した．培土には市販園芸培

土（商品名：タキイ花と野菜の土）を使用した．播

種約１ヶ月後の本葉が５～６枚出葉した時期に供試

した．

散布処理するMZ-1などの溶液の調整方法や濃度

は個別に記載したが，病原菌の接種試験では共通し

て１処理区にキュウリ４鉢を供試し，供試溶液を株

の全葉の表裏に滴り落ちる程度にコンプレッサーと

ガラス製小型噴霧器を用いて噴霧した．供試薬液の

散布量は原則として４株で200mLとしたが，植物

体が小さい場合は，150mLあるいは120mLに散布

量を減らした．対照は蒸留水散布とした．

グリチルレチン酸などのトリテルペン類，イソリ

クイリチゲニンなどのフラボノイド類は水に不溶性

なので，99％エタノール（以下EtOH）に溶解後に，

蒸留水で希釈した．例えば，最終濃度が1,000μg/mL

（0.1％）の場合では99％EtOHで50倍（w/v）溶液

を作製し，散布直前に蒸留水でさらに20倍希釈し

た．これは希釈直後は懸濁状態であるが，時間が経

過すると，凝集・沈殿するためである．

供試薬液を散布して風乾後（散布４～６時間後）

にキュウリべと病菌（P. cubensis）を接種した．供

試菌は当研究センター内圃場で採取した分離株であ

る．キュウリ苗に継代接種して保存中の菌株を鉢植

えキュウリに接種し，病斑形成させた罹病葉を水洗

後，ポリ容器内で25℃湿度100％で１日間保ち新た

に生じた分生子（遊走子嚢）を供試した．絵筆を用

いて蒸留水で葉上の分生子を洗い落し，４重ガーゼ

で濾過した．分生子液は蒸留水で希釈し，分生子濃

度を約1,500個/mLとした．蒸留水は氷冷したもの

を用い，分生子液も接種終了時まで氷冷した．これ

は，接種時までに遊走子が放出されることを抑制す

るためである．この分生子液をキュウリ４株で

50mL（試験により40mLの時もある）噴霧し，直

ちに大型透明ポリ袋（90㎝×120㎝）に入れて密閉

し，25℃・照明有りの条件下で２日間保湿した．以

後ガラス室で栽培し，接種８～10日後に発病調査

した．調査は各葉位別に全葉の病斑数を目視調査し，

４株の平均値，標準誤差を算出した．多発生して病

斑が融合したときは，下記基準で全葉を発病程度別

に調査して発病度を算出した．

Ａ（発病程度４）：葉の病斑面積率50％以上

Ｂ（発病程度３）：同25％以上50％未満

Ｃ（発病程度２）：同５％以上25％未満

（概ね病斑が１葉に20～30個）

Ｄ（発病程度１）：同５％未満

（概ね病斑が１葉に10個以下）

Ｅ（発病程度０）：病斑無し

発病度＝ΣiPi/4n×100（ｉ：発病程度数値，Pi：

発病程度ｉの葉数，n：１株の調査全葉数）

反復試験の統計処理にはOMS出版の「エクセル

統計Ver.３」のアドインソフトStatcel 3を用いた．

病原菌の接種は４株まとめて行ったので，反復無し

の試験では誤差線記載および統計検定を行わなかっ

た．

（２）MZ-1の成分分析およびその分画物の発病抑制

効果

MZ-1などに含まれるグリチルリチン酸およびリ

クイリチン，イソリクイリチンなどのフラボノイド

含量の分析は，特許公報記載の方法 37）により

HPLC分析を行った．比較対照に甘草熱水抽出物お

よび甘草粉末を供試した．甘草熱水抽出物とは甘草

根の熱水抽出液を乾燥させた褐色粉末で食品甘味料
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第２図　甘草抽出物MZ-1の分画方法



存在するが，製造過程で加熱などによりアグリコン

が生成されると考えられる．また，本研究で供試し

たMZ-1は原料カンゾウ種（G. inflata）に特異的な

フラボノイドであるリコカルコンＡを含んでいる．

Haraguchi et al.６）によると，G. inflataにはリコカ

ルコンＡ，Ｂ，ＣおよびＤの４種類が存在し，糸状

菌（Mucor pusillus Lindt）に対する抗菌活性はリ

コカルコンＡが最も高かった．

（２）MZ-1分画物の発病抑制効果

次に，分画に供試したMZ-1およびMZ-1の各画分

に含まれるグリチルリチン酸およびフラボノイド類

の含量を第２表に示した．フラボリッチ画分にはグ

リチルリチン酸が含まれず，リクイリチゲニン，イ

ソリクイリチゲニンが多く含まれ，配糖体はほとん

ど含まれていない．一方，グリチリッチ画分はその

逆で，グリチルリチン酸が多く，フラボノイド（ア

グリコン）は少ない．なお供試したMZ-1は製造初

期（2002年頃）のもので，品質管理が確立した第１

表に示すMZ-1とはフラボノイド含量が一部異なる．

４回の接種試験のうち１回は激発して，発病程度

別の調査であったため，病斑数のデータのある３回
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表中の単位は％．

注）本実験で用いたMZ-1は製造初期のもので，第１表に示す

品質管理の確立した現在のMZ-1と若干成分量が異なる．

第２表　MZ-1の分画物に含まれるグリチルリチン酸お

よびフラボノイド含量として市販されている．また甘草粉末とは甘草の根

茎を乾燥後粉砕したもので，甘味料として漬物など

に使用される48）．

第２図に示したように，MZ-1 10ｇを蒸留水

90mLに溶解して吸着樹脂（ダイヤイオンHP-20；

三菱化学㈱製）を100mL充填したカラムクロマト

を用い，蒸留水，30％，50％，70％および99％

EtOH各400mLで分画した．このうち，30％および

50％EtOH分画物をまとめて乾燥粉末化したものを

グリチリッチ画分（グリチルリチン酸が多く含まれ

る画分），70％および99％EtOH分画物をまとめて

乾燥粉末化したものをフラボリッチ画分（フラボノ

イドが多く含まれる画分）と略称する．フラボリッ

チ画分は70％EtOHに溶解したあと，蒸留水で20

倍希釈して1,000μg/mL（0.1％）とした．グリチリ

ッチ画分およびMZ-1は直接蒸留水に溶解し0.1％と

した．これらを鉢植えキュウリ４株に噴霧し，風乾

後にべと病菌液を噴霧接種した．試験は４回反復し

た．なお，以下のキュウリに対する接種検定では原

則としてMZ-1（Lot. 20040605）を供試した．

２）結果および考察

（１）MZ-1に含まれる成分について

第１表にMZ-1に含まれるグリチルリチン酸およ

びリクイリチン，イソリクイリチンなどのフラボノ

イド含量を示した．MZ-1などの甘草抽出物は天然

物由来のため，成分量に若干の変動があり，第１表

ではLot. 20040605およびそれを含む10ロットの濃

度範囲のデータを示した．甘草熱水抽出物および甘

草粉末と比較すると，各フラボノイド含量が高い．

なお，一般に甘草根中ではフラボノイドは配糖体で

表中の単位は％．各々10ロットの分析結果を示した．

注）MZ-1は上記フラボノイド類の他，リコカルコンＡを0.2～1.0％含有．また，グ

リチルリチン酸のアグリコンであるグリチルレチン酸を0.9％含有．

第１表　MZ-1，甘草熱水抽出物および甘草粉末に含まれるグリチルリチン

酸およびフラボノイド含量



の試験の平均を第３図に示した．この試験ではフラ

ボリッチ画分およびMZ-1では３回の試験とも，ご

くわずかのべと病しか発生せず，高い発病抑制効果

を認めた．なお，対照区の試験間の変動が大きいた

め，Tukey-Kramer法の検定で有意差は示せなかっ

た．一方，グリチリッチ画分にも程度は低いが対照

に比べ発病抑制効果が認められた．写真２にMZ-1

散布処理後にべと病菌を接種した時の発病抑制効果

を示した．

２　フラボノイド類の発病抑制効果

１）材料および方法

（１）試験１

前節の試験でフラボリッチ画分に発病抑制効果を

認めたため，MZ-1に含まれるフラボノイド類の発病

抑制効果について検討した．MZ-1に含まれるリクイ

リチン，イソリクイリチンおよびそれらのアグリコ

ンであるリクイリチゲニンおよびイソリクイリチゲ

ニンを供試した．MZ-1（100ｇ）をHP-20カラムク

ロマトでEtOH濃度を段階的に上昇させて溶出させ，

４分画を得た．このうち50％EtOH＋70％EtOH溶

出部をODSカラムクロマト（40％メタノールで溶

出，以下MeOH）で３分画した．フラクション１を

SiO2 カラムクロマト（クロロホルム：MeOH＝

５：１）で分画して得られた粗分画について再結晶

を行い，リクイリチンを得た．フラクション２より

同様にイソリクイリチンを得た．99％EtOH溶出部

をODSカラムクロマト（60％MeOH）で分画して

得られた粗分画から再結晶によりイソリクイリチゲ

ニンを得た．また，ODSカラムクロマト（40％

MeOH）で得られた粗分画からリクイリチゲニンを

得た．これらのフラボノイドは標品とTLCおよび
13C-NMRデータの比較により同定した．

試験１としてリクイリチン，イソリクイリチン，

リクイリチゲニンおよびイソリクイリチゲニンにつ

いて発病抑制効果を検討した．イソリクイリチン，

リクイリチゲニンおよびイソリクイリチゲニンにつ

いては99％EtOHに溶解したあと，蒸留水で20倍希

釈して100μg/mLとした．リクイリチンは50％EtOH

に溶解したあと，蒸留水で20倍希釈し100μg/mLと
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写真２　MZ-1のキュウリべと病に対する発病抑制効果

（MZ-1の処理濃度：1,000μg/mL）

第３図　MZ-1分画物のキュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：1,000μg/mL，エラーバーは標準誤差．

反復間の変動が大きいため処理間に有意差はなかった（Tukey-

Kramer法）．

なお，病斑数が少ない場合は，無発病と区別するためデータを記

載した．

以下の図でも同じ．



した．MZ-1は直接蒸留水に溶解し100μg/mLとし

た．これらをキュウリ４株に噴霧し，風乾後にべと

病菌を接種した．試験は２回反復した．なお，以後

の試験では比較対象のMZ-1濃度は，陽性対象とし

て効果が確実に確認できる1,000μg/mLとした．一

部試験で供試フラボノイド濃度が100μg/mLの場

合，MZ-1も同濃度に設定した場合もあるが，例外

もあり厳密には区別していない．

（２）試験２

試験１で効果の高かったイソリクイリチゲニンお

よびリクイリチゲニンにMZ-1に含まれるリコカル

コンＡを加え，MZ-1を対照にして試験した．リコ

カルコンＡおよびイソリクイリチゲニンはともにカ

ルコン骨格28）（第１図）を持つ黄色のフラボノイド

である．前述の３種フラボノイドは99％EtOHに溶

解後，蒸留水で20倍希釈して100μg/mLとした．こ

の試験は２回反復した．

（３）試験３

試験３としてG. glabraに特異的なフラボノイドで

あるグラブリジン（丸善製薬精製品，第１図）を加

え，上述の５種のフラボノイドと発病抑制効果を比

較した．リクイリチン以外のフラボノイドは99％

EtOHに溶解後，蒸留水で20倍希釈して100μg/mL

とした．この試験ではリクイリチンは70％EtOHに

溶解後，蒸留水で20倍希釈した．その他は試験１，

２と同様である．ただし，MZ - 1 のみ濃度を

1,000μg/mLとした．

（４）試験４

試験４としてカンゾウ以外の植物に含まれるフラ

ボノイドの発病抑制効果を検討した．イソリクイリ

チゲニンと同じカルコン骨格を持つカーサミン，リ

クイリチンゲニンと同じフラバノン骨格28）（第１図）

を持つヘスペリジン，ナリンゲニンおよびその配糖

体ナリンギンを供試した．これらはいずれも市販試

薬（和光純薬製）を供試した．ナリンゲニンおよび

ナリンギンは99％EtOHに溶解後，蒸留水で20倍

希釈して100μg/mLとした．カーサミンは蒸留水に

溶解して100μg/mLとしたが，ヘスペリジンは水，

99％EtOHのいずれにも溶解しなかったので，蒸留

水懸濁液の状態で供試した．対照のMZ-1のみ濃度

は1,000μg/mLとした．野方32）によると，ナリンギ

ンおよびヘスペリジンはカンキツに多く含まれるフ
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ラボノイドで，仮にこれらに強い発病抑制効果があ

れば，通常廃棄されているカンキツ果汁搾汁残渣な

どが病害防除素材になると考えたためである．

２）結果および考察

（１）試験１

２回の試験の平均を第４図に示した．供試したフ

ラボノイドは配糖体およびアグリコンとも発病抑制

効果があり，特にイソリクイリチゲニンの効果が高

く，対照とTukey-Kramer法の検定で５％有意差が

認められた．また配糖体よりアグリコンの方が効果

が高い傾向であった．一般に健全植物ではフラボノ

イド類はpost-inhibitins８）（感染後に化学変化して

抗菌活性化するもの）として不活性な配糖体として

液胞に貯蔵されており，これが病原菌の侵入やエリ

シター処理によりグリコシダーゼの酵素作用で抗菌

活性を有するアグリコンに変わることはよく知られ

ている 13）．これは細菌に対するデータであるが，

Puupponen-Pimiä et al.42）はフィンランドベリーか

ら抽出した多数のフェノール物質の抗菌活性を調査

した．その中でQuercetinとその配糖体Isoquercitrin

の細菌に対する抗菌活性を比較すると，Quercetin

の方が抗菌活性が高いことを示した．配糖体の方が

アグリコンより分子量が大きく，同じ100μg/mLで

あってもモル濃度が低いことは考慮しなければなら

ないが，本論文の引用文献１，６，７，12，27，40，42）では

各物質の抗菌活性を μg/mLで比較しているため，

本論文でもそれに従った．

第４図　MZ-1に含まれるフラボノイドのキュウリべと病

発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL，異なる英字間には５％有意差あり

（Tukey-Kramer法）．



なお，MZ-1の効果は各フラボノイド単独よりや

や劣ったが，これはMZ-1に含まれる４種フラボノ

イド含量の合計は最も多いもので15％であるため

（第１表），MZ-1と各フラボノイド類とを同一濃度

（100μg/mL）で供試した場合は発病抑制効果が劣る

と考えられた．

（２）試験２

２回の反復の平均を第５図に示した．対照とMZ-

1，リクイリチゲニンとの間には５％有意差，対照と

イソリクイリチゲニン，リコカルコンＡとの間には

Tukey-Kramer法で１％有意差があったが，リクイ

リチゲニンの効果はやや劣った．なお，リクイリチ

ゲニンは，マメ科植物のアルファルファ（Medicago

sativa Linné），コメツブウマゴヤシ（M. lupulina

Linné）が病原糸状菌（Helminthosporium carbonum

Ullstrup）の感染を受けたときに生成されるファイ

トアレキシンとして報告があり９），抗菌活性を有す

ると考えられる．

（３）試験３

第６図に結果を示した．グラブリジンはリコカル

コンＡ，イソリクイリチゲニンと同様に100μg/mL

で高い発病抑制効果を示した．Okada et al.40）によ

ると，リコカルコンＡとグラブリジンのグラム陰性

細菌（２種）に対する抗菌活性（in vitroでのMIC

値）は同等であるが，酵母類および糸状菌（各２種）

に対しグラブリジンは7.81～31.3μg/mLのMIC値

を示すのに対し，リコカルコンＡはいずれも＞

250μg/mLであった．このことから考えると，植物

病原糸状菌に対してもグラブリジンの方が高い抗菌

活性を示すことが想定されるが，試験３ではともに

同等の高い発病抑制効果を示した．べと病菌は分類

学上クロミスタ界（卵菌門）に属し，Okada et al.40）

が供試した糸状菌（M. pusillus, Aspergillus niger

Tiegh）は菌界（接合菌門，子嚢菌門）に属するな

ど両者は分類学的，形態的に大きく異なる35）こと

が影響していると考えられる．

また試験１と同様，イソリクイリチゲニン，リク

イリチゲニンとその配糖体を比較するとアグリコン

であるイソリクイリチゲニン，リクイリチゲニンの

方が発病抑制効果が高かった．この試験ではMZ-1

は1,000μg/mLで試験したため，第４図，第５図に

比べ発病抑制効果が高かった．なお，配糖体のリク

イリチンの発病抑制効果は試験１に比べるとやや低

かったが，この試験では対照区の発病程度が高かっ

たことなどの要因も考えられる．

（４）試験４

第７図に結果を示した．ナリンゲニン，ヘスペリ

ジンおよびナリンギンは供試濃度100μg/mLで試験

したが，ナリンゲニンでは病斑数が対照の約1/4，

ヘスペリジンおよびナリンギンでは約1/2となり発

病抑制効果が見られたが，カーサミンはほとんど効

果がなかった．MZ-1は濃度1,000μg/mLで試験した

ため，ほとんど発病しなかった．アグリコンのナリ

ンゲニンの方が配糖体より効果が高いのは，イソリ
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第５図　イソリクイリチゲニン，リクイリチゲニンおよび

リコカルコンAのキュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL，異なる英字間には有意差あり

（Tukey-Kramer法）．

ａ＊：対照とMZ-1，リクイリチゲニン間には５％有意差，

ａ＊＊：対照とイソリクイリチゲニン，リコカルコンＡ間には

１％有意差あり．

第６図　グラブリジンおよびMZ-1に含まれるフラボノイ

ド類のキュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL，ただしMZ-1のみ1,000μg/mL．



クイリチゲニンおよびリクイリチゲニンの場合と同

じであった．

Padmavati et al.41）によるとナリンゲニンはイネ

の白葉枯病菌（Xanthomonas oryzae pv. oryzae

（Ishiyama）Swings et al.）の生育抑制，いもち病

菌（Pyricularia oryzae Cavara）の胞子発芽阻害作

用があったが，紋枯病菌（Rhizoctonia solani J.G.

Kühn）には抗菌活性を認めなかった．なお，直接

比較は行っていないが，第６図，第７図のMZ-1の

相対比較から考えると，ナリンゲニンのキュウリべ

と病の発病抑制効果はグラブリジン，リコカルコン

Ａより劣ると考えられる．

３　グリチルリチン酸類の発病抑制効果

前節の試験ではMZ-1のグリチルリチン酸を含む

画分（グリチリッチ画分）にも弱いながら発病抑制

効果が認められたため，グリチルリチン酸類の発病

抑制効果について試験した．

１）材料および方法

（１）試験１

供試物質は，グリチルリチン酸，グリチルリチン

酸二カリウム（以下グリチルリチン酸K2），グリチ

ルリチン酸二ナトリウム（以下グリチルリチン酸

Na2）およびグリチルレチン酸（グリチルリチン酸

のアグリコン）について発病抑制効果を調査した．

これらの物質はいずれも甘草根およびMZ-1に含ま

れているが，試験には市販試薬（和光純薬製）を供

試した．

まず，これらの供試濃度を1,000μg/mLとした試

験を行った．試験は２回に分けて行い，まずMZ-1，

グリチルリチン酸，グリチルリチン酸K2，グリチル

リチン酸Na2について試験した．次に，MZ-1，グリ

チルリチン酸，グリチルレチン酸について試験した．

グリチルリチン酸およびグリチルレチン酸は99％

EtOHで溶解後，散布直前に蒸留水で20倍希釈して

1,000μg/mLとした．なお，グリチルレチン酸は蒸

留水で20倍希釈すると白濁した．その他の物質お

よび対照のMZ-1は蒸留水に溶かして1,000μg/mLと

した．散布・風乾後にべと病菌を接種した．

（２）試験２

試験１で供試した物質の濃度を100μg/mLに下げ

た試験を行った．この試験は２回反復した．なお，

グリチルレチン酸は99％EtOHに可溶であるが，蒸

留水で希釈すると100μg/mLでも薄く白濁した．

また，天然甘草およびMZ-1には含まれないが，

グリチルレチン酸の誘導体であるグリチルレチン酸

ステアリル（第１図）についても参考のため比較試

験を行った（反復無し）．グリチルレチン酸ステア

リルはグリチルレチン酸の脂溶性を向上させるため

ステアリルアルコールをエステル結合した合成品

で，化粧品に汎用されている．いずれも99％EtOH

に溶解後，100μg/mLに調整した．

（３）試験３

グリチルレチン酸はテルペン類の中でも５環性ト

リテルペンに分類されるが，グリチルレチン酸以外

の５環性トリテルペンも発病抑制効果を有するか試

験した．供試した物質は，オレアノール酸，ヘデラ

ゲニン，ウルソール酸およびヘコゲニンである．こ

れらは丸善製薬精製品を供試した．いずれも99％

EtOHに溶解後，散布直前に蒸留水で20倍希釈して

100μg/mLとした．

２）結果および考察

（１）試験１

第８図，第９図に結果を示した．MZ-1およびグ

リチルリチン酸は1,000μg/mLで高い発病抑制効果を

認め，ほとんど病斑が発生しなかった．グリチルリ

チン酸のＫ塩，Na塩はやや劣ったが，発病抑制効果

が認められた．また，グリチルレチン酸はグリチル
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第７図　カンキツなどに含まれるフラボノイド類のキュ

ウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL，ただしMZ-1のみ1,000μg/mL．



リチン酸と同等の高い発病抑制効果を示した．グリ

チルリチン酸はMZ-1のグリチリッチ画分に約18％

含まれているが（第２表），第３図に示したように，

当画分によるべと病の発病抑制効果が低い．しかし，

第３図では当画分の1,000倍希釈液であるため，グ

リチルリチン酸濃度は約180μg/mLとなり，第８図

の1,000μg/mLより低いことが原因と考えられる．

（２）試験２

供試濃度を100μg/mLとした試験について，２回

の試験の平均を第10図に示した．２回の試験で同

じ傾向であったが，グリチルレチン酸を除き変動が

大きいため，Tukey-Kramer法の検定で有意差は認

められなかった．試験1に比べ供試濃度が1/10のた

め，MZ-1，グリチルリチン酸およびそれのＫ塩，

Na塩は発病抑制効果が低かったが，グリチルレチ

ン酸は100μg/mLでも非常に高い発病抑制効果を示

した．グリチルレチン酸はMZ-1に約0.9％含まれて

おり（第１表），MZ-1の発病抑制効果に寄与してい

ると考えられる．

第11図にグリチルレチン酸ステアリルを供試し

た結果（反復無し）を示した．この試験では，対照

区の発病程度がやや低かったが，グリチルレチン酸

は全く病斑が生じなかったのに対し，グリチルレチ

ン酸ステアリルはグリチルリチン酸と同程度の病斑

が生じ，グリチルレチン酸ステアリルの防除活性は

グリチルレチン酸に劣ると考えられた．なお，グリ

チルレチン酸ステアリルの分子量は722.6でグリチ

ルリチン酸（同822.4）より小さいが，グリチルレ
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第11図　グリチルレチン酸およびグリチルレチン酸ステ

アリルのキュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL

第10図　グリチルリチン酸とその塩類およびグリチルレ

チン酸のキュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL．反復間で同じ傾向であるが，反復

間の変動が大きいため，有意差なし（Tukey-Kramer法）．

第９図　グリチルリチン酸およびグリチルレチン酸のキ

ュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：1,000μg/mL

第８図　グリチルリチン酸およびそれらの塩類のキュウ

リべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：1,000μg/mL



する53）．このためMZ-1は遊走子接種に対しても効果

があるのか明らかにするため，MZ-1（1,000μg/mL）

を噴霧・風乾後に病斑より採取直後の分生子液と採

取後常温で約90分静置して遊走子が泳動状態とな

った遊走子液を接種して発病抑制効果を比較した．

（２）MZ-1のべと病菌の遊走子放出への影響

MZ-1が分生子接種で発病抑制効果を示す機作と

して，分生子から遊走子の放出過程を抑制するか否

か検討した．まず，MZ-1の最終濃度が1,000μg/mL

となるように，べと病菌分生子液（約500個/mL）

とMZ-1水溶液（2,000μg/mL）を等量混合した胞子

液１mLを小型試験管に入れ，20℃24時間後に分生

子の状態を顕微鏡観察した．なお，MZ - 1 の

2,000μg/mL水溶液では，含有物の微結晶が生じて

顕微鏡観察に支障を来すことがあったため，孔径

0.45μmのメンブランフィルターで濾過したMZ-1溶

液も同時に供試した．対照は蒸留水と胞子液の等量

混合とした．次に，同様の試験をMZ-1の最終濃度

が10,000μg/mL（１％），1,000μg/mL（0.1％）およ

び100μg/mL（0.01％）となるようにして実施した．

この試験ではフィルター濾過は行わなかった．

（３）MZ-1のべと病菌遊走子におよぼす影響

MZ-1が泳動しているべと病菌遊走子の動きに影

響をおよぼすか調査した．病斑より採取したべと病

菌分生胞子液を室温で約90分静置して分生子より

放出された遊走子が活発に動いている遊走子液を供

試した．この遊走子液とMZ-1を各々50，250，500

および2,500倍に希釈した液とを等量混合し，MZ-1

の最終濃度を各々10,000，2,000，1,000，200μg/mL

とした．この混合液を50μlずつ窪み付きスライドグ

ラスに滴下して，遊走子の運動状況に変化が生じる

か観察した．

（４）べと病菌感染後のMZ-1の発病抑制効果

これまでは，MZ-1散布・風乾後にべと病菌を接

種する方法で検定したが，順序を逆にして，べと病

菌感染後の発病抑制効果について検討した．まず，

キュウリにべと病菌分生子液を噴霧接種し，全体を

ポリ袋で覆って保湿し25℃の部屋に置いた．接種

６時間後，12時間後および24時間後にポリ袋を開

けてMZ-1の1,000μg/mL液を噴霧し再度ポリ袋を閉

じて保湿した．接種後２日間保湿した．
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チン酸（同470.3）よりは大きい．グリチルレチン

酸の効果が高いのは，単にモル濃度の違いなのか，

抗菌性に関与する官能基が保護されているのかにつ

いては検討を要する．以上，第10図，第11図の結

果から，グリチルレチン酸は100μg/mLの濃度で高

い発病抑制効果を示すと考えられた．

（３）試験３

結果を第12図に示した．本試験でもグリチルレ

チン酸は全く病斑が生じず，ヘデラゲニンはオレア

ノール酸，ウルソール酸，ヘコゲニンに比べると発

病抑制効果が高かった．しかし，グリチルレチン酸

に比べるとこれらの物質の発病抑制効果は劣った．

このようにグリチルレチン酸は供試した５環性トリ

テルペンの中では発病抑制効果が高い物質と考えら

れる．なお，オレアノール酸はテンサイ，オリーブ

葉，リンゴ皮，チョウジの芽，ウルソール酸はリン

ゴ，サクランボの果実および葉，ヘデラゲニンはウ

コギ科のセイヨウキズタ（Hedera helix Linné）お

よびムクロジ属植物（Sapindus sp.），ヘコゲニンは

リュウゼツラン科のAgave deserti Engelmannに含

まれる物質である11）．

４　MZ-1のキュウリべと病に対する発病抑制機作

１）材料および方法

（１）遊走子接種に対するMZ-1の発病抑制効果

上述の接種試験では，べと病菌の分生子液を供試

してきた．しかし，キュウリべと病菌は分生子が発

芽して放出された遊走子が泳動後，キュウリ葉上で

被嚢胞子となり，ここから発芽管を出して気孔侵入

第12図　グリチルレチン酸および各種５環性トリテルペ

ンのキュウリべと病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL



２）結果および考察

（１）遊走子接種に対するMZ-1の発病抑制効果

供試した採取直後の分生子液は分生子濃度が約

550個/mLであったが，氷冷しても接種時には少数

の遊走子が放出され，約55個/mLの遊走子が観察

された．原５）によると，分生子１個からは６～８

個遊走子が放出されるので，推定では約550個/mL

の分生子のうち，約８個/mLの分生子から遊走子が

放出されたことになる．

一方，常温静置後の胞子液ではほとんどすべての

分生子から遊走子が放出され，分生子は空の状態で，

多数の遊走子が盛んに泳動していた．それらを接種

した試験結果を第13図に示したが，MZ-1は分生子

のほか，遊走子接種でも発病を抑制した．なお，第

13図では対照区で遊走子接種の病斑数が分生子接種

に比べ少なかった．本試験以外に遊走子接種した際

も対照区でほとんど病斑が生じないこともあった

（データ省略）．キュウリべと病菌の遊走子が分生子

の乳頭突起部分の孔から放出される際には柔軟に変

形すること53）から，遊走子は柔らかいと考えられ，

ガラス製噴霧器で加圧噴霧することで遊走子が損傷

し結果として病斑形成が少なくなった可能性もある．

（２）MZ-1のべと病菌の遊走子放出への影響

MZ-1の最終濃度を1,000μg/mL（0.1％）とした試

験では，対照区では観察したすべての分生子（50～

60個）で分生子が発芽して遊走子が放出され，空に

なった分生子のみであったが，MZ-1の1,000μg/mL

区では分生子に細胞質が詰まった未発芽分生子のみ

であった．またフィルター濾過したMZ-1の1,000μg/

mL区でも同様に未発芽の分生子のみであった．

次に最終濃度を10,000μg/mL，1,000μg/mLおよ

び100μg/mLとした試験でも各濃度とも，発芽した

空の分生子は見あたらず，未発芽胞子のみであった

（写真３，10,000μg/mLについては写真省略）．一方，

対照区ではほぼすべての分生子が発芽して，細胞質

が空になっていた．このことから，MZ-1は分生子

から遊走子が放出される過程を阻害すると考えられ

た．

（３）MZ-1のべと病菌遊走子におよぼす影響

MZ-1濃度が1,000μg/mLおよび200μg/mLの溶液

中では，数分以内に遊走子は運動を停止した．通常，

鞭毛は泳動中は激しく動くため顕微鏡観察できない

が，運動を停止すると長さの異なる２本の鞭毛が明

確に観察できるようになった．さらに数分経つと，

遊走子自体が崩壊して形態が不明になった．一方，

対照のMZ-1無添加区では遊走子の動きに変化はな

く，活発に運動していた．なお，MZ-1が低濃度の

1,000μg/mLおよび200μg/mLで運動停止したため，

高濃度の10,000μg/mLおよび2,000μg/mLでの変化
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MZ-1   1,000g/mL MZ-1   100g/mL

写真３　MZ-1の1,000μg/mL，100μg/mL液中でのべと病菌分生子発芽阻

害効果

20℃24時間後の状態，対照：分生子から遊走子が放出され細胞質が空になっている．

MZ-1処理：細胞質が詰まっており未発芽であることを示す．

第13図　分生子および遊走子接種に対するMZ-1の発病

抑制効果

MZ-1濃度：1,000μg/mL



については観察を省略した．

（４）べと病菌感染後のMZ-1の発病抑制効果

この試験では発病程度が高かったため，各葉を発

病程度別に調査し，発病度を算出した．

べと病菌接種後にMZ-1を噴霧した場合，接種６

時間後で既にMZ-1の発病抑制効果はほとんど認め

られなかった（第14図）．

反復無しの試験であるが，接種６時間後ではMZ-

1と対照がほぼ同等，接種12時間後ではMZ-1がや

や低く，接種24時間後ではMZ-1がやや多い結果と

なり，一定の傾向は認められなかった．接種６時間

後にはMZ-1と対照がほぼ同等だったことから，接

種６時間以降のMZ-1処理には発病抑制効果がない

と判断した．

キュウリべと病の伝染環は以下のとおりである．

米山53）によるとキュウリべと病菌の耐久器官であ

る卵胞子については1933年以降日本国内で確認さ

れておらず，キュウリが栽培されていない期間の生

存場所については不明な点が多いが，第一次伝染に

より葉裏に形成された分生子は，成熟すると空気中

に飛散してキュウリの葉に付着する．そこに水滴が

あると発芽して遊走子を放出する．また原５）によ

ると，キュウリべと病菌分生子は適温の水中では30

～60分で２本の鞭毛を有する６～８個の遊走子を

放出する．この遊走子は30～60分で鞭毛を失い，

球形の被嚢胞子となる．被嚢胞子は約１時間後に発

芽・伸長し，キュウリ葉の気孔から侵入感染する．

MZ-1は分生子から遊走子の放出過程の阻害，遊

走子の運動停止と崩壊を引き起こし，キュウリ葉へ

の感染を防止すると考えられる．しかし，接種６時

間以降の感染後には発病抑制効果が認められなくな

る．

Ⅲ　MZ-1のキュウリ炭疽病に対する発病抑制効果

前報18）では以下のように報告した．まず，PDA培

地上でのウリ類炭疽病菌（Colletotrichum orbiculare

（Berk.）Arx）の菌糸伸長抑制率はMZ-1濃度1,000μg/

mLで71％，100μg/mLで11％であった．MZ-1が

1,000μg/mLの場合，炭疽病菌の胞子発芽率は0.3％

（対照98.8％）に抑制された．鉢植えキュウリにMZ-

1の10,000μg/mL（１％）液散布・風乾後に炭疽病

菌を接種した場合，病斑数は対照区の３％に抑制さ

れた．このようにキュウリ炭疽病に対してもMZ-1

は効果が高かった．そこで，キュウリべと病と同様

にMZ-1の主要成分の発病抑制効果を調査した．

１　MZ-1分画物の発病抑制効果

１）材料および方法

（１）供試植物および処理，病原菌接種方法

キュウリ炭疽病についてもべと病と同様の方法で

MZ-1の主要成分の発病抑制効果を検討した．供試

品種，栽培条件，供試作物ステージ，供試株数，

MZ-1，フラボノイド，グリチルリチン酸などの散

布量，接種する炭疽病菌胞子液の量などもキュウリ

べと病の試験と同じである．

供試したウリ類炭疽病菌（C. orbiculare）は京都

大学大学院農学研究科植物病理学研究室分譲の菌株

（104-T株）で，PDA培地（ニッスイ製）での培養

菌そうを約５㎜角に切り，滅菌した50％グリセリ

ン溶液中で－80℃で冷凍保存した．この保存菌株

をPDA培地に移植して25℃５～６日培養し，生じ

たオレンジ色の胞子塊を滅菌ニクロムループを使っ

て氷冷蒸留水で洗い出し，４重ガーゼで濾過した．

氷冷蒸留水で希釈し，胞子濃度を約1,000個/mLに

調整し，胞子発芽を抑制するため接種終了時まで胞

子液は氷冷した．

（２）MZ-1分画物の発病抑制効果

第１図に準じて，MZ-1 10ｇを水90mLに溶解し，
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第14図　分生子接種後にMZ-1を処理した場合のキュウ

リべと病の発病抑制効果

MZ-1濃度：1,000μg/mL



吸着樹脂（ダイヤイオンHP-20，100mL）に通し，

水および30％～99％EtOH各300mLで疎水性の違

いにより分画した．第１図と異なる点は，溶離

EtOHの量である．各溶離画分を凍結乾燥後，各画

分の固形量およびグリチルリチン酸含量，フラボノ

イド類含量をHPLCで分析した．HPLC条件は特許

公報記載37）の方法によった．水抽出および30％～

99％EtOH抽出物（各20mg）をそれぞれ蒸留水，

30％～99％EtOH 10mLに溶解したあと，キュウリ

に散布直前に蒸留水190mLを加えて濃度100μg/mL

とした．キュウリに散布し，風乾後に炭疽病菌を接

種した．比較対照のMZ-1は1,000μg/mL水溶液を噴

霧した．

２）結果および考察

（１）MZ-1分画物の発病抑制効果

各画分に含まれるグリチルリチン酸およびフラボ

ノイド類の含量を第３表に示した．溶離EtOH濃度

が高くなると，グリチルリチン酸およびフラボノイ

ド配糖体が減少し，またフラボノイドアグリコンの

含量が高まった．特に99％EtOH溶離画分ではリコ

カルコンＡの濃度が高くなった．

発病抑制効果との関係は第15図に示した．溶離

EtOH濃度の上昇とともに発病抑制効果が高まる傾

向であった．水溶離および30％～70％EtOH溶離

画分では100μg/mLの濃度では，ほとんど発病抑制

効果が見られないか，逆に促進した．99％EtOH溶

離画分（100μg/mL）およびMZ-1（1,000μg/mL）

はともに対照の1/2以下に病斑が減少し，発病抑制

効果が認められた．

２　フラボノイド類の発病抑制効果

１）材料および方法

（１）試験１

前節の試験で，フラボノイド含量の高い画分ほど

発病抑制効果が高くなったため，MZ-1に含まれる

各フラボノイドおよびG. glabraに含まれるグラブ

リジンを供試して炭疽病発病抑制効果を検定した．

使用したフラボノイド類はキュウリべと病の試験に

用いたものと同じである．各フラボノイド類の供試

濃度は100μg/mLとした．試験は２回反復した．

MZ-1のみ1,000μg/mLとした．

（２）試験２

さらにべと病の試験同様，カンゾウ以外の植物に

含まれるフラボノイドの発病抑制効果を検討した．

ヘスペリジン，ナリンゲニン，その配糖体のナリン

ギンおよびカーサミンを供試した．各フラボノイド

の溶解および希釈方法はべと病の試験と同じで，濃

度100μg/mLとした．MZ-1のみ1,000μg/mLとした．

２）結果および考察

（１）試験１

結果を第16図に示した．２反復間で同じ傾向であ

ったが，反復間の変動が大きいため，Tukey-Kramer
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第15図　MZ-1の各溶離画分のキュウリ炭疽病発病抑制効

果

各物質供試濃度：100μg/mL，ただしMZ-1のみ1,000μg/mL．

第３表　MZ-1のEtOH溶離画分に含まれるフラボノイドおよびグリチルリチ

ン酸の含量



法の検定で有意差が認められなかった．

グラブリジンでは病斑数が対照の約1/2となり発

病抑制効果を示したが，リコカルコンＡ，イソリク

イリチゲニン，リクリチゲニンなどのフラボノイド

類には発病抑制効果が認められなかった．このよう

にグラブリジンには発病抑制効果が認められるが，

リコカルコンＡなどのフラボノイド類には100μg/mL

の濃度では，発病抑制効果が認められなかった点は

２回の反復とも同じであった．Okada et al.40）によ

ると，グラブリジンは糸状菌（A. niger）に対し

31.3μg/mLのMIC値を示すのに対し，リコカルコン

Ａは＞250μg/mLとなっている．ウリ類炭疽病菌も

A. nigerもともに，子嚢菌門に属する糸状菌である

ため，リコカルコンＡを100μg/mLで処理しても，

発病抑制効果が認められなかったと考えられる．

（２）試験２

第17図に結果を示したが，供試したヘスペリジ

ンなどの各フラボノイドは100μg/mLの濃度では，

炭疽病に対し全く発病抑制効果がなかった．前述の

試験１と合わせて考えると，グラブリジンは別とし

て，リコカルコンＡ，イソリクイリチゲニン，リク

リチゲニンなどのフラボノイド類あるいはカンキツ

に含まれるフラボノイド類を100μg/mL濃度でキュ

ウリ葉に散布しても，炭疽病発病抑制効果が望めな

いと考えられた．

３　グリチルリチン酸類の発病抑制効果

べと病の試験と同様に，グリチルリチン酸類の炭

疽病発病抑制効果を検定した．

１）材料および方法

（１）試験１

べと病の試験と同様に，MZ-1に含まれるグリチ

ルリチン酸およびグリチルレチン酸ならびに参考と

してグリチルリチン酸の関連物質について検討し

た．供試物質はグリチルリチン酸，グリチルレチン

酸のほか，グリチルレチン酸モノグルクロナイド

（第１図），グリチルレチン酸ステアリル（後者の２

種は丸善製薬精製品）を供試した．グリチルレチン

酸はグリチルリチン酸に結合している２分子のグル

クロン酸がすべて除かれたアグリコンであるが，グ

リチルレチン酸モノグルクロナイドとは２分子のグ

ルクロン酸から１分子のみを加水分解で除いたもの

で，MGGRと略称する．非常に甘味が強く，グリチ

ルリチン酸の約５倍，蔗糖の約940倍の甘味を有す

る物質である26）．グリチルレチン酸ステアリルはキ

ュウリべと病の試験で用いたものと同じである．い

ずれも天然の甘草根やMZ-1には含まれていない．各

物質は99％EtOHに溶解後，散布直前に蒸留水で20

倍に希釈して100μg/mLとした．MZ-1は蒸留水に

溶かして100μg/mLとした．キュウリに散布・風乾

後に炭疽病菌を接種した．この試験は２回反復した．

（２）試験２

べと病の試験と同様にグリチルレチン酸以外の５
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第16図　グラブリジンおよびMZ-1に含まれるフラボノ

イド類のキュウリ炭疽病発病抑制効果

反復間で同じ傾向であるが，反復間の変動が大きいため有意差な

し（Tukey-Kramer法）．

各物質供試濃度：100μg/mL，ただしMZ-1のみ1,000μg/mL．

第17図　MZ-1およびカンキツなどに含まれるフラボノイ

ド類のキュウリ炭疽病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL，ただしMZ-1のみ1,000μg/mL．



に優る傾向であった．グリチルリチン酸およびその

誘導体には発病抑制効果はみられるものの，グリチ

ルレチン酸に比べるとその程度は低かった．Naidu

et al.27）はワタの病原糸状菌（10種類）に対するグリ

チルレチン酸およびグリチルリチン酸のin vitroで

の抗菌検定（濃度1,000μg/mL）を行い，供試した10

種糸状菌ともグリチルレチン酸の方が阻止円が大き

かった．また，細菌（Staphylococcus epidermidis

Winslow & Winslow）に対するデータであるが12），

MIC値はグリチルリチン酸が400μg/mLであるのに

対し，グリチルレチン酸は12.5μg/mLと大幅に低く，

抗菌性が高かった．

この試験で，グリチルレチン酸散布処理区での葉

位別病斑数を第19図に示したが，第１葉から最上

葉まで対照区に比べ常に病斑数を低く抑制してい

た．特に，接種時に頂葉であった第５葉，第６葉で

環性トリテルペンの発病抑制効果について試験し

た．べと病の試験で供試したオレアノール酸，ウル

ソール酸，ヘコゲニンのほか，参考として18-αグ

リチルレチン酸（シグマアルドリッチ製）も供試し

た．グリチルレチン酸には環系骨格の18位の炭

素－水素結合（第１図）の向きが異なるα，βの立

体異性体がある．これまで供試してきたグリチルレ

チン酸は18-βグリチルレチン酸のことで，甘草に

含まれるグリチルリチン酸のアグリコンである．本

論文では特に断らない限り“グリチルレチン酸”と

は18-βグリチルレチン酸を意味する．一方，18-α

グリチルレチン酸は天然甘草根には含まれず，アル

カリ処理によって合成される54）．これはMZ-1には

含まれていないが，主に化粧品に使用される物質で

ある．各物質は99％EtOHに溶解後，散布直前に蒸

留水で20倍に希釈して100μg/mLとした．なお，こ

の試験ではべと病の試験で供試したヘデラゲニンは

供試しなかった．

２）結果および考察

（１）試験１

試験結果を第18図に示した．グリチルレチン酸が

最も発病抑制効果が高く，同じ100μg/mLのMZ-1
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第18図　グリチルリチン酸およびグリチルレチン酸など

のキュウリ炭疽病発病抑制効果

反復間で同じ傾向であるが，反復間の変動が大きいため，有意差

なし（Tukey-Kramer法）．

各物質供試濃度：100μg/mL，MGGR：グリチルレチン酸モノグ

ルクロナイド．

第20図　グリチルレチン酸および５環性トリテルペンの

キュウリ炭疽病病発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL

第19図　グリチルレチン酸処理キュウリにおける葉位別

の炭疽病病斑数



は対照区で１枚あたり病斑数が100個以上発生した

が，グリチルレチン酸散布区ではほとんど病斑が生

じなかった．

（２）試験２

試験結果を第20図に示した．反復無しの試験で

あるが，グリチルレチン酸およびその立体異性体の

18-αグリチルレチン酸にもグリチルレチン酸と同

程度の発病抑制効果が認められた．その他のトリテ

ルペン類の発病抑制効果は概して低くウルソール

酸，オレアノール酸には発病抑制効果が認められな

かった．

４　主要成分の炭疽病菌胞子発芽抑制効果

これまではフラボノイド類，グリチルリチン酸類

の発病抑制効果について鉢植えキュウリを用いたポ

ット試験で検定してきた．一方，in vitroでの抗菌

検定法として，胞子発芽試験法52）がある．そこで，

本法でフラボノイド類，グリチルリチン酸類の胞子

発芽阻害による抗菌検定を行った．

１）材料および方法

（１）試験１

リコカルコンＡ，イソリクイリチゲニン，リクイ

リチゲニン，イソリクイリチン，リクイリチン，グ

リチルレチン酸，グリチルリチン酸Na2のキュウリ

炭疽病菌胞子発芽阻害効果を検定した．検定濃度は

100μg/mLとした．グリチルリチン酸Na2以外の各

物質は，99％EtOHに溶解して10,000μg/mL（１％）

の原液を作製した．グリチルリチン酸Na2は50％

EtOHに溶解して１％原液を作製した．

次にPDA培地で形成させた炭疽病菌胞子を蒸留

水に懸濁した胞子液4.95mLと上記各物質の原液

0.05mLを混合して，各物質の最終濃度を100μg/mL

とした．

検定液に含まれるEtOHが胞子発芽に影響をおよ

ぼす可能性があるため，対照①として溶媒の99％

EtOH，対照②として50％EtOH，対照③として蒸

留水を各々0.05mLと胞子液4.95mLと混合した区を

設定した．各対照区のEtOH濃度は順に１％，0.5％

および０％である．

この胞子液をスライドグラスに20μLずつ３カ所

滴下し，100％湿度を保って25℃24時間後に発芽率

調査を行った．１カ所につき100～120個の胞子を

調査した．本菌胞子は発芽直後に付着器を形成する

ため，付着器形成胞子を発芽胞子とした．

（２）試験２

次に，試験１で胞子発芽阻止効果の高かったリコ

カルコンＡ，イソリクイリチゲニンおよびグリチル

レチン酸について，濃度を50μg/mLおよび10μg/

mLに下げて試験した．試験方法などは試験１と同

じであるが，対照には試験１の③蒸留水を供試した．

２）結果および考察

（１）試験１

検定濃度を100μg/mLとした場合，リコカルコン

Ａ，イソリクイリチゲニンおよびグリチルレチン酸

では胞子発芽を完全に阻止した（第21図）．一方，

それ以外のフラボノイド，グリチルリチン酸，グリ

チルリチン酸Na2では対照区と発芽率がほぼ同じ

で，発芽阻止効果はなかった．また①，②，③の対

照区間には発芽率の差が無く，溶媒のEtOHが０％

～１％の濃度では胞子発芽に影響はないと判断し

た．

（２）試験２

検定濃度50μg/mLではリコカルコンＡ，イソリ

クイリチゲニンおよびグリチルレチン酸とも胞子発

芽を完全に阻止した（第22図）．しかし，検定濃度

10μg/mLではリコカルコンＡおよびグリチルレチ
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第21図　MZ-1に含まれるフラボノイド類およびグリチル

リチン酸類のウリ類炭疽病菌胞子発芽阻害効果

各物質供試濃度：100μg/mL



ン酸はほぼ完全に発芽阻害したが，イソリクイリチ

ゲニンでは阻止効果が低かった．このことから，キ

ュウリ炭疽病菌胞子発芽阻害効果が特に高いものは

リコカルコンＡおよびグリチルレチン酸と考えられ

る．

前述したように，リコカルコンＡの100μg/mL溶

液をキュウリ葉に散布・風乾後に炭疽病菌を接種し

た場合は全く発病抑制効果がなかった．リコカルコ

ンＡはほとんど水に溶けないが，散布・風乾後に葉

面に水滴（菌液）が付着してその中にリコカルコン

Ａが溶け込む場合とin vitroでEtOH溶解後に水希

釈した液の場合とでは状況が異なると考えられる．

さらにin vitroでの10μg/mL以下の濃度での発芽阻

害試験などを行って，べと病菌の方がより低濃度の

リコカルコンＡに対して感受性が高いのかなどを調

べる必要がある．

５　キュウリ褐斑病に対するグリチルレチン酸の発

病抑制効果

前節の試験で明らかにしたように，キュウリべと

病およびキュウリ炭疽病に対し，グリチルレチン酸

の100μg/mL液散布は高い発病抑制効果を示したた

め，グリチルレチン酸のキュウリ褐斑病に対する発

病抑制効果および抗菌活性を検討した．
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１）材料および方法

（１）発病抑制効果

グリチルレチン酸を99％EtOHに溶解し，蒸留水

で20倍希釈して100μg/mLとした溶液をキュウリに

散布した．対照は蒸留水散布とした．風乾後，キュ

ウリ炭疽病菌およびキュウリ褐斑病菌（Corynespora

cassiicola（Berkeley & M.A. Curtis）C.T. Wei，

MAFF 237272）胞子液を噴霧し，25℃２日間保湿

した．接種８日後に病斑数を調査した．

なお，キュウリ褐斑病菌は炭疽病菌と同様に

PDA培地で25℃培養して得られた胞子懸濁液の胞

子濃度を約300個/mLに調整して供試した．

（２）菌糸伸長抑制効果

寒天培地上でのキュウリ炭疽病菌，キュウリ褐斑

病菌に対するグリチルリチン酸，グリチルレチン酸

および参考としてグリチルレチン酸ステアリルを供

試して菌糸伸長抑制効果を調査した．各物質20mg

を２mLの99％EtOHに溶解し，加熱融解後約50℃

まで冷却したPDA培地200mLに添加し（最終濃度

100μg/mL），シャーレに20mLずつ分注した．対照

には２mLの99％EtOHをPDA培地に添加した．

中央に各菌の菌そうディスク（径５㎜）を置き，

25℃で培養した．培養５日後および８日後に，菌そ

う直径を測定しディスク径を差し引いて，菌糸伸長

量（㎜）を算出し，対照区に対する伸長量の比率

（％）を算出した．各試験区シャーレ５枚を供試し

た．

２）結果および考察

（１）発病抑制効果

結果を第23図に示した．キュウリ炭疽病では，第

18図と同様にグリチルレチン酸は高い発病抑制効果

を示したが，キュウリ褐斑病に対しては100μg/mL

の濃度では発病抑制効果が認められなかった．

（２）菌糸伸長抑制効果

培養８日後に調査した結果を第24図に示した．

キュウリ褐斑病に対しては，グリチルレチン酸は菌

糸伸長を約1/2に抑制し，グリチルリチン酸も同等

の抑制効果があった．一方，キュウリ炭疽病に対し

ては，グリチルレチン酸の抑制率は約20％にとど

まり，グリチルリチン酸には効果がなかった．これ

は前述の発病抑制効果と逆の結果になった．なお，

第22図　リコカルコンＡ，イソリクイリチゲニンおよび

グリチルレチン酸のウリ類炭疽病菌胞子発芽阻

害効果



いずれの菌に対しても，グリチルレチン酸ステアリ

ルは抗菌活性がなかった．このようにポット試験と

in vitroの試験結果に違いがあるが，今後前節の試

験と同様に炭疽病菌のほかに褐斑病菌の胞子発芽阻

害効果を調べて検討する必要がある．

グリチルレチン酸100μg/mLの炭疽病菌胞子発芽

阻害（第21図）と菌糸伸長抑制効果（第24図）を

比較すると，胞子発芽は100％抑制しているのに，

菌糸伸長は約20％しか抑制していない．一般に寒

天培地で抗菌検定を行う場合，抗菌力に影響する因

子として，薬剤の溶解度，培地組成および培地への

生体成分添加の影響が指摘されている52）．グリチル

レチン酸のように水で希釈した場合，白濁するもの

は，細かい粉体のような状態で培地上に存在するの

でグリチルリチン酸分子と菌体の接触の点から見る

と接触効率が低い．また，培地のpHあるいはPDA

培地に含まれるジャガイモ煎汁のような生体成分も

影響を与える可能性が指摘されている52）．これらの

ことから炭疽病菌胞子発芽阻害と菌糸伸長抑制効果

が一致しなかったと考えている．

Ⅳ　乾燥甘草根のエタノール抽出液の発病抑制効果

Ⅱ，Ⅲの各章では甘草根から工業的に抽出した甘

草抽出物MZ-1について試験した．一方，甘草の根

および根茎の乾燥品を数㎜に裁断したもの（以下甘

草刻；写真４）は日本薬局方の生薬として市販され

ている．一般には，甘草刻を水で煮詰めて滓を濾し

た煎汁を服用する．効果・効能は激しい咳，咽喉痛

の緩解である28）．この甘草刻のEtOHなどによる抽

出液のキュウリ炭疽病およびべと病に対する発病抑

制効果を試験し，あわせて抽出成分をMZ-1と比較

して，甘草刻抽出液の病害防除剤として利用の可否

を検討した．

１　キュウリ炭疽病に対する発病抑制効果

１）材料および方法

（１）試験１

以下の試験では市販の甘草刻（小林漢方製造）を

供試した．甘草刻（Lot. 602010）25ｇに対し，

99％EtOH，50％EtOHおよび蒸留水100mLを加え
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写真４　甘草刻の外観

第23図　グリチルレチン酸のキュウリ炭疽病および褐斑

病に対する発病抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL

第24図　グリチルレチン酸のウリ類炭疽病菌およびキュ

ウリ褐斑病菌に対する菌糸伸長抑制効果

各物質供試濃度：100μg/mL



て室温で２日間浸漬後に４重ガーゼで濾過した液を

抽出液とした．ここで，99％EtOHは主にフラボノ

イドのような油溶性成分抽出を目的とし，50 ％

EtOHは油溶性および水溶性の両方の成分の抽出を

目的とした．また，甘草刻25ｇに蒸留水100mLを

加えて１時間沸騰水中で湯煎した熱水抽出液も作製

した．抽出後は99％EtOHおよび50％EtOH抽出液

は４℃保存，蒸留水抽出液および熱水抽出液は冷凍

保存した．

これらの抽出液を蒸留水で10倍あるいは100倍希

釈後，鉢植えキュウリに散布し，風乾後炭疽病菌を

接種した．試験１，２および３では供試キュウリ数

は各処理区３株とし，３株あたり希釈液150mLを

散布し，炭疽病菌胞子懸濁液を50mL噴霧接種した．

なお，100倍希釈液散布の試験は２回反復した．

（２）試験２

試験１で４重ガーゼで濾過した抽出液は保存中に

タンパク質あるいは多糖類と考えられる沈殿物が生

じたが，キュウリへの散布試験の際はこの沈殿物も

攪拌して散布した．しかし，後述するように特に常

温水抽出液の10倍希釈液散布では対照より発病が

促進されるなど不自然な結果であった．そこで，こ

の沈殿物が発病抑制効果を阻害していることが考え

られたため，各抽出液をさらに濾紙（アドバンテッ

ク№２）で濾過した液について試験した．99 ％

EtOH，50％EtOHおよび常温水抽出液について，

濾紙濾過液の10倍希釈液を供試した．

（３）試験３

一般農家で甘草刻からEtOHで自家抽出して使用

することを想定すると，99％EtOHは入手が難しい

ため，梅酒用ホワイトリカー（アルコール度数35）

に浸漬して抽出することを試みた．甘草刻50ｇを

市販の梅酒用ホワイトリカー200mLに20日間浸漬

後，濾紙で濾過した．この試験ではLot. 602010お

よびLot. 902002の２種の甘草刻を供試した．なお，

アルコール度数が低いため浸漬日数を20日とした．

各抽出液の100倍希釈液を散布・風乾後に炭疽病菌

を接種した．

２）結果および考察

（１）試験１

ａ．甘草刻抽出液の10倍希釈液の発病抑制効果

結果を第25図に示した．50％EtOH抽出液の発病

抑制効果が最も高く99％EtOH抽出液の効果に優っ

た．一方，常温水抽出および熱水抽出では効果が劣

り，特に常温水抽出では逆に発病が促進された．

ｂ．甘草刻抽出液の100倍希釈液の発病抑制効果

結果を第26図に示した．100倍希釈液散布でも，

50％EtOH抽出液，99％EtOH抽出液および熱水抽

出液では病斑数が対照の半分以下となり発病抑制効

果が認められたが，常温水抽出液の効果は劣った．

希釈率が100倍になっているので，各抽出液とも10

倍希釈時より発病抑制効果が劣ると考えられるが，

第25図のように常温水抽出液で発病が促進される
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第25図　甘草刻抽出液のキュウリ炭疽病発病抑制効果

この試験では４重ガーゼで濾過した抽出液の10倍希釈液を供試．

第26図　甘草刻抽出液のキュウリ炭疽病発病抑制効果

反復間で同じ傾向であるが，反復間の変動が大きいため，有意差

なし（Tukey-Kramer法）．

この試験では4重ガーゼで濾過した抽出液の100倍希釈液を供試．



ことはなかった．

（２）試験２

濾紙で再濾過した抽出液（10倍希釈）のキュウリ

炭疽病発病抑制効果を第27図に示した．濾紙濾過

液の方が，試験１での４重ガーゼ濾過液（10倍希釈）

に比べ発病抑制効果が高まった．99％EtOH抽出液

および常温水抽出液はともに効果が高くなり，特に

常温抽出液でガーゼ濾過液との差が大きかった．濾

過後の濾紙には不溶性の残渣が残っていたので，そ

れが発病抑制効果を阻害していると考えられるが，

残渣については分析していない．なお，この結果を

踏まえ以後の試験では濾紙濾過した抽出液を供試し

た．

（３）試験３

結果を第28図に示した．ホワイトリカーで抽出

した２種のロット抽出液の100倍希釈液はいずれも

対照に比べ高い発病抑制効果を示した．

２　キュウリべと病に対する発病抑制効果

１）材料および方法

上述のキュウリ炭疽病の試験に供試したホワイト

リカー抽出液とは別に，甘草刻（Lot. 602010および

Lot. 902002）50ｇをホワイトリカー200mLに20日

間浸漬後に濾紙濾過して得られた抽出液のキュウリ

べと病に対する発病抑制効果を検定した．各抽出液

とも10倍および100倍希釈液を供試した．べと病の

試験では各区ともキュウリ４株を供試し，試験は３

回反復した．３回の試験のうち，１回では比較対照

にMZ-1（1,000μg/mL）の散布区を追加した．

２）結果および考察

３回の試験の平均を第29図に示した．なお，第

29図には示していないが，MZ-1（1,000μg/mL）を

追加供試した試験では，MZ-1の病斑数0個に対し対

照は193.5個であった．

各ロットのホワイトリカー抽出液の10倍希釈液

およびMZ-1（1,000μg/mL）ではほとんどべと病の

病斑が生じなかった．各ロットのホワイトリカー抽

出液の100倍希釈液では，病斑が生じたが，対照に

比べると明らかに減少した．このように，甘草刻の

ホワイトリカー抽出液のキュウリべと病に対する発

病抑制効果を確認した．
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第27図　甘草刻抽出液のキュウリ炭疽病発病抑制効果

この試験では濾紙濾過した抽出液の10倍希釈液を供試．

第29図　甘草刻のホワイトリカー抽出液のキュウリべと

病発病抑制効果

この試験では濾紙濾過した抽出液を供試，希釈倍率は図中に記載

した．反復間の変動が大きいため処理間に有意差なし（Tukey-

Kramer法）．甘草刻は２種のロットを使用．

第28図　甘草刻のホワイトリカー抽出液のキュウリ炭疽

病病抑制効果

この試験では濾紙濾過した抽出液の100倍希釈液を供試，甘草刻

は２種のロットを使用．



３　甘草刻の50％エタノール抽出液およびホワイ

トリカー抽出液に含まれる成分

１）材料および方法

上述の甘草刻（Lot. 602010）の50％EtOH抽出液

および甘草刻（Lot. 902002）のホワイトリカー抽出

液に含まれるグリチルリチン酸およびリクイリチゲ

ニン，イソリクイリチゲニンなど４種のフラボノイ

ド類の成分量を分析した．濾紙（アドバンテック№

２）による濾過液を減圧濃縮後，真空凍結乾燥した

固形物を分析した．抽出液の分析は特許公報記載の

方法37）で行った．比較対照にMZ-1（Lot. 050902）

を供試した．

２）結果および考察

分析結果を第４表に示した．なお，第４表には示

していないが，50％EtOH抽出液に含まれる固形物

の重量は抽出液重量の10.1％，ホワイトリカー抽出

液では6.98％で，50％EtOH抽出液の方がより多く

の固形物成分が抽出された．

次に固形物に含まれるグリチルリチン酸は各々

10.92％，11.40％で比較対照のMZ-1の12.2％と比較

すると同程度であった（第４表）．なお，甘草刻抽

出液にはMZ-1に含まれているグリチルレチン酸は

含まれていなかった．表中の数値から計算すると，

フラボノイド類（４種類）のグリチルリチン酸に対

する比率は，甘草刻の50％EtOH抽出液，ホワイト

リカー抽出液とも約40％であったが，MZ-1では約

67％であり，MZ-1の方がフラボノイド類を高含量

で含むことが確認された．なお，供試した甘草刻の

抽出液の分析ではG. uralensisに特異的に含まれる

フラボノイドのグリシクマリン（第１図）が検出さ

れたため，カンゾウ種はG. uralensisと特定された．

さらに各抽出液の固形物含量から10倍希釈時の

グリチルリチン酸およびフラボノイド濃度（ppm）

を算出し，MZ-1の100，500，1,000倍液と比較した

（第４表）．10倍希釈時のグリチルリチン酸およびフ

ラボノイド（４種）については50％EtOH抽出液の

方が，ホワイトリカー抽出液より濃度が高かった．

したがって，ホワイトリカー抽出液より50％EtOH

抽出液の方が発病抑制効果は高いと考えられる．

キュウリべと病に対する試験ではMZ-1の1,000倍

液と甘草刻のホワイトリカー抽出液の10倍液がほ

ぼ同程度に高い効果を示したが，グリチルリチン酸

および４種のフラボノイド含量はMZ-1の方が1/5

～1/3程度低い．しかし，MZ-1にはグリチルレチン

酸およびリコカルコンＡが含まれており，Ⅱ章の結

果を考えると，これらの物質が発病抑制効果を示し

たため，MZ-1の1,000倍液の効果が高かったと考え

られる．

Ⅴ　キュウリ葉上でのフラボノイド類の動態および

溶液の物理的安定性

Ⅱ，Ⅲの各章ではMZ-1をキュウリ葉に散布・風
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注）％とは，乾燥固形物中における重量％で示す．

第４表　甘草刻の50％EtOH抽出液およびホワイトリカー抽出液とMZ-1の成分比較



乾後（４～６時間後）に病原菌を接種して検定して

きた．しかし，MZ-1散布後の日数の経過とともに，

フラボノイドなどの成分が分解するなどして減少す

ることが考えられるので，MZ-1散布後の葉面にお

けるフラボノイド類の残存量，および散布された

MZ-1の成分が上位葉に移行するか否かを調査した．

一方，Ⅱ，Ⅲの各章では各フラボノイドやグリチ

ルレチン酸などは各物質単独でキュウリ葉に散布し

て防除効果を検定してきたが，MZ-1はこれらの物質

が混在した状態である．各物質単独と混合状態では，

水溶液の物理的安定性が異なるかについて試験した．

１　キュウリ葉散布後のフラボノイド量の変化

１）材料および方法

MZ-1の10,000μg/mL（１％）水溶液を鉢植えキ

ュウリ（品種：つや太郎，播種１ヶ月後）20鉢に

1.5Ｌ散布した．キュウリは本葉が第４葉まで完全

展葉し，第５葉が第４葉の半分程度の大きさで，第

６葉が３～４㎝出葉した状態であった．風乾後（約

４時間後），MZ-1散布および無散布のキュウリから

第３葉を任意に各５枚ずつ採取した．さらに散布３

日後および７日後にMZ-1散布キュウリの第３葉を

任意に５枚採取した．いずれも採取後－80℃のフ

リーザーで保存した．

次に，MZ-1散布後に散布葉から上位の葉にMZ-1

の成分が移行するか否か調査した．鉢植えキュウリ

の第５葉以上の上位葉をポリ袋で覆い，MZ-1が付着

しないようにした．また，根からの吸収移行を防ぐ

ため，キュウリ茎の地際部周囲にラップをかぶせて，

土壌に散布されないようにした．このように処置し

たキュウリ７鉢の第１葉から第４葉までにMZ-1の

１％液500mLを散布した．風乾後，ポリ袋などは

除去した．散布２日後に，MZ-1散布，無散布のキ

ュウリの第５葉を任意に５枚採取し，－80℃で保

存した．

－80℃で保存したキュウリ葉は液体窒素で凍結

後，真空凍結乾燥を行った．凍結乾燥葉に50％

EtOHを加え，２時間加熱還流を行い，抽出を行っ

た．得られた抽出物は100mLの蒸留水に懸濁させ

た後，予め調整したSep-Pakに通導させ，MeOHで

溶出させてフラボノイド画分を得た．フラボノイド

画分を50％MeOH溶液（２mL）に溶解させたもの

をHPLC分析用サンプルとした．

（HPLC条件） HPLC装置：HP-1100 series HPLC

system（Agilent Technologies）

カラム：YMC Pack ODS-A（4.6㎜×150㎜，

YMC）温度：40ﾟC，流速：1.0mL/min

移動相：Ａ（１％トリフルオロ酢酸（TFA）水溶液），

Ｂ（アセトニトリル（MeCN）） Ａ：Ｂ 90：10→

40：60 40minのリニアグラジエント，検出：ダイ

オードアレイ検出器（DAD：280，350nm），注入

量20μL

以下６種類の試験試料および対照のMZ-1の７種

類を用意した．

ａ．MZ-1散布後の経時変化をみる試験

Ａ：対照葉（MZ-1無散布）

Ｂ：MZ-1散布当日採取葉

Ｃ：MZ-1散布３日後採取葉

Ｄ：MZ-1散布７日後採取葉

ｂ．MZ-1の上部移行をみる試験

Ｅ：対照（MZ-1無散布）の上位葉

Ｆ：MZ-1散布２日後の上位葉

対照サンプル：MZ-1の１％（w/v）液，葉と同様

にSep-pak処理を行いHPLCサンプルとした．

２）結果および考察

分析に供試した各試料の生重量，乾燥重量，抽出

物重量，フラボノイド画分重量などを第５表に示し

た．

次に，DAD（350nm）分析のHPLCチャートの一

部を第30図に示した．対照サンプル（MZ-1）との

比較で，Ｂ～Ｄサンプル中にMZ-1に含まれるリク

イリチゲニン，イソリクイリチゲニンおよびリコカ
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注）表中の単位はｇ，Ａ～Ｆについては本文参照．

第５表　分析に供試した各試料の乾燥重量，抽出物重量

およびフラボノイド画分重量



ルコンＡのピークが確認できた．このようにして，

Ａ～Ｆサンプルのキュウリ葉に含まれているリクイ

リチゲニン，イソリクイリチゲニンおよびリコカル

コンＡの保持時間およびピーク面積を第６表に示し

た．

MZ-1にはリクイリチゲニン，イソリクイリチゲ

ニンおよびリコカルコンＡなどのフラボノイド類が

含まれている．MZ-1無散布葉（Ａ，Ｅ）にはこれ

らの化合物と同じ保持時間にはピークが検出されず

（図は省略），MZ-1散布葉（Ｂ，Ｃ，Ｄ）でこれら

のピークが検出された．このことより，MZ-1は散

布後７日目までは，キュウリ葉表面もしくは内部に

存在していることが確認された．ピーク面積は散布

３日後までは散布当日と変わらないが，７日後にな

ると半分以下に減少した．

上部移行を見る試験ではMZ-1散布２日後の上位

葉（第５葉）にはリクイリチゲニン，イソリクイリ

チゲニンおよびリコカルコンＡのピークは検出され

なかった．このことからMZ-1のフラボノイドが直

接上位葉に移行することはないと考えられる．
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第30図　HPLCによるMZ-1散布当日（Ｂ），散布３日後（Ｃ），散布７日後（Ｄ）のキュウ

リ葉からのフラボノイドの検出

最下段は対照サンプルのMZ-1，縦軸単位：mAU，横軸単位：分．

注）ピーク面積はピークの高さを時間軸方向に積分した値で，単位を持たない相対値．

－：検出せず，Ａ～Ｆについては本文参照．

第６表　MZ-1を散布処理したキュウリ葉サンプルのHPLC分析結果



２　主要成分の混合溶液の物理的安定性

Ⅱ，Ⅲの各章では各フラボノイドおよびグリチル

レチン酸などは水に不溶性のため，99％EtOH溶液

を水で希釈して100μg/mLとして供試してきた．し

かし，水で希釈すると薄い白濁状態（黄色フラボノ

イドでは黄濁）になり，10分以上経過すると凝集・

沈殿した．一方，MZ-1にはこれらフラボノイドお

よびグリチルレチン酸が含まれている．MZ-1は

50％EtOHには完全に溶解するが，水溶液にしても

完全に透明にはならないものの，凝集・沈殿するこ

となく安定している．そこで，フラボノイドおよび

グリチルレチン酸などを混合することで溶液の物理

的安定性が変化するか試験した．

１）材料および方法

（１）試験１

イソリクイリチゲニンおよびグリチルレチン酸を

99％EtOHに溶解して，2,000μg/mL溶液を作製し

た．この溶液各１mLに蒸留水19mLを加え，各物

質単独で100μg/mLとした．一方，各溶液を１mL

ずつ混合し，蒸留水 18mL を加えて両物質の

100μg/mL混合液を作製した．これらの溶液を静置

して物理的安定性を目視で調査した．

（２）試験２

まず，グリチルレチン酸の2,000μg/mL（99％

EtOH溶液）を蒸留水で20倍希釈して100μg/mLと

した（①）．次に，グリチルレチン酸の20,000μg/mL

（99％EtOH溶液）を蒸留水で200倍希釈して100μg/

mLとした（②）．さらにグリチルレチン酸の20,000μg/

mL（99％EtOH溶液）とグリチルリチン酸の20,000μg/

mL（99％EtOH溶液）を等量混合し蒸留水で200倍

希釈して各々が100μg/mLとした（③）．この，①，

②，③の溶液の物理的安定性を目視で調査した．こ

こで，②，③で20,000μg/mL（99％EtOH溶液）を

200倍希釈したのは，希釈液中に含まれるEtOH濃

度を下げるためである．すなわち，①では希釈液中

に含まれる溶媒のEtOH濃度は５％であるが，②，

③では0.5％となる．

２）結果および考察

（１）試験１

写真５に示したように，蒸留水で希釈したイソリ

ク イ リ チ ゲ ニ ン お よ び グ リ チ ル レ チ ン 酸 の

100μg/mL溶液は10分以内に凝集・沈殿した．一方，

両者の混合希釈液は希釈直後には薄い黄濁状態にな

るが，５～６時間経過しても，凝集して沈殿を生ず

ることはなかった．イソリクイリチゲニンとグリチ

ルレチン酸が混合された微粒子では表面電荷が強ま

って粒子間の反発力が増して凝集しにくくなったこ

とも考えられるが，ゼータ電位の測定など詳細な解

析が必要と考えられる．

（２）試験２

写真６に示したように，蒸留水で希釈したグリチ

ルレチン酸の100μg/mL溶液（①）は試験１と同様
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写真５　グリチルレチン酸とイソリクイリチゲニンを混合した場合の溶液の物理的安定性

左端：グリチルレチン酸（2,000μg/mL in 99％EtOH）１mLとイソリクイリチゲニン（2,000μg/mL

in 99％EtOH）１mLの混合液に蒸留水18mLを加えた．

中央：グリチルレチン酸（2,000μg/mL in 99％EtOH）１mLに蒸留水19mLを加えた．

右端：イソリクイリチゲニン（2,000μg/mL in 99％EtOH）１mLに蒸留水19mLを加えた．

（いずれも試験開始約６時間後）



10分以内に凝集・沈殿した．また，溶媒のEtOH濃

度を①の1/10の0.5％とした②でも，グリチルレチ

ン酸溶液は薄く白濁し，①のように急速ではないが

次第に凝集し，１時間ほどで容器の底に沈殿した．

一方，グリチルリチン酸と混合した③では希釈直後

の懸濁状態を保持し，試験開始18時間後でもその

状態を保持した．なお，ここには示していないが，

グリチルリチン酸は99％EtOHに溶解した後，蒸留

水で希釈して100μg/mLとしても，全く白濁しない

ため，③で白濁したのはグリチルレチン酸に起因す

るものと考えている．グリチルレチン酸とグリチル

リチン酸の混合液における懸濁状態の安定化にはグ

リチルリチン酸のサポニンとしての機能が関わって

いることが想定される．

このことから，MZ-1はグリチルリチン酸，グリ

チルレチン酸，フラボノイド類の混合物のため，水

溶液中で各成分が凝集・沈殿することなく安定した

状態を保つと考えられる．したがって散布液の安定

性を考えると各物質単独で使用するより，MZ-1の

ような混合物であることが有利と考えられる．

Ⅵ　MZ-1のキュウリべと病に対する発病抑制効果

（圃場試験）

Ⅱ章ではポット試験でMZ-1のキュウリべと病に

対する発病抑制効果を明らかにしたが，露地圃場に

おける発病抑制効果および展着剤の影響について試

験した．

１　各種展着剤の発病抑制効果におよぼす影響

１）材料および方法

試験地場所は広島県福山市西深津町６－12－１，

当研究センターのＣ－２圃場で，露地栽培とした．

元肥として2006年４月19日，有機肥料（福山野菜

有機189号；Ｎ：Ｐ：Ｋ＝10：８：９，130㎏/10

ａ），苦土重焼燐（Ｐ：Mg＝35：4.5，20㎏/10ａ）

を施肥し，追肥は行わなかった．キュウリ品種は

「つや太郎」（タキイ種苗）を用い，３月28日に播

種，４月26日に定植した．定植時，殺虫剤（アセ

フェート粒剤）を株元に散布した．株間75㎝，畝

間３ｍ，４畝のマルチ栽培とし，約200株定植した．

本試験では散布時の隣接畝へのドリフト防止のた

め，畝間を広く取った．

試験は１区10株の３反復とした．５月15日，22

日，29日および６月６日の４回MZ-1の 100倍液

（10ｇ/Ｌ）を肩掛け噴霧器で散布した．散布量はキ

ュウリの生育とともに増量し，初回散布で１区10

株あたり１Ｌ，最終散布で2.3Ｌであった．いずれ

も十分な量であった．

MZ-1の100倍液単独散布のほか，展着剤としてペ

タンＶ（展着剤には一般名がないので商品名で表記

する，以下同じ：1,000倍），アプローチBI（1,000

倍），新グラミン（10,000倍）を添加した区を設定

した．なお，ペタンＶはパラフィン系固着剤，アプ

ローチBIおよび新グラミンは非イオン系界面活性

剤である．

第１回散布後の５月18日にキュウリべと病の初

発を確認した．最終散布７日後の６月13，14日に

各区キュウリの全株全葉（約60枚/株）について日
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写真６　グリチルレチン酸とグリチルリチン酸を混合した場合の溶液の物理的安定性

①グリチルレチン酸（２mg/mL in 99％EtOH）を蒸留水で20倍希釈．

②グリチルレチン酸（20mg/mL in 99％EtOH）を蒸留水で200倍希釈．

③グリチルレチン酸（20mg/mL in 99％EtOH）とグリチルリチン酸（20mg/mL in 99％EtOH）を混合後に蒸留水で200

倍希釈．（いずれも試験開始約18時間後）
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着効果が増大し，被膜層が薄くなり発病抑制効果を

下げるものと考えられる．一方，ペタンＶはパラフ

ィン系固着剤であり，一般に耐雨性を向上させるが，

パラフィンを懸濁するため高濃度の界面活性剤が含

まれており，上記と同様の理由により防除価が下が

ったと考えられる．いずれにせよ，MZ-1への展着

剤添加は不要と考えられる．

なお，いずれの試験区でも薬害の発生は認められ

なかった．

２　グリチルレチン酸および油性甘草抽出物の発病

抑制効果

Ⅱ章の試験で．MZ-1に含まれるグリチルレチン

酸およびフラボノイド類の発病抑制効果をポット試

験で明らかにした．そこで，これら物質の効果を圃

場試験で検証した．

１）材料および方法

試験地場所は前節の試験と同じ圃場である．元肥

として2007年７月10日，定植する畝跡（長さ45

ｍ×巾１ｍ，４本）のみに有機肥料（福山野菜有機

189号）および乾燥牛糞堆肥各1袋（20㎏）を施用

した．キュウリ品種：北進の市販種苗を供試した．

マルチ栽培とし，７月12日に，株間70㎝，畝間３

ｍで約200株定植した．前節の試験と同様アセフェ

ート粒剤を株元散布した．１区10株の３反復とし，

８月２日，９日，17日および23日の４回，下記溶

本植物防疫協会編集の「野菜等殺菌剤圃場試験法

（2004年３月）」29）の方法により発病調査を行い，発

病葉率および発病度を算出した．発病葉率および発

病度はアークサイン変換後Tukey-Kramerの多重検

定を行った．散布後目視で毎日茎葉観察を行い薬害

の有無を調査した．

２）結果および考察

結果を第７表に示した．本試験では露地試験のた

めキュウリべと病が自然発生し，最終的には中発生

となった．散布当日の降雨はなかったが，５月15

日から６月14日までの間の総雨量は66.5㎜で１日に

10㎜以上の降雨があった日は計３日であった．発病

葉率，発病度とも，MZ-1単独区は展着剤加用区お

よび無処理区とTukey-Kramer法で５％有意差がみ

られた．したがって，甘草抽出物（MZ-1）に展着

剤を加用することで防除価が低下すると考えられ

た．なお，発病度の多重比較検定の手法は研究者に

よって異なるが，本論文では中島ら 39）に従い

Tukey-Kramer法で検定した．

MZ-1にはグリチルリチン酸などのサポニン類が

含まれていて，それ自身展着剤的作用がある．サポ

ニンの効果はキュウリ葉表面にまんべんなく被膜を

作ってMZ-1を付着させ，発病抑制効果を高めると

考えられる．本試験で展着剤を添加してかえって防

除価が下がった原因として，MZ-1にさらにアプロ

ーチBIあるいは新グラミンを加えることにより展

注）発病葉率，発病度ともアークサイン変換後Tukey-Kramer法で多重比較検定した．

異なる英字間には５％有意差あり．

第７表　MZ-1に各種展着剤を混用した場合のキュウリべと病発病抑制効果



液を散布した．散布量はキュウリの生育に応じて散

布日ごとに0.5Ｌずつ増量し，１区10株あたり初回

は2.5Ｌ，最終回は４Ｌ散布した．前節の結果を受

けて展着剤は使用しなかった．

（散布溶液）

①油性甘草抽出物製剤 500倍（V/V）

②MZ-1 500倍（W/V）

③グリチルレチン酸 5,000倍（W/V）

④（対照薬剤）TPN水和剤（商品名：ダコニール

1000フロアブル） 1,000倍（V/V）

この試験ではMZ-1の濃度を500倍としたが，これ

はMZ-1のコストを考慮して，使用量の少ない散布

で効果があるか試験したためである．また，油性甘

草抽出物とは，G. glabraよりアルコール系の溶媒で

抽出したもので，グラブリジンが高含量に含まれる

が，リクイリチゲニンとイソリクイリチゲニンの含

量はグラブリジンの約1/100である（丸善製薬社内

データ）．リコカルコンＡはカンゾウ種が異なるため

含まれていない．グリチルリチン酸は製造過程中で

除かれており，グリチルレチン酸も含有しない．し

たがって主要抗菌成分はグラブリジンのみである38）．

油性甘草抽出物製剤とはこの油性甘草抽出物を乳化

剤を用いて製剤化したもので，製剤中に油性甘草を

約９％，抗菌成分としてグラブリジンを約１％含む

製剤38）で，食品の日持ち向上剤として市販されて

いる10）．

一方，グリチルレチン酸の5,000倍液散布では和

光純薬製の試薬を50倍量（w/v）の99％EtOHで溶

解後，散布直前に水道水で100倍希釈した．

最終散布７日後の８月30，31日に各区キュウリ

の全株全葉（約60枚/株）について前節の方法29）に

より発病調査を行い，発病葉率および発病度を算出

した．散布後目視で毎日茎葉観察を行い薬害の有無

を調査した．統計検定の方法は前節と同じである．

２）結果および考察

第８表に結果を示した．第１回散布前には発病を

認めなかったが，第２回散布時にはTPN水和剤以

外の処理区では一部の株でべと病が発生していた．

最終的に無処理区の発病葉率が54.5％，発病度が

20.1となり中発生であった．多重比較検定の結果，

発病葉率，発病度とも，油性甘草抽出物製剤，MZ-

1，グリチルレチン酸の間には有意差が無かったが，

無処理間とはTukey-Kramer法で有意差があった．

MZ-1，グリチルレチン酸は無処理区と１％有意差，

油性甘草抽出物製剤は無処理と５％有意差であっ

た．なお，対照のTPN水和剤は防除価97と高い発

病抑制効果を示した．散布当日の降雨はなかったが，
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注）発病葉率，発病度ともアークサイン変換後Tukey-Kramer法で多重比較検

定した．異なる英字間にはTukey-Kramer法で１％有意差あり．ただし，

油性甘草と無処理間のみ５％有意差．

第８表　MZ-1，油性甘草抽出物製剤およびグリチルレチン酸のキュウ

リべと病発病抑制効果



８月１日から８月30日までの間の総雨量は18.0㎜と

少雨であった．

MZ-1の500倍散布では，発病度から算出した防除

価が53であった．前節の試験ではMZ-1の100倍液

を供試したため防除価が86と高かったが，本試験

では500倍液散布のため，防除価が低くなったと考

えられる．グリチルレチン酸散布では防除価61で

MZ-1よりやや効果が優った．一方，油性甘草抽出

物製剤では防除価39と効果が劣った．いずれの試

験区でも薬害の発生はなかった．

Ⅱ章のポット試験ではグリチルレチン酸，グラブ

リジンとも100μg/mLの散布濃度でべと病の発生を

ほぼ完全に抑制できた．グリチルレチン酸の5,000

倍液は 200μg/mL に相当し，ポット試験の濃度

100μg/mLより高い．一方，また油性甘草抽出物製

剤500倍液中のグラブリジン濃度は約20μg/mLとポ

ット試験の濃度100μg/mLより低いため，グリチル

レチン酸の5,000倍液の方が油性甘草抽出物製剤500

倍液より防除価が高くなったと考えられる．第１表

より推定すると，MZ-1の500倍液中のグリチルレチ

ン酸含量は約18μg/mLであるが，その他イソリク

イリチゲニン，リクイリチゲニン，リコカルコンＡ

などのフラボノイドも含むため，それらの複合効果

で，油性甘草抽出物製剤より効果が優ったと考えら

れる．

Ⅶ　総 合 考 察

前報18）の結果では，MZ-1の1,000μg/mL散布で

もキュウリべと病は全く病斑が生じなかったのに対

し，炭疽病ではMZ-1の10,000μg/mL散布でも病斑

数は０にならず対照区の３％の病斑が生じた．また

褐斑病ではMZ-1の10,000μg/mL散布でも病斑が対

照区の約20％生じた．このことから，MZ-1の発病

抑制効果はべと病＞炭疽病＞褐斑病の順と考えられ

た．このことをMZ-1に含まれるフラボノイド類，

グリチルレチン酸などの個別の発病抑制効果から考

察する．まず，べと病に対しフラボノイドのリコカ

ルコンＡ，イソリクイリチゲニン，リクイリチゲニ

ンは100μg/mL液のキュウリ葉散布で高い発病抑制

効果を示したのに対し（第５図），炭疽病ではこれ

らのフラボノイドには発病抑制効果が認められなか

った（第16図）．次にグリチルリチン酸，グリチル

レチン酸にはべと病に対する発病抑制効果があり，

特にグリチルレチン酸は100μg/mLでも高い発病抑

制効果が認められた（第９，10，11図）．一方，炭

疽病に対してもグリチルレチン酸は100μg/mLで発

病抑制効果を認めたが，べと病ほど完全に抑制でき

るものではなかった（第18図）．また，褐斑病に対

するフラボノイド類の発病抑制効果は検討していな

いが，グリチルレチン酸100μg/mL液の散布による

発病抑制効果は認められなかった（第23図）．この

ようにMZ-1の発病抑制効果はフラボノイド類およ

びグリチルレチン酸の発病抑制効果により説明でき

ると考えられる．

甘草根にはグリチルリチン酸およびフラボノイド

類が含まれるが，とりわけフラボノイド類の臨床系，

食品系の微生物に対する抗菌活性については多くの

報告があり，グラブリジン，リコカルコンＡなどの

抗菌活性が高いことは広く知られている１，６，40，51，54）．

グリチルレチン酸については抗炎作用，抗アレルギ

ー作用といった薬効作用が高く28，49），多くの医薬

品，医薬部外品に使われている．一方，抗菌作用に

ついては，Kim et al.12）は臨床系の微生物（細菌３

種，酵母類３種）に対するグリチルレチン酸の抗菌

活性をin vitroで検定した結果，細菌２種に抗菌性

を認め，グリチルレチン酸はＤＮＡ合成阻害作用が

大きいと報告した．しかし，臨床系，食品系でのグ

リチルレチン酸の抗菌作用の利用は体臭抑制効果の

ある制汗剤など一部にとどまっている４）．

一方，植物病原菌に関してはNaidu et al.27）はワ

タ（Gossypium sp.）の病原菌（細菌３種，糸状菌

10種）に対するグリチルリチン酸，グリチルレチン

酸およびグラブリジンの抗菌活性をin vitroで濃度

1,000μg/mLで検定した．阻止帯の大きさ（㎜）は

供試菌すべてでグリチルリチン酸が小さかった．グ

リチルレチン酸とグラブリジンの比較では，糸状菌

10種中８種，細菌３種中３種でグラブリジンが大き

かったと報告した．

これらはいずれもin vitroでの結果であるが，本

研究ではキュウリべと病および炭疽病に対し，ポッ

ト試験でグリチルレチン酸は濃度100μg/mLで発病

抑制効果を示した．これまでにも各種薬用植物の抽

出液の植物病原糸状菌に対するin vitroの抗菌活性
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を検定した報告はあるが３，46），宮川・大野24）はin

vitroの抗菌活性とポット試験による生物検定の結

果は必ずしも相関しないことを明らかにしており，

実用化を考えるとポット試験で効果を判定すること

が望ましい．本研究でポット試験でグリチルレチン

酸がキュウリべと病および炭疽病に高い発病抑制効

果を持つことを確認した意義は大きいと考える．

本研究ではイソリクイリチゲニン，リクリチゲニ

ン，グリチルレチン酸といったアグリコンの方がそ

れぞれの配糖体より発病抑制効果が高かった．これ

らの物質はカンゾウの植物体の中では大部分が配糖

体で存在しているが，MZ-1の製造過程で加熱など

によりこれらのアグリコンが生成されると考えられ

る．一般に植物自身の病原菌に対する感染防御機構

の一つに，post-inhibitins８）と定義される抗菌性物

質群がある．これは配糖体として存在する抗菌性物

質のように，官能基をグリコシドなどで保護しそれ

自体が植物組織を損傷しないような形で蓄えられて

いて，感染後に加水分解酵素により糖が遊離するな

どの単純な変化で抗菌活性化し感染防御に役立てる

ものである８，13）．MZ-1では製造過程においてアグ

リコンが生成され，病害発病抑制効果が高まったと

考えられる．

Schuster et al.45）はカンゾウ（G. glabra）の葉，小

枝の乾燥粉末200ｇを96％EtOHで抽出し，400mL

に濃縮した液（成分含量不明）を希釈して散布し，

トマトおよびジャガイモの疫病（病原：Phytophthora

infestans（Mont.）de Bary），キュウリべと病（病

原：P. cubensis），キュウリうどんこ病（病原：

Podosphaera xanthii（Castagne）Braun & Shishkoff），

コムギうどんこ病（病原： Blumeria graminis

（D.C.）Speer f. sp. tritici Marchal），インゲンマメ

さび病（病原：Uromyces appendiculatus（Per.）

Link），トマト灰色かび病（病原：Botrytis cinerea

Per.）に対する発病抑制効果を調べた．その結果，

キュウリべと病およびインゲンマメさび病，トマト

およびジャガイモの疫病で高い発病抑制効果を示し

たが，キュウリうどんこ病，トマト灰色かび病では

全く効果がなかったと報告した．さらに，Scherf et

al.44）は上記のカンゾウの抽出液をガラス温室内で栽

培したキュウリに７日間隔で散布した結果，対照区

で発病が急増した７週目以降でもべと病に対する高

い発病抑制効果を確認した．

一方，Mbega et al.15）は84種類の植物の熱水抽出

液をトマト種子に処理してトマト斑点細菌病（病

原：Xanthomonas perforans Jones et al.）に対す

る細菌増殖抑制および発病抑制を調べた結果，カン

ゾウ（G. uralensis）を含む13種類の植物抽出液で

細菌増殖を完全に抑制し，発病を100％抑制したと

報告している．このようにカンゾウの抽出液は植物

病害防除素材として有望と考えられる．

なお，一般にキュウリ栽培ではべと病，炭疽病以

外にうどんこ病が問題になる．本研究の過程で，べ

と病などの試験目的でMZ-1を散布したキュウリに

無散布区と同様にうどんこ病が発生することがあっ

た（目視観察のみ）．また，上述のSchuster et al.45）

の結果を考えると，MZ-1はキュウリうどんこ病に

対しては発病抑制効果が低いと考えられる．

2002年の農薬取締法改正で，農薬の製造・使用な

どの規制が強化されたことを受けて，「原材料に照

らし農作物など，人畜および水産動植物に害をおよ

ぼすおそれがないことが明らかなもの」として農林

水産大臣および環境大臣が特定農薬（以下，通称で

ある「特定防除資材」とする）に指定したものは農

薬登録を不要とする制度が新設された34）．2011年２

月には特定防除資材の指定の検討対象となる資材が

35資材に絞り込まれ，甘草抽出物は「甘草（マメ科

カンゾウ）」として含まれている34）．特定防除資材

（特定農薬）指定のための評価に関する指針33）には

「防除価などが無処理区と比較して半分を超える効

果を示す２例以上の試験結果が認められ，具体的な

防除価などの数値の目安は以下のとおりであるこ

と．ア．防除価が50以上であること」と定められ

ている．本研究で行った圃場試験では，キュウリべ

と病に対し，MZ-1の防除価50以上の試験例を２例

示すことができた．さらにMZ-1は公的機関での発

病抑制効果を判定するため2008年度より一般社団

法人日本植物防疫協会の新農薬実用化試験で試験さ

れた30，31）．イチゴ炭疽病では2008年，2009年に３

例，オウトウ灰星病では2009年に１例，公立農業

試験場において試験を実施した．いずれも化学農薬

に比べると効果はやや低いが実用性有りの判定を受

けている．MZ-1などの甘草抽出物は今後，農水

省・環境省合同の審議会で審議され，これらの試験
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例も評価の対象になると考えられる．しかし，2003

年に３種類（食酢，重曹，地場天敵）の特定防除資

材が指定されて以降10年が経過した2013年６月現

在も新たな追加指定が行われていないのが現状であ

る．

MZ-1は農業以外にも，水産分野でも利用されて

いる．MZ-1に含まれるグリチルリチン酸はブリ稚

魚の連鎖球菌症に対する抵抗性を増強し２），また養

殖ヒラメにMZ-1を投与することで，ヒラメ血清の

溶血活性，白血球の貪食活性で評価した非特異的生

態防御能が増加することが認められ，さらに細菌に

よる感染症であるエドワジラエ病に対する抗病性が

向上したと報告されたことから25），MZ-1は養殖魚

用の混合飼料として2007年より販売されている36）．

このようにMZ-1は水産分野で先行して実用化され

ている．

今後原料調達の関係でMZ-1のような甘草抽出物

の製造にG. glabraを使用することも考えられ，そ

の場合はリコカルコンＡが含まれなくなる．しかし，

波多野ら７）によれば，リクイリチン，イソリクイ

リチン，リクイリチゲニンおよびイソリクイリチゲ

ニンはG. inflata，G. glabraおよびG. uralensisの根

茎に広く含まれており，その含量にも大きな差異が

ないため，原料がG. glabraに変わっても同じ製法

であれば甘草抽出物中のこれらフラボノイド含量に

大きな変化がないと考えられる．同様にグリチルレ

チン酸はグリチルリチン酸のアグリコンであるが，

これは製造過程で配糖体のグリチルリチン酸から生

成されたものであり，同じ製法であればカンゾウ種

が変わってもその含量に大きな変化がないと考えら

れる．

摘　　　要

本研究は甘草根よりフラボノイド類が高含量とな

るように抽出・精製した抽出物（MZ-1）の数種野

菜類の茎葉病害に対する発病抑制機作を明らかにす

るため実施した．キュウリべと病および炭疽病を対

象としてMZ-1に含まれる各フラボノイドおよびグ

リチルレチン酸などの各種成分のポット試験による

発病抑制効果およびin vitroでの抗菌活性の調査，

市販の乾燥生薬（甘草刻）からの抽出液およびMZ-

1の発病抑制効果と成分含量の比較，キュウリに

MZ-1散布した後の植物体上でのフラボノイド成分

量の変化，圃場試験による発病抑制効果の確認など

を通じて，発病抑制機作に関するいくつかの知見を

得た．それらを要約すると以下のとおりである．

１．MZ-1を疎水性の違いから分画すると，70％な

いし99％EtOH溶離画分（油性画分）にべと病，

炭疽病に対する発病抑制効果が認められた．油

性画分に含まれる主要成分のうち，べと病に対

し発病抑制効果の高いフラボノイドはイソリク

イリチゲニンおよびリコカルコンＡであった．

一方，炭疽病に対しては試験した濃度ではこれ

らフラボノイドの発病抑制効果は低かったが，

イソリクイリチゲニンおよびリコカルコンＡは

炭疽病菌胞子発芽を強く阻害した．

２．油性画分に含まれるトリテルペンのグリチルレ

チン酸にはべと病および炭疽病に高い発病抑制

効果が認められた．また，グリチルレチン酸は

炭疽病菌の胞子発芽を強く阻害した．なお，グ

リチルレチン酸の配糖体のグリチルリチン酸の

効果は低かった．

３．MZ-1はべと病菌分生子から遊走子の放出過程

を阻害し，遊走子の運動停止および崩壊を引き

起こすためべと病の発病抑制効果を示すと考え

られるが，べと病菌がキュウリに感染した後で

は発病抑制効果が認められなかった．

４．甘草生薬の甘草刻の50％EtOHおよびホワイト

リカー抽出液などにもべと病，炭疽病に対する

発病抑制効果が認められた．MZ-1と比較する

と，MZ-1にはグリチルレチン酸，リコカルコ

ンＡおよびイソリクイリチゲニンがより高濃度

で含まれていた．

５．MZ-1をキュウリ葉に散布後３日後まではイソ

リクイリチゲニン，リクイリチゲニンおよびリ

コカルコンＡの付着量は変わらなかった．また，

MZ-1散布葉から上位葉へのこれらフラボノイ

ドの移行は認められなかった．

６．イソリクイリチゲニンとグリチルレチン酸を混

合した場合，あるいはグリチルレチン酸とグリ

チルリチン酸を混合した場合は，水で希釈して

も凝集・沈殿が生じず物理的に安定していた．

７．MZ-1のべと病防除効果を圃場試験で調査した
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結果，100倍液散布で防除価86であった．散布

の際には展着剤は防除効果を阻害するため不要

である．

８．本研究で供試した甘草抽出物MZ-1はカンゾウ

種G. inflataを原料にしたものである．
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Summary

Licorice is widely used as a raw material of pharmaceutical, cosmetic, and food additives.  It is known

that the constituents of licorice have both antioxidant and antimicrobial activities.  In our previous study,

we reported the disease control effect of some foliar fungal diseases of vegetables through the application

of the purified licorice extract, previously called fravolicorice.  In this study, we aimed to elucidate the

control mechanism of the licorice extract against cucumber downy mildew and anthracnose disease.

The extract, commercially named MZ-1, is a yellowish powder manufactured by including a large

amount of flavonoids during the extraction process of glycyrrhizic acid from the licorice root.

1.  MZ-1 was fractionated using column chromatography (stepwise elution with ethanol [EtOH]) into 5

fractions.  The 99% EtOH-soluble fractions showed high disease suppressive effects against cucumber

downy mildew and anthracnose, as assessed using a potted cucumber plant.  Among the major

flavonoids included in the 99% EtOH-soluble fraction, isoliquiritigenin and licochalcone A mediated the

high disease suppression effect against cucumber downy mildew.  Conversely, these flavonoids showed

no inhibitory effect against anthracnose at the same test concentrations, but strongly inhibited the fun-

gal spore germination.

2.  Glycyrrhetinic acid included in the above-mentioned fraction showed high control effect against downy

mildew and anthracnose and also strongly inhibited fungal spore germination in anthracnose.

However, the control effect of glycyrrhizic acid, which is a glycoside of glycyrrhetinic acid, was low.

3.  MZ-1 inhibited zoospore release from the conidia of downy mildew, stopped zoospore movements, and

caused the collapse of zoospores.  However, MZ-1 showed no disease suppressive effect when used

after 6 h since the conidia of the downy fungus was inoculated into the cucumber plant.

4.  The 50% EtOH-soluble extract of herbal licorice showed suppressive effects against downy mildew and

anthracnose.  MZ-1 contained a high concentration of licochalcone A, isoliquiritigenin and glycyrrhetinic

acid compared with the above extracts.

5.  Up to 3 days after the spraying of MZ-1, no change in the level of flavonoids was observed in the

cucumber leaves.  Moreover, the flavonoids were not detected in the leaves above the treated leaves 2

Studies on The Mechanism of Cucumber Downy Mildew 

and Anthracnose Disease Suppression by Licorice Extract

Hisayoshi MIYAGAWA and Hirokazu OHNO１

Key words: licorice extract, cucumber downy mildew, cucumber anthracnose, disease suppression,

glycyrrhetinic acid, flavonoids
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days after the treatment.

6.  An ethanol mixture of isoliquiritigenin and glycyrrhetinic acid diluted with water was physically stable,

showing no coagulation and precipitation.  Similarly, an ethanol mixture of glycyrrhizic acid and gly-

cyrrhetinic acid was physically stable after dilution with water.

7.  The preventive value of MZ-1 against downy mildew was 86 when cucumber plants in a field were

sprayed using a 100-fold dilution of MZ-1.  A spreading agent slightly inhibited the effect of MZ-1.

8.  The results were obtained using MZ-1 extracted from Glycyrrhiza inflata.  When the raw material was

changed from G. inflata to G. glabra, the extracted made by the same process as MZ-1 did not include

licochalcone A.  However, such extracts include glycyrrhetinic acid and other flavonoids such as

isoliquiritigenin.  Therefore, the control effect would not be less.



Ⅰ　緒　　　言

国産大麦は，精麦・味噌・麦茶業界の実需者から

生産拡大と安定供給が求められている．特に裸麦に

ついては，販売予定数量に対して購入希望数量が上

回っている状況が続いているが 14），作付面積は，

2010年産が4,720ha，2011年産が5,130ha，2012年産

が4,970haとほぼ横ばい傾向にあり９，10），生産拡大

が強く求められている．

一方で，大麦は用途に応じた高品質な原料が求め

られるため，品質評価基準に基づくランク区分が定

められており，生産者の収益性を確保するためには

用途ごとに定められた品質評価項目の基準値を達成

することが必要である．

1991年，2001年にそれぞれ育成された裸麦品種

である「イチバンボシ」５）と「マンネンボシ」１）は，

両品種合わせて全国の裸麦の８割以上の作付面積を

占めている８）．いずれの品種も安定多収で精麦特性

が優れており，主に味噌や麦ご飯の原料として用い

られている．しかし，近年，品質ランク区分の評価

項目のうち，硝子率の基準値（50％以下）あるいは

許容値（60％以下）を達成できなくなってきている

ことが問題となっている．硝子率が高いと精麦白度

が低くなる傾向があり６），精麦品質に影響を及ぼす

ため，産地や実需者から低硝子率品種の育成が強く

求められている．

また1957年に育成された「ヒノデハダカ」２）は，
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一部の実需者から生産要望があり，現在でも愛媛県

今治地域で麦味噌原料として約70ha作付けされて

いるが，収量性が低いことから，代替品種の育成が

要望されている．

2012年に育成された「ハルヒメボシ」は，硝子率

が低く，精麦品質が優れる早生・多収の六条裸麦品

種であり，2013年10月に愛媛県で奨励品種に採用

された．この品種の普及により，高品質な裸麦の安

定供給および生産拡大が期待される．

本品種の育成において，特性検定試験，系統適応

性検定試験，奨励品種決定調査などを担当された関

係府県農業試験場の各位および現地試験栽培にご協

力いただいた農家や農業団体の関係者に謝意を表す

る．また愛媛県での品種採用に大きく寄与した，農

林水産省「新たな農林水産政策を推進する実用技術

開発事業」の研究課題の中で，栽培特性と精麦・味

噌加工適性の評価を実施された各機関に謝意を表す

る．麦味噌醸造試験を実施していただき，データの

転載を快諾していただいた東京農業大学・醸造科学

科の東和男講師に厚く御礼申し上げる．最後に，長

年にわたり育成現場で多大な支援をいただいた当研

究センター業務支援センター職員各位および契約職

員各位に対し心から感謝申し上げる．

なお，本品種育成にあたって，2010年度からは農

林水産省委託プロジェクト「水田の潜在能力発揮等

による農地周年有効活用技術の開発」の研究経費を

用いた．

Ⅱ　育 成 経 過

「ハルヒメボシ」は，1994年度（年度は播種年

度：以下同じ）に四国農業試験場（現・近畿中国四

国農業研究センター四国研究センター，香川県善通

寺市，以下「育成地」とする）において，早生・強

稈・縞萎縮病強を育種目標として，「四Ｒ系1350

（後の「マンネンボシ」）」を母，「四Ｒ系1311」と

「四Ｒ系1324」のF1を父として人工交配を行い，集

団育種法により選抜・固定を図ってきたものであ

る．「ハルヒメボシ」の系譜を第１図に，形態的お

よび生態的特性を第１表に，選抜および育成経過を

第２表に示す．

1995年６月から温室で雑種第１代（F1）を世代

促進栽培し，1995～1997年度に集団養成（F2～F4）

を行った．1998年度に穂別系統（F5）から栽培性

を基準に選抜を行い，1999年度（F6）より「四Ｒ

系2260」として生産力検定試験に供試するとともに

系統の選抜と固定を図った．その結果，生産力検定

予備試験において成績が良好であったため，2001年

度（F8）から生産力検定本試験に供試するとともに，

系統適応性検定試験および特性検定試験に供試し

た．これら一連の試験で早生・多収で品質が優良で

あり，有望系統と判断されたことから，2003年度

（F10）より「四国裸110号」の系統名を付して奨励

品種決定調査に供試した結果，硝子粒の発生割合が

少なく，原麦および精麦白度が高い高品質の早生・

多収系統として評価された．また，味噌醸造試験に

おいても，既存品種と同等の加工適性を示した．こ

れらを受けて，愛媛県の奨励品種である味噌原料の

「ヒノデハダカ」および「マンネンボシ」の一部代

替としての普及が見込まれたため，2012年３月28

日に「ハルヒメボシ」として品種登録出願を行った

（出願番号：第26868号）．出願時の世代は，雑種第

18代（F18）である．

Ⅲ　特性の概要

「ハルヒメボシ」の主な特徴は，硝子率が低く，

精麦品質が優れ，穂長が長く，多収で，中折れの発

生が少ないことである．

大麦種苗特性分類調査報告書（（社）農林水産技

術情報協会，1980年３月）に基づく特性概要は第３

表，種苗法における農林水産植物種類別審査基準

（2012年４月版）に基づく特性は第４表のとおりで

ある．また，育成地における主な特性は以下のとお

りである．

１　形態的特性

渦性で粳性の六条裸麦である．叢性は“中”，株

の開閉は“やや閉”，稈の細太は“やや細”，稈長は

“中”で「イチバンボシ」と同程度である．「イチバ

ンボシ」と比べて穂数は少ないが，穂長は“やや長”

で長い．粒着の疎密は“中”，芒長は「マンネンボ

シ」に近い“やや長”で，「イチバンボシ」より長

い．粒形は“中”で，粒の大小は“やや大”である．
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第１図　「ハルヒメボシ」の系譜

注）育成地（香川県善通寺市）における調査結果．

第１表　「ハルヒメボシ」およびその親の特性
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注）特性検定試験，系統適応性検定試験，奨励品種決定調査の欄の数字は試験実施場所数を示す．

第２表　「ハルヒメボシ」の選抜および育成経過
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注）「大麦種苗特性分類調査報告書」（（社）農林水産技術情報協会，昭和55年３月）に基づく特性．

標準品種・比較品種は，「マンネンボシ」の参考成績書に記された階級を使用した．

第３表　特性概要
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注）種苗法における農林水産植物種類別審査基準（2012年４月版）に基づく特性．

（＊）は必須形質，QLは質的形質，QNは量的形質，PQは擬似の量的形質．

第４表　UPOV基準による特性分類表



千粒重は“やや大”，容積重は“やや大”，原麦白度

は“やや高”，原麦粒の見かけの品質は“中の上”

で，いずれも「イチバンボシ」並である（第５表，

写真１，写真２）．

２　生態的特性

播性の程度は“Ⅳ”で，茎立性は“中”である．

出穂期および成熟期は「イチバンボシ」と同程度の

“早”である．脱ぷ性は“易”，穂発芽性は“難”で

ある．耐倒伏性は“やや強”，中折れ耐性は“強”

で，「イチバンボシ」と同等であり，「ヒノデハダカ」

より優れる（第５表，第６表，写真３）．

収量性は「イチバンボシ」と同様の“多”である．

育成地では，「イチバンボシ」より多収で，2004～

2010年度のドリル播栽培では平均で約１割多収だっ

た（第５表）．

縞萎縮病抵抗性は“やや強”で，育成地では「ヒ

ノデハダカ」より発病程度が小さかった（第５表）．

うどんこ病は“やや弱”，赤かび病抵抗性は総合的

に判断して“中”で（第６表），黄化症状は「イチ

バンボシ」と同程度に出にくい（第５表）．

３　品質特性

品質特性を第７表，第８表，第９表に示した．粒

質は「イチバンボシ」と同様の“粉質”である．穀

粒硬度は「イチバンボシ」よりやや高く，「マンネ

ンボシ」と同程度である．60％歩留搗精に要する時

間は「イチバンボシ」よりやや長い．精麦白度は

「イチバンボシ」より高く，砕粒率は「イチバンボ

シ」よりも低い．硝子率は，「イチバンボシ」や

「マンネンボシ」よりも低く，この傾向は目視法と

硝子率判定器（Kett社：RN-840）のいずれの場合

でも，また，硝子率が高くなりやすい多肥栽培でも

（データ略）同様であった．

タンパク質含量は「イチバンボシ」と同程度で，

「マンネンボシ」および「ヒノデハダカ」より低い．

細胞壁多糖で機能性成分である水溶性食物繊維の

β-グルカンの含量は「イチバンボシ」よりやや多い．

60％搗精麦の色相はL＊値（明るさ）が高く，a＊

値（赤み）が低い．

炊飯麦の色相に関わるポリフェノール含量やプロ

アントシアニジン含量は「イチバンボシ」と同程度

であり，保温による色相の変化も同程度であるが，

炊飯直後および保温後の色相は「イチバンボシ」よ

りやや優れる．炊飯麦の官能検査による評価では，

「イチバンボシ」と比べて香りや硬さ，粘り，味は

ほぼ同等で，白さはやや優れる．
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写真２　「ハルヒメボシ」の穂と粒写真１　「ハルヒメボシ」の株草姿
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注）全面全層播は育成地における2001～2003年度の平均値，ドリル播栽培は育成地における2004～2010年度の平均値．

耕種概要は付表１を参照．

倒伏および発病程度は０（無）～５（甚）の６段階評価．

容積重は2006年度まではリットル重測定器で，2007年度からは穀粒容積重計（ブラウェル式）で測定．

整粒歩合算出時の篩い目は2.0㎜とした．

外観品質は１（上）～５（下），粒大は１（小）～５（大），粒形は１（円）～５（長），粒質は１（粉状質）～５（硝子

質）の５段階評価．

粒色は０（白），１（淡黄），２（黄），３（黄褐），４（褐），５（赤褐），６（赤），７（赤紫），８（紫），９（濃紫）

の10段階評価．

第５表　生育および収穫物調査成績



４　味噌加工適性

東京農業大学・醸造科学科（東和男講師）で麦味

噌の醸造試験を実施した３，４）．「ハルヒメボシ」の

麦麹の各酵素活性は既存品種と同程度だったが，総

合糖化力と白度は高かった（第10表）．また，味噌

特性（第11表）や，熟成過程の味噌の明度，固さ

および成分の推移は既存品種と同程度であったこと

から（第２図），「ハルヒメボシ」は十分な味噌加工

適性を有すると判断された．

Ⅳ　配付先における成績

１　奨励品種決定調査成績

第12表に奨励品種決定調査配付先の概評一覧を
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注）得られた結果の累年成績から総合的に判定した．

オオムギ縞萎縮病：モザイク病斑の発症程度と被害程度から総合的に判定した．

うどんこ病：株全体の発病程度を０（発病無）～６（極甚）までの７段階の罹病指数で判定した．

赤かび病：人工接種のポット検定・圃場検定での発病程度で判定した．

凍上抵抗性：越冬株率を参考に判定した．

耐湿性：湛水区と無処理区の収量，千粒重より判定．

播性：２月下旬より約10日ごとに６回播種，出穂状況により判定した．

中折れ耐性：成熟後の稈の折れ込みの程度を調査した．

穂発芽性：摘穂した穂を雨濡れ処理して発芽率から判定した．

第６表　特性検定試験成績

写真３　「ハルヒメボシ」の中折れ程度

（写真提供：愛媛県農林水産技術研究所）
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注）育成地におけるドリル播標肥栽培生産物の平均値．

耕種概要は付表１，調査項目の解説は付表２を参照．

第７表　原麦および精麦品質

注）育成地における2007年度のドリル播標肥栽培の生産物を用いた．

試験・分析は東京農業大学・醸造科学科の東和男講師が実施４）．

第10表　麦麹特性

注）育成地におけるドリル播標肥栽培生産物の平均値．

耕種概要は付表１，調査項目の解説は付表２を参照．

第８表　炊飯麦の色相（2007－2010年度）

注）育成地におけるドリル播標肥栽培生産物の平均値．

耕種概要は付表１，調査項目の解説は付表２を参照．

第９表　炊飯麦の官能検査（2004－2009年度）
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注）育成地における2006年度のドリル播標肥栽培の生産物を用いた．

試験・分析は東京農業大学・醸造科学科の東和男講師が実施３）．分析項目の説明は以下のとおり．

全窒素（％）：蛋白質～アミノ酸までのすべての窒素．理論的には仕込み期間中は無変動

水溶性窒素（％）：アミノ酸・ペプチドなどの低分子化された可溶性の窒素成分（旨味などの向上）

ホルモール窒素（％）：アミノ酸由来の窒素（旨味・酸味・甘味・苦味など鋭敏に味覚に関与）

蛋白溶解率（％）：水溶性窒素/全窒素×100

蛋白分解率（％）：ホルモール窒素/全窒素×100

直接還元糖（％）：グルコースが中心．

糖分解率（％）：直接還元糖/全糖×100

明度Ｙ（％）：CIE測色法による味噌の明るさ指標（高いほど明るい）

固さ（Pa）：味噌の固さを応力で示す．

第11表　麦味噌特性

第２図　味噌醸造特性

注）育成地における2007年度のドリル播標肥栽培の生産物を用いた．

試験・分析は東京農業大学・醸造科学科の東和男講師が実施４）．

分析項目の説明は第11表の注を参照．
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注）◎：極有望　○：有望　△：再検討　×：打ち切り　※：特性把握につき打ち切り．数字は標準品種に対する収量比率（％）．

試験種類は「予」は予備試験，「本」は本試験．

第12表　配付先概評一覧



示す．西日本を中心に高品質の早生・多収系統とし

ての評価を得た．千粒重および整粒歩合がやや低い

という指摘はあるものの，収量性については有望視

された．

２　愛媛県における生育，収量，品質試験成績

愛媛県農林水産研究所における生育および収穫物

調査成績の結果を第13表に示す．標準品種である

「マンネンボシ」と比較すると，「ハルヒメボシ」は

以下の特徴がある．出穂期は２日，成熟期は１日早

い早生である．稈長は同程度で，穂長は１㎝長い．
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注）2005～2006年度および2008～2010年度の平均値．倒伏の程度は０（無）～５（甚）の６段階評価．

整粒は2.0㎜篩上，屑麦は2.0㎜篩下．容積重は穀粒容積重計（ブラウエル式）で測定．

白度は光電白度計（Kett社：Ｃ－300）で測定，搗精は佐竹式グレインテストミルTM-05（砥石：粒度＃36，回転数：1040rpm），

搗精時間は「マンネンボシ」が60％になる時間．

原麦外観品質：１（上上），２（上下），３（中上），４（中中），５（中下），６（下）．

等級検査は，愛媛農政事務所で行い，１（１等），２（２等），３（等外）とした．

第13表　愛媛県における生育および収穫物調査成績

注）試験年度の平均値を示した．調査項目の説明は第13表の注を参照．

第14表　愛媛県現地試験における生育および収穫物調査成績



穂数および倒伏程度は同程度である．整粒重は６％

多く，容積重および千粒重はやや軽い．原麦白度お

よび精麦白度は高く，一定時間搗精時の歩留は高い．

また，「ヒノデハダカ」と比較すると，出穂期は２

日，成熟期は１日早い早生である．稈長はやや短く，

穂長は1.6㎝長い．穂数は少ないが，耐倒伏性が優

れる．整粒重は約４％多く，容積重はやや軽く，千

粒重は重い．原麦白度は高く，精麦白度はかなり高

い．一定時間搗精時の歩留はやや低い．

現地試験における調査成績を第14表に記す．「ハ

ルヒメボシ」は，出穂期および成熟期は「マンネン

ボシ」より早く，「イチバンボシ」と同程度の早生

である．穂長は「マンネンボシ」および「イチバン

ボシ」より長い．穂数は「マンネンボシ」より多く，

「イチバンボシ」より少ない．整粒重は「イチバン

ボシ」より少～同程度，「マンネンボシ」より同程

度～多い．「ヒノデハダカ」との比較では，稈長は

同程度～短く，穂長は長く，穂数は同程度～少ない．

容積重は同程度～軽く，千粒重は同程度～重い．成

熟期は同程度で，出穂期および整粒重は産地によっ

て傾向が異なる．

実需者による味噌醸造試験結果を第15表に示す．

味噌加工適性および味噌醸造特性は，既存品種と同

程度で，味噌のＬ＊（明るさ）は高かった（第３図）．

３　愛媛県における採用理由

愛媛県における裸麦の主産地である平野部では，

現在，奨励品種である「ヒノデハダカ」，「マンネン

ボシ」が作付けされている．1957年採用の「ヒノデ

ハダカ」は，麦味噌や醤（ひしお）などの特定用途

向けで今治地区を中心に70ha程度栽培されている．

しかし，「ヒノデハダカ」は稈質が弱く，倒伏や成

熟期以降の中折れが発生し易いなど栽培上の問題点

が多く，安定多収な品種への転換が必要となってき

ている．また，「マンネンボシ」は2001年に採用さ

れ，愛媛県裸麦栽培面積の約90％を占めており，

主力品種となっているが，「ヒノデハダカ」ととも

に，近年，硝子率の高いことが問題になっている．

愛媛県産裸麦の硝子率は2010年に75％となり，そ

の後も高く推移している．硝子率が50％以上にな

ると品質評価によるランク区分が低くなり，生産物

価格が下がるため，生産意欲を下げる原因にもなっ

ている．

以上のことから，愛媛県産裸麦の安定生産と生産

拡大を図るために，「ヒノデハダカ」および「マン

ネンボシ」の一部代替として，早生多収，低硝子率，

高白度の六条裸麦「ハルヒメボシ」を奨励品種に採
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注）実用技術開発事業「多角的アプローチによる加工需要にマッチするはだか麦新栽培体系の開発」

において，愛媛県現地試験2010年度の生産物を，県内Ｓ社で試験醸造した．

分析は愛媛県食品産業技術センターで実施．分析項目の説明は第11表の注を参照．

第15表　実需者による味噌醸造試験成績

第３図　麦味噌の外観および色相

注）実用技術開発事業「多角的アプローチによる加工需要に

マッチするはだか麦新栽培体系の開発」において，県内

Ｓ社で試作した．「ハルヒメボシ」の味噌は愛媛県現地試

験2007年度生産物を原料として製造した．既存商品は同

社の商品である．調査項目の解説は付表２を参照．



用した．「ハルヒメボシ」は2012年度の栽培面積は

11haであり，今後もさらなる作付け拡大が期待され

る．「ハルヒメボシ」が普及することで，栽培上の

問題点が解決されるとともに，硝子率上昇による品

質の低下が改善され，実需者が求める高品質裸麦の

安定生産と生産拡大に繋がることが期待される．

Ⅴ　考　　　察

「ハルヒメボシ」は「イチバンボシ」，「マンネン

ボシ」および「ヒノデハダカ」より硝子率が低いこ

とが大きな特徴の一つである（第７表）．胚乳が粉

状質を呈し，硝子率が低くなる形質としては，モチ

性や破砕デンプン粒変異（fractured starch granule）

が報告されている12）が，「ハルヒメボシ」はそのど

ちらでもない．また，硝子率はタンパク質含量また

は窒素含有率との間に有意な正の相関が認められて

おり６，７，11），「ハルヒメボシ」は，「マンネンボシ」

や「ヒノデハダカ」よりタンパク質含量が低いため

に硝子率が低いと考えられる．一方，「ハルヒメボ

シ」は「イチバンボシ」より硝子率は低いが，タン

パク質含量は同程度である（第７表）．山口らは

「マンネンボシ」を材料として，硝子率は，種子比

重や澱粉粒間の空隙の少なさに反映される胚乳組織

の充密程度と関係があることを示しており13），「ハ

ルヒメボシ」の硝子率の低さには，タンパク質含量

以外の要因が影響を及ぼしている可能性があり，今

後の研究による要因の解明が待たれる．

「ハルヒメボシ」は「イチバンボシ」より１割程

度多収の早生で（第５表），硝子率も低いため（第

７表），農家の収益性が確保されると考えられる．

また，精麦品質が良く（第７表），味噌加工適性も

既存品種と同等であることから（第10表，第11表，

第２図，第15表，第３図），「ハルヒメボシ」は農

家が求める安定多収と実需者からの用途別加工適性

に応じた高品質への要求の双方に応えると考えられ

る．現時点で普及が見込まれている愛媛県に限らず，

今後は裸麦の産地に広く普及することが期待され

る．

Ⅵ　適地と栽培上の留意点

１．関東以西の温暖な平坦地に適する．

２．Ⅱ型以外のオオムギ縞萎縮ウイルスには抵抗性

ではないため，オオムギ縞萎縮病が多発する土

壌での作付けを避ける．

３．うどんこ病と赤かび病には強くないため，適期

防除を行う．

Ⅶ　命名の由来と育成従事者

麦畑で“春”に美しく穂をなびかせる様子と粒の

白さから“姫”をイメージし，また輝く“星”にな

るような普及を願って「ハルヒメボシ」と名付けた．
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上記のほか，近畿中国四国農業研究センター・研究支援センター・業務第２科職員が従事した．

第16表　「ハルヒメボシ」の育成従事者



漢字で表記する必要がある場合は「春姫星」，アル

ファベットの場合は‘Haruhimeboshi’とする．

「ハルヒメボシ」の育成従事者は第16表のとお

りである．

Ⅷ　摘　　　要

「ハルヒメボシ」は「四Ｒ系1350（後のマンネン

ボシ）」を母とし，「四Ｒ系1311」と「四Ｒ系1324」

のF1を父として四国農業試験場（現・近畿中国四

国農業研究センター四国研究センター）において人

工交配し，集団育種法で育成した六条裸麦品種であ

る．2012年３月に種苗法に基づく品種登録出願を行

い，2013年10月に愛媛県で奨励品種に採用された．

特性の概要は以下のとおりである．

１．出穂期および成熟期は「イチバンボシ」，「ヒノ

デハダカ」と同程度で，「マンネンボシ」より

２～３日早い早生種である．

２．「ヒノデハダカ」よりオオムギ縞萎縮病の被害

程度が少なく，耐倒伏性が優れ，成熟期以降の

稈の中折れも発生しにくい．穂発芽耐性は「イ

チバンボシ」および「ヒノデハダカ」並で，

「マンネンボシ」より強い．

３．穂数は少ないが，穂長が長く，育成地では「イ

チバンボシ」，「マンネンボシ」および「ヒノデ

ハダカ」より多収である．

４．原麦白度が高く，硝子率が低い．60％搗精時間

は「イチバンボシ」および「マンネンボシ」よ

りやや長いが，「ヒノデハダカ」より短い．精

麦白度が高く，砕粒率が低く，精麦品質が優れ

る．

５．麦麹の各酵素活性は「イチバンボシ」，「マンネ

ンボシ」および「ヒノデハダカ」と同程度で，

総合糖化力と白度は高い．熟成過程の味噌の明

度，固さおよび成分の推移，味噌特性は既存品

種と同等で，十分な味噌加工適性を有すると判

断される．
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付表１　育成地における生産力検定試験の耕種概要

付表２　品質特性の評価項目の解説
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Summary

In 2012,‘Haruhimeboshi’was registered as a new six-rowed hull-less barley cultivar.  It was bred

using a bulk breeding method, and derived from a three-way cross (Yon-R-Kei 1350 [later registered as

‘Mannenboshi’]// Yon-R-Kei 1311/Yon-R-Kei 1324 F1) at Shikoku National Agricultural Experiment

Station (currently NARO Western Region Agricultural Research Center).  The main characteristics of

‘Haruhimeboshi’were as follows:

1.  Compared to‘Ichibanboshi’and‘Hinodehadaka’,‘Haruhimeboshi’showed similar heading and

maturity dates.  The heading and maturity dates of‘Haruhimeboshi’were normally 2-3 days earlier

than those of‘Mannenboshi’.

2.  The spike length and number of spikes of‘Haruhimeboshi’were greater and fewer, respectively,

than those of‘Ichibanboshi’.  In the breeding station, the yield of‘Haruhimeboshi’was higher than

that of‘Mannenboshi’,‘Ichibanboshi’and,‘Hinodehadaka’.

3.  The grain grassiness and the color of the pearled grains of‘Haruhimeboshi’were lower and whiter,

respectively, than those of‘Ichibanboshi’,‘Mannenboshi’and‘Hinodehadaka’.  The ratio of broken

grains in‘Haruhimeboshi’was lower than that in‘Ichibanboshi’and‘Hinodehadaka’.

4.  On the basis of the results of the enzyme activity of koji and the whiteness and hardness of miso,

‘Haruhimeboshi’had a good processing quality of miso.

5.‘Haruhimeboshi’was well adapted for growing in the flat areas of Central and Western Japan, and it

was released as a recommended (authorized) variety in Ehime Prefecture in 2013.

A New Hull-less Barley Cultivar‘Haruhimeboshi’with Low Grassiness 

and Good Pearling Quality

Asuka TAKAHASHI, Toji YOSHIOKA, Takashi YANAGISAWA１, Takashi NAGAMINE２, Toshiyuki TAKAYAMA１,

Yoshinori DOI３, Hitoshi MATSUNAKA４, Masaya FUJITA１, Eiji DOMON５, 

Makoto SUGIURA６ and Masamitsu ITO７

Key words: hull-less barley, cultivar, high yield, grassiness, pearling quality, miso

Crop Breeding and Food Functional Components Research Division, NARO Western Region Agricultural

Research Center
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３ Ex-NARO Western Region Agricultural Research Center
４ NARO Kyushu Okinawa Agricultural Research Center
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